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（１）印鑑登録の際の本人確認 

【苦情申立ての趣旨】 

私の子どもは○○歳で、来春、○○として就職し、○○奨学金制度を利用することから、

子どもの印鑑登録証明が必要になった。子どもは印鑑登録をしていなかったので、平成 29

年 6 月○日○時頃、子どもと一緒に○○区区民課へ行き、印鑑登録の申請をした。本人確

認として顔写真付きの証明書の提示を求められたが、子どもは免許証を持っていなかった

ので、子どもが在籍している私立学校の顔写真付きの学生証と健康保険証を提示した。と

ころが、「私立学校の学生証ではできない。」と言われ、本人申請ならば市と数回やり取り

をして別日に登録が可能であること、保護者の代理登録であれば即日登録できるが実印が

必要である旨の説明を受けた。 

 帰宅して、実印を持参し、再度区民課へ行き、代理申請によって印鑑の登録はできた。

その際に、「先ほど、私立学校の学生証では駄目だと言われました。公立学校の学生証はい

いのに、私立学校の学生証では駄目だというのは差別ではないですか。」と質問したところ、

「公立学校の学生証には県知事の印鑑があるからいいが、私立学校の学生証には県知事の

印鑑がないので駄目だ。」と説明された。 

 私も子どもも、私立学校の顔写真付きの学生証と健康保険証を提示したのに、本人確認

として認められなかったことにショックを受けている。公立学校の学生証と私立学校の学

生証で差異をつける必要性や合理性が分からないし、今のままでは子どものように私立学

校に在籍し、運転免許証を持っていない人は本人確認の際に困るだろうから、市の対応に

納得がいかない。 

 

【市からの回答】 

１ 印鑑登録の本人確認に関して 

（１） 印鑑登録の概要 

 印鑑登録は、各市町村において印鑑登録証明書を発行するために、事前に印鑑を登録す

ることであり、それによって登録された印鑑は一般的に実印と呼称されています。実印及

び印鑑登録証明書は、不動産登記、自動車登録や各種契約の締結時に用いられるなど、住

民の方々の権利義務に関わり、重要な役割を果たしています。 

 印鑑の登録及び証明に関する事務については、自治事務（地方自治法第 2 条第 8 項）で

あるため法令は制定されていませんが、昭和 49 年自治省行政局振興課長通知の「印鑑登録

証明事務処理要領」（以下「要領」という。）において準拠すべき事項がいくつか示されて

おり、これを受けて、市でも「熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例」（以下「条例」と

いう。）、「熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則」、「印鑑登録申請に係る審査及

び印鑑登録証明書請求に係る本人確認に関する事務取扱要綱」（以下「要綱」という。）を

制定し、事務処理を行っています。 
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（２） 印鑑登録の手続き 

 印鑑登録の手続きは、要領の「第 2 印鑑の登録に関する事項 3 登録」以下に示され

ており、市もこれに従って手続きを定めています。 

原則として、印鑑の登録を受けようとする方（以下「登録申請者」という。）又は代理人

が窓口に来て、申請をする必要があります。申請があった場合、登録申請者が本人である

こと及び申請が本人の意思に基づくものであることを確認（以下「本人確認」という。）し

ます（条例第 4 条第 1 項）。本人確認は、登録申請者に簡易書留で照会書を送付し、後日、

照会書及び必要書類を持参していただく必要があります（同条第 2 項。以下「照会書送付

による確認」という。）。このような手続を定めている趣旨としては、前述のとおり、印鑑

登録が権利義務に影響を及ぼす重要なものであるため、窓口に来た方と登録申請者が同一

であるか、登録申請者の意思に基づいたものであるかといった、本人確認の手続きを厳格

にすることにあります。 

もっとも、照会書送付による確認には、例外が認められています。一つ目は、官公署の

発行した免許証、許可証又は身分証明書であって本人の写真を貼付したもの（以下「官公

署発行の身分証明書」という。）によって本人確認をする方法（同条第 4項第 1号。以下「官

公署発行の身分証明書による確認」という。）、二つ目は、既に印鑑の登録を受けている方

が、登録申請者が本人であることを書面で保証する方法（同項第 2 号。以下「保証人によ

る確認」という。）です。これらの方法によれば、窓口に申請に来ていただいた当日に、印

鑑登録を完了することができます。一般的には、官公署発行の身分証明書による確認によ

って、即日に印鑑登録を希望される方が多く、窓口でもご案内しているところです。 

（３） 学生証の取扱いについて 

 要領では、具体的にどのような文書が官公署発行の身分証明書に当たるかは明記されて

おらず、印鑑の登録及び証明に関する事務は自治事務に当たることから、どのような文書

を官公署発行の身分証明書とするかは自治体の裁量によることになります。 

 官公署発行の身分証明書による確認が、照会書送付による確認の方法の例外として認め

られている趣旨は、官公署が発行した顔写真付きの身分証明書であれば、厳格な手続きの

下で発行されていることが担保されており、身分証明書が真正に発行されているのか照会

をすることも容易であるため、照会書送付による確認に代替できるだけの信用性が高い点

にあります。この趣旨を踏まえて、市では、要綱第 4 条第 2 項各号で、運転免許証や個人

番号カード等を官公署発行による身分証明書として明記していますが、学生証については

明記していません。 

ただし、公立学校の学生証は、「その他官公署の長の交付した顔写真貼付の免許証、許可

証、又は身分証明書であって、管理者が認めたもの。」（同項第 7 号）に当たり、官公署発

行の身分証明書として認めています。これは、公立学校は地方自治体によって設立されて

いるため、公立学校も「官公署」に該当する又は「官公署」と同視し得ると解することが

できること、印鑑登録は 15歳以上の方も可能であるため、運転免許証等を所持していない
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方のためにも、サービスを拡張することを根拠としています。 

一方で、私立学校の学生証は、官公署発行の身分証明書として認めていません。これは、

私立学校はあくまでも民間の法人が設立していることから「官公署」とはいえず、照会書

送付による確認に代替できるだけの信用性が低いことを理由としています。 

 なお、熊本市以外の政令指定都市（19 市）では、官公署発行の身分証明書による確認と

して学生証を認めていないのは 10 市、公立学校の学生証のみを認めているのは 7市、私立

学校の学生証も認めているのは 1 市、ほかの証明書（健康保険証や年金手帳等）と公立学

校、私立学校の学生証を組み合わせることにより本人確認として認めているのは 1 市、と

なっています。 

２ 本件経緯 

 申立人は、平成 29 年 6 月○日に 2 回○○区役所に来庁されたということですが、1 回目

の対応については記録が残っておらず、当日に印鑑登録の申請が複数あったため、具体的

なやり取りを特定することはできませんでした。2回目の来庁時のやり取りは以下の通りで

す。 

 申立人がお子様の印鑑登録を希望されたので、官公署発行の身分証明書による確認のた

めにお子様の運転免許証等の提示を求めたところ、提示がなかったため、照会書送付によ

る確認及び保証人による確認について説明いたしました。 

申立人が後者を選択されたため、申請書に記入をしていただくことになりました。その

際に、「私立学校の学生証に顔写真がついていて、学校長の押印もあるのに、なぜ本人確認

書類として対応できないのか。差別ではないのか。」とご質問がありました。これに対して、

「私立学校の学生証は官公署が発行したものではないため、本人申請で即日交付の場合に

おける本人確認書類としては取り扱っておりません。同じ学生証でも、公立、県立で顔写

真つきのものであれば、市長、県知事の押印もされていますので、官公署が発行した本人

確認書類として取り扱えます。」と説明いたしました。 

その後、保証人による確認によって本人確認を行い、お子様の印鑑登録を同日中に完了

いたしました。 

３ 市の見解 

（１） 私立学校の学生証の取扱いについて 

 市が、私立学校の学生証を官公署発行の身分証明書として取り扱っていない理由につき

ましては前述のとおりであって、当該理由は合理的なものであると考えております。 

 申立人おかれましては、何卒ご理解いただきたいと思います。 

（２） 申立人への対応について 

 申立人への説明の中で、「同じ学生証でも、公立、県立で顔写真つきのものであれば、市

長、県知事の押印もされています。」という説明を致しましたが、正確には公立学校の学生

証には学校長の押印があるのみで、市長又は県知事の押印はございません。この点につき

ましては、不正確な説明をいたしましたことをお詫び申し上げます。 
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本件における事務処理につきましては、市の条例、要綱等で定められた規定に則った一

般的なものであり、誤りはなかったものと考えています。また、対応した職員に、お子様

が私立学校に在学されているという理由で差別をするといった意図もありませんでした。 

もっとも、担当課に一部不正確な説明があったこと及び申立人やお子様がご不快に思わ

れたことは事実ですので、今後はより丁寧な接遇や説明に努めてまいります。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件の争点 

申立人の主張は、申立人のお子様が○○区区民課（以下「担当課」という。）に印鑑登録

申請をした際、担当課職員に本人確認書類として、通学中の私立学校長発行の顔写真付学

生証と健康保険証を提示したところ、「私立学校の学生証は官公署が発行したものではない

ため、本人確認書類としては取扱っていない。公立学校は、県知事の押印があるので、本

人確認書類として取り扱える。」旨言われ、印鑑登録ができなかった（その後、申立人の保

証で保証人方式による印鑑登録を行った。）というものです。 

「市からの回答」によっても事実関係に争いはないため、職員の申立人への対応の是非

が争点となります。 

２ 印鑑登録手続きの際の本人確認の書類及び職員の対応の是非 

印鑑登録の手続きについては「市からの回答」に記載されているとおりです。その根拠

法令等は、自治省行政局振興課長から各都道府県総務部長あて通知「印鑑の登録及び証明

に関する事務について」の別添である「印鑑登録証明事務処理要領」（以下「要領」という。）、

要領に準じた「熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例」（以下「本件条例」という。）、「熊

本市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則」（以下「本件規則」という。）、「印鑑登録

申請に係る審査及び印鑑登録証明書請求に係る本人確認に関する事務取扱要綱」（以下「要

綱」という。）です。 

印鑑登録申請者は、自ら市長に対して申請し、市長は、登録申請者が本人であること、

申請が本人の意思に基づくものであることを確認するなどして登録をします。登録申請者

が本人であることを確認する方法として、本件条例は以下を規定しています。 

第 1 は、郵送等により登録申請者に対して文書により照会し、その回答書を自ら持参さ

せて、登録申請者であることを確認できる書類を提示させることにより行う（本件条例第 4

条第 2 項）いわゆる文書照会方式で、これが原則です。要綱第 4 条第 1 項各号では、回答

書持参の際の本人確認の書類として、健康保険証、国民健康保険証、国民年金手帳、銀行

等の預金通帳、社員証、学生証、その他管理者が認めたものを規定しています。学生証は

公立、私立を区別していません。 

第 2 は、市長は登録申請者が登録を受けようとする印鑑を自ら持参して申請した場合（即

日登録を求める場合）においては、「官公署の発行した免許証、許可証又は身分証明書であ

って本人の写真を貼付したもの」の提示によって本人確認ができるときは文書照会等を省
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略できる（本件条例第 4 条第 4 項第 1 号）としています。要綱第 4 条第 1 項各号では、本

人確認のための書類として、写真貼付の住民基本台帳カード、個人番号カード、運転免許

証、顔写真貼付の旅券、身体障害者手帳、在留カード、その他官公署の長の交付した顔写

真貼付の免許証、許可証、又は身分証明書であって、管理者が認めたもの、と規定してい

ます。学生証は明記されていません。また、市で既に印鑑登録を受けている者により、登

録申請者が本人に相違ないことを保証された書面を提示する（本件条例第 4 条第 4 項第 2

号）ことによっても、文書照会等を省略できます。 

印鑑登録とは、市町村が印鑑登録証明書を発行するために事前に印鑑を登録することで

す。印鑑登録証明書は、住民の権利、義務の発生・変更に伴う重要な行為に用いられ、押

印された印影が本人のものであること、押印したのが本人であることを証明する重要な役

割を果たしています。そのため、印鑑登録証明書を用いた取引の安全を図るためにも、印

鑑登録の際の本人確認を厳格に行い、間違いがないようにすることが必要であり、第 2 の

場合に官公署の長が交付した文書類を要求しているのは理由のあるところです。 

以上のとおり、文書照会方式の場合に、回答書等を持参して本人確認をする際には学生

証（公立、私立を問わない。）でもよいですが、即日登録を求める場合（本件はこれに該当

します。）には、学生証は本件条例等で明記されていないので、本人確認書類としては取り

扱えないと解されます。私立学校の学生証を本人確認の書類として取り扱わなかった職員

の対応は、本件条例等の規定に従ったものでやむを得なかったものと考えます。 

ところで、公立学校の学生証が「官公署の長の交付した顔写真貼付の身分証明書」に含

まれるかどうかは文言上疑義があり、これを認めない自治体も多数あります。市では、「公

立学校は地方自治体によって設立されているため、公立学校も『官公署』に該当する又は

『官公署』と同視し得ると解することができること、印鑑登録は 15 歳以上の方も可能であ

るため、運転免許証等を所持していない方のためにも、サービスを拡張することを根拠と

してい」るということで、市の裁量により許容しているものと解されます。 

なお、職員が申立人に、「公立、県立の学校は、市長、県知事の押印があるので、顔写真

つきのものであれば本人確認書類として取り扱える。」旨説明したことは間違いであり、市

はこの点についてはお詫びしているところです。 

３ 私立学校の学生証の取扱いに関して 

即日登録を求める場合の本人確認の書類として、市では、公立学校の学生証は認めなが

ら、私立学校の学生証は認めないという取扱いをしているため、申立人から不公平ではな

いかという指摘を受けています。 

「市からの回答」は、私立学校の学生証を認めないのは、本件条例が規定する「官公署の

発行した･･･身分証明書」（第 4 条第 4 項第 1 号）に該当しないからとしています。それ自

体は間違いではありませんが、その結果である公立学校と取扱いが違う理由を説明するも

のではありません。 

市を含む政令指定都市 20 市の現状を見ますと、即日登録を求める場合には、要領に従っ
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て「官公署の発行した免許証、許可証又は身分証明書であって本人の写真を貼付したもの」

の提示によって本人確認をする旨規定しているのが多数です。学生証については、公立も

私立も問わず認めないのが 10市、公立は認めるが私立は認めないのが 8市、公立、私立を

問わず認めるのが 2市です。 

私立学校の学生証も認めているのは仙台市と札幌市です。まず、仙台市は、条例で「規

則の定めるところにより」本人確認をしなければならない旨規定し、規則により「官公署、

独立行政法人･･･又は国、地方公共団体若しくは私立学校法･･･第三条に規定する学校法人

が設置する学校が発行した学生証で、登録申請者本人の写真･･･がちょう付されているも

の」としていますので、公立学校及び認可を受けた私立学校の学生証は認められることに

なります。次に、札幌市では、条例で「官公署の発行した旅券、免許証、許可証、身分証

明書」等は 1点の提示でよいが、2点以上を提示させることで確認できる書類として、規則

で、健康保険被保険者証、介護保険被保険者証、年金手帳などとともに、生年月日と写真

がある「学生証」を明記しています。つまり、学生証 1 点では認めないが、健康保険証な

どと併せて 2 点提示すれば認めるというものです。公立と私立の区別はありません。私立

学校の設立には文部科学大臣、都道府県知事の認可を受けるなどの法的規制があることや、

その公共性等を考慮すれば、仙台市や札幌市の取扱いも十分理由があるものと考えます。 

オンブズマンとしては、本人確認のためにどのような書類を認めるかは、市の裁量によ

るものと考えますので、本件条例等の規定の是非については判断を差し控えますが、即日

登録の場合に公立学校の学生証は認めるが、私立学校の学生証は認めないという取扱いが、

市民の理解や納得を得られるものかどうかについては、検討の余地があるように思います。 

 

（２）ひとり親家庭等医療費助成制度の助成対象 

【苦情申立ての趣旨】 

私には、〇人の孫がいる。子どもが離婚した際、子どもの配偶者が親権者となったが、

子どもの配偶者の○○により孫は施設に入ることになり、その後子どもが改めて親権者と

なった。しかし、子どもも一人暮らしで、孫に対して十分な支援ができなかったため、〇

〇の助言により私が孫を引き取ることになり、平成 23 年から現在まで、私が一人で孫を育

てている。子どもの配偶者と孫は現在会うこともなく、子どもも年に数回孫と会うことが

あるが、孫の生活費等は全て私が負担し、日頃の世話も私が一人でしており、完全な祖〇

子世帯である。 

 孫を引き取って以降、母子手当、児童手当及び就学支援などの支援制度を毎年申請して

利用しており、ひとり親家庭等医療費助成も毎年申請している。しかし、母子家庭や父子

家庭の場合には、ひとり親家庭等医療費助成制度によって子どもだけでなく母や父の医療

費も助成されるのに、祖〇子家庭の祖〇は助成の対象になっていないそうで、私の家庭で

は孫の医療費のみ助成され、私の医療費は助成の対象にされていない。 

 平成 29 年 8 月、○○区保健子ども課でひとり親家庭等医療費助成の申請をした際にも、



8 

 

祖〇である私の医療費は助成の対象にならないのかと尋ねてみたが、「私たちもおかしいな

とは思っているが、規則では祖〇は助成の対象になっていない。助成の対象にするのであ

れば、お孫さんを養子にして子どもにするしかない。」と言われた。しかし、孫にはちゃん

と両親がいるので、助成のためだけに戸籍を変えてしまうのは孫に申し訳なく、そのよう

なことは考えられない。 

 私の両親は既に他界しており、私には他に頼れる人もいないため、現在、私はパートの

時給だけで孫〇人と自分の生活費を賄っている。孫が通っている学校の役員も引き受けて

いるし、普通の母子家庭や父子家庭よりも厳しい生活をしているのではないかと思う。生

活状況は母子家庭や父子家庭と変わらないのに、私が母や父でなく祖〇であるというだけ

で助成の対象になっていないのだとすれば、それはおかしいのではないかと思うので苦情

を申し立てる。 

 

【市からの回答】 

１ 熊本市ひとり親家庭等医療費助成制度について 

（１） 制度の目的 

 熊本市ひとり親家庭等医療費助成制度（以下「本制度」という。）は、母子及び父子並び

に寡婦福祉法（以下「法」という。）第 2 条第 1項が「全て母子家庭等には、児童が、その

置かれている環境にかかわらず、心身ともに健やかに育成されるために必要な諸条件と、

その母子家庭の母及び父子家庭の父の健康で文化的な生活とが保障されるものとする。」と

定めていることを受け、同条項の趣旨を具体化するものとして、熊本市ひとり親家庭等医

療費助成規則（以下「規則」という。）に基づいて市が実施している制度です。 

（２） 助成の対象 

 本制度による助成の対象については、規則第 3 条第 1 項により「医療保険各法の規定に

よる被保険者、組合員、加入者及び被扶養者であって、本市に住所を有するひとり親家庭

の父又は母及びその者に扶養されている児童並びに父母のない児童とする。」と定めていま

す。そのため、児童の扶養者（以下「扶養者」という。）については、扶養者が「ひとり親

家庭の父」又は「ひとり親家庭の母」である場合にのみ本制度による助成の対象となりま

す。 

 このように助成の対象となる扶養者を父又は母に限定しているのは、本制度が法第 2 条

第 1 項の趣旨を具体化するという目的で設けられたものであり、法第 2 条第 1 項は「母子

家庭の母及び父子家庭の父」の健康で文化的な生活の保障を求めていることによるもので

す。 

 なお、本制度に要する費用の一部は、熊本県ひとり親家庭等医療費助成事業費補助金交

付要領（以下「要領」という。）に基づいて県から交付される補助金によって賄われていま

すが、要領においても、「ひとり親家庭等の父又は母及び児童の健康を保持し生活の安定を

図る」（第 1条）ことが目的とされており、ひとり親家庭等の父及び母を除く扶養者に対す
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る医療費助成事業は要領に基づく補助金交付の対象とされていません。 

２ 本件について 

 申立人からは、平成 29 年 8 月○日に申立人が○○区保健子ども課に来課された際、児童

の父母たちのような働き盛りの年齢の頃に比べて長時間の勤労が難しく収入が減っている

こと、申立人自身が病院にかかることも以前より増えており、医療費助成の可否によって

経済的に大きな違いが出ることなどの事情を伺っており、一般的な母子家庭や父子家庭よ

りも厳しい条件で生活しているにもかかわらず、申立人が助成の対象にならない制度はお

かしいのではないかとのご意見もいただきました。 

 対応した職員も、申立人の現状の大変さには共感し、申立人が本制度についてどのよう

な要望をお持ちであるかを正確に把握し、理解できるよう、丁寧にお話を伺うことに努め

ました。その上で、現状では規則に反して申立人を助成対象とすることは難しいことを伝

えるとともに、養子縁組をして戸籍上の母となった場合には助成の対象になるということ

を説明しました。 

３ 今後の方針について 

 本件申立てを受け、市においては、本制度による助成の対象者に児童の母や父以外の扶

養者を含めることも検討致しました。 

しかし、先に述べたとおり、本制度は法第 2 条第 1 項の趣旨を具体化するために設けら

れ、要領に基づく県の補助金を受けて実施しているものであるところ、法第 2 条第 1 項は

扶養者に関しては母子家庭の母及び父子家庭の父のみを対象としており、それ以外の扶養

者の保護を図ることは法第 2 条第 1 項の趣旨に含まれておりませんし、要領も母及び父以

外の扶養者に対する助成を補助の対象としておりません。 

 申立人が大変な思いをされていることは申立ての内容等から市としても十分に理解でき

るところであり、お一人で児童を扶養されているという点で母子家庭の母や父子家庭の父

と同様であるというお考えも理解いたしますが、上記のような理由から、現時点において

は、児童の母や父以外の扶養者の方を対象とすることは予定しておりません。申立人にお

かれては、何卒ご理解いただきますようお願いいたします。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件における検討事項 

 申立人は、熊本市ひとり親家庭等医療費助成制度（以下「本件制度」という。）において

母子世帯の母や父子世帯の父は助成の対象とされているのに、孫〇人を一人で扶養してい

る申立人が助成の対象にならないことについて、「生活状況は母子家庭や父子家庭と変わら

ないのに、私が母や父でなく祖〇であるというだけで助成の対象になっていないのだとす

れば、それはおかしいのではないか」と主張されています。 

 市からの回答にあるとおり、本件制度による助成の対象については、熊本市ひとり親家

庭等医療費助成規則（以下「規則」という。）第 3条第 1項が「医療保険各法の規定による
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被保険者、組合員、加入者及び被扶養者であって、本市に住所を有するひとり親家庭の父

又は母及びその者に扶養されている児童並びに父母のない児童とする。」と定めており、「ひ

とり親家庭の父又は母」を除き、児童の扶養者（以下「扶養者」という。）は助成の対象と

されていません。 

 申立人は〇人の児童をおひとりで扶養し、監護されているということですから、経済的

な負担や監護の負担という面で母子家庭の母や父子家庭の父と同様の状況にあるものと思

われます。オンブズマンとしても、「生活状況は母子家庭や父子家庭と変わらない」という

申立人の主張は十分に理解できるところです。しかし、申立人は「父又は母」に該当しな

いことから、本件制度による助成の対象にならないということになります。申立人は、本

件制度のこのような仕組みに疑問を持たれているものと思います。 

 そこで、本件では、まず、上記のような本件制度の仕組みに問題があるかどうかについ

て検討していくことにします。 

２ 本件制度の合理性について 

本件制度は市が定めた規則に基づいて実施されているものですが、市からの回答によれ

ば、市が本件制度を実施しているのは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（以下「法」とい

う。）第 2条第 1項の趣旨を具体化するためであるということです。 

 法第 2 条第 1 項には「全て母子家庭等には、児童が、その置かれている環境にかかわら

ず、心身ともに健やかに育成されるために必要な諸条件と、その母子家庭の母及び父子家

庭の父の健康で文化的な生活とが保障されるものとする。」と定められており、この法が母

子家庭等の児童、母子家庭の母及び父子家庭の父の福祉を図る目的で制定されていること

が分かります。 

 市が法第 2 条第 1 項で定める法の趣旨を具体化するという目的で本件制度を創設したも

のである以上、本件制度の目的も、法第 2 条第 1 項が規定するところと同様に、母子家庭

等の児童、母子家庭の母及び父子家庭の父の福祉を図るという点にあると考えられます。

本件制度のこのような目的に照らせば、本件制度による助成の対象となる扶養者を、母子

家庭の母及び父子家庭の父に限定した市の判断に合理性がないとは言えません。 

 したがって、オンブズマンとしては、助成の対象となる扶養者が「ひとり親家庭の父又

は母」に限定されていることについて、不備があるとまでは言えないと考えます。 

３ 新たな制度の創設について 

 本件制度が法第 2 条第 1 項で定める法の趣旨を具体化するための取組みとして実施され

ている以上、「ひとり親家庭の父又は母」以外の扶養者を助成の対象としていないことに不

備があるとは言えませんが、市としては、国が定めた法の趣旨を具体化するための取組み

以外にも、市独自の政策目的をもって規則や条例を制定し、取組みを行うことが可能です。

また、申立人のように「ひとり親家庭の父又は母」と同様の状況下にある方が「ひとり親

家庭の父又は母」と同様の支援を求められることは、一般的な市民感情として自然なこと

であると思います。 
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 そこで、次に、「ひとり親家庭の父又は母」と同様の状況下にある方を対象とした新たな

助成制度を創設するなど、市が「ひとり親家庭の父又は母」と同様の状況下にある方の支

援に向けて取り組むべきであるといえないか検討します。 

市が独自に政策を実施することができるとしても、限られた財源の中であらゆる政策を

実施することができるわけではありません。市は、どのような政策にどの程度の財源を投

入するかを決断する必要がありますが、その決断は、基本的には住民の代表者である市長

や議会の政策的な判断によって行われるべきです。 

このような点を念頭に置いた上で「ひとり親家庭の父又は母」以外の扶養者に対する助

成について検討することとし、参考として市以外の政令指定都市における取扱いを調査し

ました。その結果、市以外の政令指定都市の中には、「ひとり親家庭の父又は母」以外の扶

養者についても、一定の要件の下で医療費の助成を受けられることとしている都市がある

ものの、全国の政令指定都市においても、「ひとり親家庭の父又は母」以外の扶養者を助成

の対象としている都市は多数派であるとは言えないことが分かりました。このような調査

結果を踏まえると、現時点において、「ひとり親家庭の父又は母」以外の扶養者に対して「ひ

とり親家庭の父又は母」と同様の支援を行うことが必要であるという社会的な共通認識が

あるとまでは評価できないと考えます。 

 オンブズマンとしては、「ひとり親家庭の父又は母」以外の扶養者に対して「ひとり親家

庭の父又は母」と同様の支援を行うことが必要であるという社会的な共通認識があるとは

言えない現在の状況においては、「ひとり親家庭の父又は母」と同様の状況下にある方の支

援に向けた具体的な取り組みがされていないことをもって市の業務に不備があるとまでは

言えないと判断します。 

 

（３）公費解体の解体期限 

【苦情申立ての趣旨】 

平成 28 年熊本地震によって自宅が損壊し、罹災証明書の被害認定で大規模半壊との認定

を受けた。そこで、新しく自宅を建築して引っ越した上で、現在の自宅は解体することに

した。 

 平成 28 年 11 月頃、新しい家を建てるための土地を取得するめどが立ったため、平成 29

年 12 月中旬に新築家屋の引渡しを受けるという内容で建築会社との契約も済ませた。 

 平成 28 年 12 月頃、震災廃棄物対策課で現在の自宅の公費解体を申請した。新しい家が

平成 29 年 12 月頃にできるのでそこに引っ越してから解体する計画である旨も説明したが、

いつまでに解体しなければならないという期限があることについては説明がなかった。 

 平成 29 年 4 月頃、念のため震災廃棄物対策課に電話をかけ、「解体はいつ頃まで大丈夫

ですか。」と尋ねると、「今年度中には解体する必要があります。」と言われたので、「じゃ

あ、一月とかになっても大丈夫ですね。」と確認すると、「大丈夫です。」とのことだった。 

 その後、建築会社から、新しい家の引渡しが平成 30 年 2 月頃になりそうであると連絡を
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受けた。そこで、平成 29 年 9 月○日に震災廃棄物対策課に電話をかけ、「新しい自宅の完

成が来年の 2月頃になりそうなので、現在の自宅の解体はそれまで待ってほしい。」と伝え

たが、職員から、「公費解体の場合は今年中に解体しなければならない。それができないの

であれば、自己負担で解体していただかなければならない。」と言われた。被災家屋の解体

は市が行うという話を信じていたので、いまさらそのようなことを言われるのはおかしい

と思い、「被災家屋の解体費用は市が負担すると言っていたはず。今になってやらないとい

うのはおかしい。」と言っても、「他にも似たようなお問合せがあるが、決まりなので一律

にお断りしている。」と言われるだけだった。納得できずにしばらく話をしていると、「回

答するので一週間待ってほしい。」と言われ、回答を待つことにして電話を切った。 

 一週間待つように言われたが、どうなるのか不安だったため、同月○日に再度震災廃棄

物対策課に電話をかけたところ、○○さんから「もうしばらくお待ちください。」と言われ

て電話を切った。すると、同日の夕方に震災廃棄物対策課の男性職員から電話があり、「や

はり今年中に解体に着手しなければならない。」と言われた。「着手というのはどういうこ

とですか。」と尋ねると、「家を引き払い、解体工事を始めることです。」と言われた。また、

「12 月までに解体しないなら、公費解体のキャンセルの書類を出してもらうことになる。」

と言われた。 

公費解体のキャンセルの書類を出させることで、「申請があったものは 100 パーセント解

体しました。」と言うつもりなのだろうが、一部の人間を切り捨ててそのようなことをする

のはおかしいと思う。市は、被災家屋の解体は市の負担で行うと言っていたし、期限につ

いても何も言っていなかったのに、後から勝手に期限を決め、それまでにできないならや

らないというのは納得できない。 

 

【市からの回答】 

１ 公費解体制度について 

（１） 制度の概要 

 被災家屋等の解体（以下「公費解体制度」という。）は、平成 28 年熊本地震により被災

した家屋等を、当該物件の所有者の申請に応じ、災害廃棄物として早急に解体及び撤去す

ることにより、生活環境保全上の支障の除去及び二次災害の防止を目的として、本市が実

施している事業です。公費解体制度に要する費用の一部は、環境省の補助制度である『災

害等廃棄物処理事業費補助金』によってまかなわれます。また、公費解体制度の運用に関

する事務の一部は、Ａ会に委託しております。 

公費解体制度の手続きとしては、申請者において必要書類をご準備いただいてから震災

廃棄物対策課で申請を受け付け、Ａ会が書類を確認した後に、立会いを行います。立会い

後は、解体費用の見積もりや解体時期の調整を行い、所定の期日に解体に着手します。解

体完了後、完了検査立会いを行い、Ａ会から震災廃棄物対策課へ報告資料が提出されます。

震災廃棄物対策課では、報告資料を基に積算チェックを行い、支払額を確定します。公費
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解体制度の対象となる家屋全ての解体が完了し、支払額が確定したら、災害等廃棄物処理

事業費補助金の申請を行います。 

（２） 処理期間 

 市においては、被災家屋の解体及び撤去を含む災害廃棄物処理を計画的かつ速やかに実

行するため、平成 28 年 6 月 14 日に熊本市災害廃棄物処理実行計画（以下「市計画」とい

う。）を策定しております。市計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 6条第 1項に

よって策定が義務付けられている一般廃棄物処理計画として定めたものであり、災害廃棄

物の処理期間に関しては、「平成 30 年 3 月末頃を目途に、被災家屋等を解体・撤去し、こ

れに伴い発生した解体ガレキ等の全ての災害廃棄物を、仮置場等に搬入することを目指

す。」「平成 30 年 6月末頃を目処に仮置場の原状復旧を行うために、仮置場等に搬入された

全ての災害廃棄物について、同年 4 月末頃に再資源化施設又は最終処分場への搬出を完了

することを目指す。」こととしております。 

なお、災害廃棄物の処理に関しては、平成 28 年 5 月 18 日に熊本県災害廃棄物処理対策

会議が開催されており、同年 6月には、この会議によって決定した基本方針に基づき、「熊

本県内被災市町村全体の災害廃棄物を、生活環境の保全に配慮しつつ、迅速かつ適正に処

理するための必要な事項を定めるもの」として、熊本県（以下「県」という。）が、熊本県

災害廃棄物処理実行計画（以下「県計画」という。）を策定しています。県計画においては、

災害廃棄物の処理期間について「発災後、2 年以内の処理終了を目標とします。」とされて

おり、市計画における処理期間の定めは、県計画における上記の目標を踏まえて策定した

ものです。 

また、災害等廃棄物処理事業費補助金については、全体としての支払額を確定させた上

で、平成 29年度中に環境省に報告を行い、補助金の申請をする必要があります。 

したがって、市としては、全ての被災家屋の解体・撤去と仮置場等への搬入を終え、完

了検査立会いを行い、Ａ会から報告資料の提出を受け、報告資料を基に積算チェックを行

って支払額を確定し、災害等廃棄物処理事業費補助金の申請を行うという一連の手続きを

平成 29 年度中に行わなければなりません。 

（３） 処理期間についての周知 

 市では、公費解体の申請に先立つ予約券配布の際に、「被災した家屋等の解体・撤去制度

のご案内」と題する書面を交付しておりました。同書面には、公費解体制度等についてよ

くある質問や要望とそれに対する回答を記載しており、その中に、「問 6 平成 28 年 10 月

○日に引っ越すので、10 月○日から解体してほしい。」「答 6 引越し時期を考慮し解体の

着手時期を決めますが、依頼者による着工日の指定はお受けできません。 ※解体前まで

に転居をお願いします。」との記載をし、解体の着手時期については要望を考慮して決定す

るものの、全ての要望に応えることはできないことを明記しております。 

 また、公費解体の申請書には退去予定月を記載する欄を設けており、公費解体を希望す

る被災家屋等に居住者がいらっしゃる場合には、退去予定月を記載していただいておりま
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す。その際、市においては、市計画等によって定めた処理期間を念頭に、少なくとも平成

29 年 9 月末までには退去していただくよう案内しておりました。そして、公費解体の申請

の際に交付していた「被災した家屋等の解体・撤去までの流れ」と題する書面には、「退去

予定月を書かれた方は、その月までに確実に引越しをお願いします。」と記載するとともに、

「解体時期の指定はできません。また、退去時期にあわせての解体は、お約束できません。」

とも記載しておりました。 

 なお、公費解体の申請に関する対応は民間業者に委託しておりましたが、震災廃棄物対

策課において作成していた対応マニュアル（FAQ）においては、「Q43 8 月に退去するが、新

築の関係があるので、退去したらすぐに解体してほしい。」「A43 解体時期の指定は受ける

ことはできません。8月中に退去の場合、9月以降の解体となるが、いつになるかはお約束

できません。」「【補足】 解体時期の指定は受けることができません。事前立会いを経て解

体時期を決定することとなりますので、受付の段階でいつから解体できるかお話しするこ

とはできません。」と記載し、申請者への対応に際しても、解体時期の指定を受けることが

できない旨説明できるようにしておりました。 

２ 本件における事実関係について 

 本件申立てを受けて記録を確認したところ、申立人は、平成 29 年 1月○日に公費解体の

申請のために来庁されています。しかし、添付書類として必要な登記簿謄本の提出がなか

ったことから申請を受け付けることができず、後日再提出いただいているようです。申立

人は、同年 2 月○日に再度来庁されており、同日付で公費解体の申請を受け付けた記録が

残っております。しかし、申請時の詳細なやり取りについての記録はなく、また、公費解

体の申請受付業務は外部に委託しており、申立人の申請も外部業者のスタッフが受付を行

っていたため、申請時において申立人と窓口担当者の間でどのようなやりとりがあったか

を確認することはできませんでした。なお、申立人の申請書類の退去予定月欄には、「平成

29 年 9 月頃」と記載されております。 

同年 4 月に申立人から電話で相談を受けた旨の記録はなく、申立人からのお電話の有無

や内容については確認できませんでした。同月頃は、震災廃棄物対策課に対して相談やお

問い合わせの電話が多数あっていたため、通常、相談やお問い合わせの電話内容等につい

て記録を残すという取扱いはしておりませんでした。 

 一方、同年 7 月○日、同年 9月○日、同月○日及び同年 10 月○日には、申立人から震災

廃棄物対策課に対してご相談のお電話があったことが記録として残っております。いずれ

も、新築予定の家屋の完成が平成 29年 12 月末ないし平成 30 年 2 月頃になるため、公費解

体を延期してほしいとのご相談でした。市からは、処理期間の関係上、ご要望に沿った解

体期日の変更はできないことをお伝えしております。 

３ 市の見解について 

 申立人は、「後から勝手に期限を決め、それまでにできないならやらないというのは納得

できない。」と主張されていますが、市においては、予め市計画において処理期間を定める
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とともに、「被災した家屋等の解体・撤去制度のご案内」や「被災した家屋等の解体・撤去

までの流れ」などの書面の交付により、解体時期の指定はできないことについて周知して

まいりました。さらに、申請書類に設けた転居予定月欄に記載いただく際には、遅くとも

平成 29 年 9月末までには転居していただけるようご案内しており、申立人も、実際に「平

成 29 年 9 月頃」と記入されています。そして、「被災した家屋等の解体・撤去までの流れ」

においては、「退去予定月を書かれた方は、その月までに確実に引越しをお願いします。」

と記載し、記入された退去予定月までに確実に転居できるよう予め注意を促しているとこ

ろです。 

 申立人が、「平成 29 年 4 月頃、念のため震災廃棄物対策課に電話をかけ、『解体はいつ頃

まで大丈夫ですか。』と尋ねると、『今年度中には解体する必要があります。』と言われたの

で、『じゃあ、一月とかになっても大丈夫ですね。』と確認すると、『大丈夫です。』とのこ

とだった。」と主張されている点につきましては、同月頃に申立人から電話を受けた記録が

なく、事実関係の確認はできておりませんが、当時は解体工事の着手時期について明確に

定まっていなかったことから、申立人が主張されるような説明があった可能性は否定でき

ません。現時点においては、市計画に定めた処理期間内での災害廃棄物処理完了に向けて

年内の解体工事着手を目標とし、申請者の皆様に対して一律に年内の着手をお願いしてお

りますが、申立人に対してこの方針と異なる説明が行われていたとすれば、そのことにつ

いては大変申し訳なく思っており、お詫び申し上げます。 

 しかし、先に述べたとおり、市においては、公費解体の申請者に対し、解体時期の指定

はできないこと、遅くとも平成 29年 9 月には退去していただくことなどを予め周知してき

たところです。申立人に対しても、周知のための書面は交付されているはずであり、申立

人自身、申請書の退去予定月欄には平成 29 年 9 月頃と記載されております。 

市としても、被災者支援の観点から、可能な限り柔軟に対応したいと考えており、市計

画に沿った業務遂行が可能な範囲では、申請者の要望を考慮して解体時期等の決定を行っ

てきました。しかし、公費解体制度においては、家屋の解体後も、完了検査立会いを行っ

た上でＡ会から報告書の提出を受け、市において解体費用を積算し、環境省へ報告するな

どの手続きが必要となっており、これらの一連の手続きを平成 30 年 3 月末日までに終える

必要があることから、平成 30 年 2 月の新居完成後に現在の自宅を解体してほしいという申

立人の要望を受け入れることはできないと考えております。申立人におかれては、上記の

点につき、何卒ご理解いただきたいと存じます。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件における検討事項 

 申立人は、平成 28 年熊本地震によって被災した自宅の公費解体の時期について、「新し

い自宅の完成が来年の 2 月頃になりそうなので、現在の自宅の解体はそれまで待ってほし

い。」と要望したところ、「公費解体の場合は今年中に解体しなければならない。それがで
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きないのであれば、自己負担で解体していただかなければならない。」として、平成 29 年

中に自宅を引き払い、解体工事に着手しなければならない旨言われたことに関し、「市は、

被災家屋の解体は市の負担で行うと言っていたし、期限についても何も言っていなかった

のに、後から勝手に期限を決め、それまでにできないならやらないというのは納得できな

い。」として苦情を申し立てられました。 

 そこで、本件においては、①解体期限の設定、②解体期限の周知の 2 点において、市の

業務に不備がなかったかを検討します。 

２ 公費解体の解体期限について 

 市からの回答によれば、市は、「市計画に定めた処理期間内での災害廃棄物処理完了に向

けて年内の解体工事着手を目標とし、申請者の皆様に対して一律に年内の着手をお願いし

ております」として、公費解体制度を利用して家屋等を解体する場合には、平成 29 年内に

解体に着手できるよう申請者に協力を求めているということです。 

 市がこのような解体期限を設定した理由については、市からの回答に詳しい記載があり

ます。すなわち、公費解体制度は環境省の補助制度である「災害等廃棄物処理事業費補助

金」の利用を前提として実施されているところ、この補助金の交付を受けるため、市にお

いては平成 30 年 3 月末日までに公費解体に係る一通りの事務を終え、環境省に対して報告

を行う必要があることから、その前提となる家屋等の解体は平成 29 年内に着手しなければ

ならないということのようです。 

 公費解体制度は、市の回答に「災害廃棄物として…解体及び撤去する」とあるように、

対象となる被災家屋を廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）にい

う廃棄物すなわちごみその他の不要物と見ることによって、本来であれば所有者の負担で

行われるべき家屋等の解体を、一般廃棄物（産業廃棄物以外の廃棄物）の処理につき責任

を負う市の負担で実施するものです。公費解体制度によって市が負担する解体費用は、市

の通常の予算では賄いきれないほど多額にのぼることが容易に予想されるため、公費解体

制度は「災害等廃棄物処理事業費補助金」の利用を前提として実施されており、同補助金

の交付を受けるための手続きは、市としては確実に実施しなければなりません。 

 市としては、平成 30 年 3月末までに環境省に対して報告を行う必要があるとのことです

が、より具体的には、家屋解体後に完了検査立会いが行われ、その後にＡ会から市へ報告

書が提出され、さらに市において解体費用を積算してはじめて環境省への報告の準備が整

うことになるようです。オンブズマンとしては、家屋の解体に着手した後にこのような手

続きが予定されており、その全てを平成 30年 3 月末までに確実に実施しなければならない

ということを前提にすれば、平成 29年内に解体に着手するという期限を市が設けたことに

不備があるとはいえないと考えます。 

 たしかに、申立人が考えられているように、新たな住居の完成まで現在の自宅に住み続

け、新たな住居の完成後に現在の自宅を公費解体できるのであれば、経済的にも効率的で

あり、被災者に対する経済的な配慮という面からは望ましい対応であると考えられます。
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熊本地震からの早期復興を目指すうえで、被災者に対する経済的な支援や配慮が重要であ

ることは言うまでもありません。 

 しかし、先に述べたとおり、公費解体制度は、廃棄物処理の一環として実施されている

ものです。言い換えれば、被災家屋を廃棄物と見ることによって、はじめて公費での解体

が可能になっています。もちろん、制度創設の背景には被災者に対する経済的な配慮もあ

ると考えられますが、廃棄物処理という制度の本質に照らせば、公費解体制度においては、

廃棄物すなわち被災家屋が存置され続けることによって生活環境が悪化したり、二次災害

が発生したりすることを防止することが重要な目的であると考えざるを得ません。公費解

体制度の根拠となっている廃掃法も、第 2 条の 3 において、非常災害により生じた廃棄物

につき迅速な処理を求めています。これらによれば、市としては、申請のあった被災家屋

について可及的速やかに解体・撤去することが求められているといえます。市は、そのよ

うな中でも、「被災者支援の観点から、可能な限り柔軟に対応したいと考えており、市計画

に沿った業務遂行が可能な範囲では、申請者の要望を考慮して解体時期等の決定を行って

きました。」ということであり、廃棄物処理を目的とする公費解体制度の枠内で、可能な限

り被災者の要望に応えようとしてきたことが伺えます。 

オンブズマンとしては、廃棄物処理という公費解体制度の本質に照らせば、いずれかの

時点に解体期限を設定することもやむを得ないと考えますし、「災害等廃棄物処理事業費補

助金」の交付を受けるために必要な手続きやそれにかかる時間を考えると、市が平成 29年

中に解体に着手するという期限を設定したこともやむを得ないと考えます。申立人にとっ

てはご不満な点もあるとは思いますが、上記のような制度の目的や仕組みを前提にすれば、

市としてもやむを得ない対応であることをご理解いただきたいと思います。 

３ 解体期限の周知について 

 平成 29年中に解体に着手しなければならないという解体期限の設定自体に問題がないと

しても、そのことについて適切な周知等がされていなければ、公費解体の申請者が想定外

の対応を強いられることとなるおそれがあり適切でありません。申立人は、「期限について

も何も言っていなかったのに、後から勝手に期限を決め」たことに納得出来ないと主張さ

れており、解体期限そのものに問題がないとしても、その周知や、申請者が想定外の対応

を強いられることのないような配慮が適切にされていたかどうかを別途検討する必要があ

ります。 

 この点、市からの回答には、「平成 29 年中に解体に着手しなければならない。」というこ

とそのものについて市が当初から周知を行ってきたという主張はありません。むしろ、「平

成 29 年 4 月頃、念のため震災廃棄物対策課に電話をかけ、『解体はいつ頃まで大丈夫です

か。』と尋ねると、『今年度中には解体する必要があります。』と言われたので、『じゃあ、

一月とかになっても大丈夫ですね。』と確認すると、『大丈夫です。』とのことだった。」と

いう申立人の主張について、「同月頃に申立人から電話を受けた記録がなく、事実関係の確

認はできておりませんが、当時は解体工事の着手時期について明確に定まっていなかった
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ことから、申立人が主張されるような説明があった可能性は否定できません。現時点にお

いては、市計画に定めた処理期間内での災害廃棄物処理完了に向けて年内の解体工事着手

を目標とし、申請者の皆様に対して一律に年内の着手をお願いしておりますが、申立人に

対してこの方針と異なる説明が行われていたとすれば、そのことについては大変申し訳な

く思っており、お詫び申し上げます。」として、平成 29 年 4 月時点において解体工事の着

手時期について明確に定まっていなかったこと、申立人に対して市の方針と異なる説明が

された可能性を完全には否定できないことを認めています。 

 もっとも、市は、「予め市計画において処理期間を定めるとともに、『被災した家屋等の

解体・撤去制度のご案内』や『被災した家屋等の解体・撤去までの流れ』などの書面の交

付により、解体時期の指定はできないことについて周知してまいりました。さらに、申請

書類に設けた転居予定月欄に記載いただく際には、遅くとも平成 29 年 9月末までには転居

していただけるようご案内しており、申立人も、実際に『平成 29 年 9 月頃』と記入されて

います。そして、『被災した家屋等の解体・撤去までの流れ』においては、『退去予定月を

書かれた方は、その月までに確実に引越しをお願いします。』と記載し、記入された退去予

定月までに確実に転居できるよう予め注意を促しているところです。」と主張しています。 

 平成 28 年 6 月 14 日に策定された熊本市災害廃棄物処理実行計画（以下「市計画」とい

う。）や、公費解体の申請者に配布されていた「被災した家屋等の解体・撤去制度のご案内」

「被災した家屋等の解体・撤去までの流れ」などの書面をオンブズマンが確認したところ、

市からの回答にあるとおりの記載がされていることが認められました。上記の各書面は公

費解体の手続きの中で各申請者に配布されていたということですので、解体の時期につい

ては必ずしも自らの希望にそったものとはならないことや、公費解体の対象となる建物か

らは平成 29 年 9 月頃を目処に退去する必要があることについては申請者それぞれに周知が

されていたと評価することができます。これまでの市の対応を見ると、平成 29年 9 月末ま

でに家屋等から退去しなければならないという取扱いは平成 30 年 3 月末までのスケジュー

ルを確実に遂行するために定められた一応の基準であったものと推測されますが、少なく

ともこのような期日が示されていたことにより、公費解体の申請者においては、一定の時

期には家屋等を引き払う必要があることが示されていたことになります。 

 オンブズマンとしては、市が当初から解体着手時期について具体的な時期を示した周知

を行っていなかったとしても、解体期日について必ずしも申請者の要望にそえるわけでは

ないことや、一定の時期には家屋等から退去する必要があることについての周知が予めさ

れていた以上、申請者が想定外の対応を強いられるという事態を避けるための配慮は適切

にされていたものと考えますので、この点についても市の業務に不備はなかったと判断し

ます。 

 

（４）路上喫煙及びポイ捨ての禁止対策 

【苦情申立ての趣旨】 
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市内では、ごみの不法投棄、ポイ捨て・路上喫煙が常態化しているが、自宅近隣でも道

路や用水路へのタバコの吸殻、空き缶、空き瓶等のポイ捨てが後を絶たず、私が頻繁に清

掃をしなければならない状態が何年も前から続いている。平成 28 年 12 月から平成 29 年 2

月の間にも、自宅前の○○の○○が自宅前用水路にタバコの吸殻を捨てており、同年 3 月

には、自宅近くの歩道上に大量のタバコが捨てられていたため、私が清掃をした。 

「熊本市路上喫煙及びポイ捨ての禁止等に関する条例」（以下「本件条例」という。）で

は、美化重点推進区域内のポイ捨てには過料による罰則が適用されているが、私の住む地

域は美化重点推進区域に指定されていないため罰則が適用されない。そのため、ポイ捨て・

路上喫煙について市内全域を罰則の適用対象地域とすれば抑止力が強まると思い、このよ

うな厳しい条例を定めている他府県自治体が多くあることも知ったため、本件条例を改正

すべきではないかと考えるに至った。 

また、自宅近隣で長年悩まされた犬のふんの放置について熊本市動物愛護センターに相

談し、熊本県警と協議してもらった結果、犬のふんの放置が軽犯罪法に違反する旨の文言

が規制看板に入ることになった。当該看板を市内全域に設置してもらったところ、自宅近

隣の犬のふんの放置が激減したため、強化された規制看板の効果を実感した。現在、ポイ

捨てを禁止する規制看板には廃棄物処理法に違反する旨の文言があるが、これは主に山中、

海浜などへの大型・中型、大量ごみ類の投棄を対象としたもので、自宅近隣を含めた市街

地には抑止効果のないものである。 

 そこで、ごみ減量推進課（以下「担当課」という。）に対し、平成 29 年 3 月を含めて再

三にわたり、自宅近隣のポイ捨ての相談や、本件条例の見直しの検討及び規制看板の設置

をメールで依頼してきたが、「市民のモラルの向上が優先である。」、「提案を採用しても実

際の運営を担保できない。」という回答ばかりで、一向に改善されることはなく、市民の相

談に真摯に対応する態度ではなかった。 

 担当課は、本件条例の見直しやポイ捨てが軽犯罪法に違反する旨記載された規制看板の

設置といった的を射た対応をして、自宅近隣のポイ捨てを解決すべきであるのに、効果的

な対策をしないことに納得がいかない。また、担当課は現地に赴いて調査をすべきである

のに、担当課の態度はどこか他人事のようで、市民に寄り添い、何とか市民の力になろう

という配慮が感じられず、納得がいかない。 

 

【市からの回答】 

１ はじめに 

 本件の申立人のご主張の要旨は、①「熊本市路上喫煙及びポイ捨ての禁止等に関する条

例」（以下「条例」という。）では、ポイ捨てや路上喫煙への抑止効果がない、②現在の市

のごみの不法投棄禁止看板（以下「禁止看板」という。）では、ポイ捨てへの抑止効果がな

い、③ごみ減量推進課（以下「担当課」という。）の申立人への対応は真摯なものではない、

であると考えられます。そこで、以下、各点について市の見解を説明いたします。 
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２ 主張①への見解 

（１） 条例について 

 熊本城築城 400 年を迎えた平成 19 年に、観光都市にふさわしい安全で快適な都市環境の

形成を図ることを目的として、熊本市議会議員の提案により条例が制定されました。条例

の制定に際しては、特に市の中心部である上通、下通、新市街の各アーケード内での路上

喫煙やポイ捨てが横行しており改善する必要があることや、規制をするにしても過度に制

限を課してはならず、市民のマナーやモラルの向上を通じて改善していくということが考

慮されました。 

条例では、道路、公園といった屋外の公共の場所での喫煙を「路上喫煙」（第 2条第 2号）、

ペットボトルや空き缶、たばこの吸殻等をみだりに投げ捨て、散乱させることを「ポイ捨

て」（同条第 4 号）と定義され、市内の居住者だけでなく、市内の滞在者や通行者も「市民

等」（同条第 5 号）とされていることから、市民だけでなく観光客などの市外からの訪問者

も条例の適用対象となっています。また、歩行中、自転車通行中や、吸殻入れが付近に設

置されていない場所等の路上喫煙をしないよう努めるといった努力義務（条例第 5条）、路

上禁煙区域における路上喫煙の禁止義務（条例第 7条）、ポイ捨て禁止義務（条例第 8条）

が課されており、路上禁煙区域における路上喫煙及び美化重点推進区域におけるポイ捨て

は、1 万円以下の過料の対象となります（条例第 11条）。 

 現在、上通、下通、新市街の各アーケード内（以下「本件区域」という。）を路上禁煙区

域及び美化重点推進区域として指定し、条例の違反者に対する罰則の適用（過料の徴収）

を行っています。本件区域が指定された理由は、本件条例は市民だけでなく市外からの来

訪者も対象としており、市外からの来訪者にも分かりやすい区域として中心部を指定する

必要があること、中心部である本件区域で違反者への指導を厳しくしてマナーやモラルの

向上を図ることにより、市内全体でのマナーやモラルの向上へと波及させて市内全体の美

化向上につなげること、限られた数の指導員で違反者への指導を実効的にするために、指

導員の目が十分届く範囲に限定する必要があることなどが挙げられます。 

（２） 条例の改正について 

 条例の施行後は、市民や市外からの訪問者への継続した路上喫煙及びポイ捨て防止の啓

発を行ってきたことにより、本件区域内における指導員による路上喫煙に対する指導の数

が、施行直後は月に百件以上あったものが数件に減少する等、マナーやモラルの向上が図

られ、波及効果として、本件区域外におけるマナーやモラルの向上も図られていると感じ

ております。 

 申立人が主張されるような、市内全域を罰則の対象とするという考えも当然にあり得る

ものですし、実際にほかの自治体でも、そのような罰則を定めているところもあります。   

しかし、市内全域を対象としても、罰則の適用をするための調査員等の人材の確保や運用

のための財源に限界があることから、結果として実効性を欠くものとなる可能性が高く、

規制をするにしても過度に制限を課してはならないという本件条例の制定時の理念から、
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過料の対象や過料額の上限、徴収の運用も謙抑的であるべきと考えています。 

したがって、現行の路上禁煙区域や美化重点推進区域を指定し、当該区域内における違

反にのみ過料を徴収するという仕組みで、マナーやモラル違反に対する抑止力やペナルテ

ィは十分に成果が出ているものと考えております。条例の改正については、路上喫煙及び

ポイ捨ての実態や国の動向等も踏まえて、必要性があれば当然に検討しますが、現在のと

ころ考えておりません。 

３ 主張②への見解 

禁止看板には、熊本県警察と熊本市役所の連名で「ごみを不法投棄したものは、法律で

1000 万円以下の罰金又は、5年以下の懲役に処せられます。」という文言が記載されている

ところ、申立人は、現在の禁止看板には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃

掃法」という。）に関する文言が記載されているが、廃掃法は山中、海浜等における大型ご

み等の不法投棄を規制対象としており、市街地におけるごみの不法投棄を規制対象として

いないため抑止効果はなく、禁止看板に軽犯罪法に違反する旨の文言を盛り込むよう提案

されています。 

まず、廃掃法は市街地におけるごみの不法投棄を規制対象としていないという申立人の

見解について説明しますと、「この法律において『廃棄物』とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、

汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、

固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。）をいう。」（第

2 条第 1項）と規定されており、ペットボトルや空き缶、たばこの吸殻等も「ごみ」の一種

として「廃棄物」に当たります。そして、「何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。」

（同法第 16 条）と規定され、同条に反した場合、5 年以下の懲役又は 1,000 万円以下の罰

金が科される（同法第 25 条第 1 項第 14 号）ことから、ポイ捨てといった市街地における

ごみの不法投棄も刑罰の対象となります。したがって、廃掃法は市街地におけるごみの不

法投棄も規制対象としております。 

次に、禁止看板に軽犯罪法に違反する旨の文言を盛り込むことについては、ごみの不法

投棄に関する規定として、軽犯罪法第 1 条第 27 号は「公共の利益に反してみだりにごみ、

鳥獣の死体その他の汚物又は廃物を棄てた者」を、拘留または科料の刑に処する旨規定し

ており、拘留は 1日以上 30日未満（刑法第 16条）、科料は 1,000 円以上 1万円未満（刑法

第 17 条）と規定されています。上述したように、現在の禁止看板に記載されている廃掃法

違反による刑罰の方が、軽犯罪法違反による刑罰より重く、抑止効果は高いと考えられま

す。よって、担当課では軽犯罪法に違反する旨の記載は必要ないと考えております。 

 なお、今回の申立人のご指摘を受けまして、一般的に廃掃法は産業廃棄物等の大型のご

み類を規制しているイメージが強いため、現在の禁止看板に記載されているごみの不法投

棄を連想させる絵を見て、産業廃棄物等の不法投棄のみが廃掃法の規制対象になり、ポイ

捨ては規制対象とはならないという印象を抱かれることも、無理からぬものと認識いたし

ました。今後は、ポイ捨ても廃掃法の規制対象となることが、禁止看板を見る方により分
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かりやすく伝わるような内容に改善したいと考えております。 

４ 主張③への見解 

（１） 現地調査について 

 担当課では、ごみの不法投棄について相談を受けた場合、一般的には、電話等による相

談内容の聞き取りと記録、相談者を訪問して聞き取り、現地調査、現場対応（禁止看板の

設置等）、ごみ排出者の特定調査（証拠品調査）、ごみ排出者への指導、といった手順で各

クリーンセンター等の部署と連携しながら対応しており、相談者へは随時報告を行ってお

ります。 

 本件では、申立人からは、平成 27年 5 月○日から、ほかの部署が所管する相談内容を含

んだメールのご相談を受けていました。たばこの吸殻等のポイ捨てといったごみの不法投

棄に関するものについては、担当課から申立人へ電話をかけて対応していました。申立人

からは、何度もご相談を受けましたので、申立人宅を訪問しお話を伺う旨を伝えました。

しかし、申立人が「来なくていい。」と述べられたことで、現地調査の前の段階である相談

者への訪問を控えることにしたため、担当課は現地調査を行いませんでした。そこで、担

当課では○○クリーンセンターに連絡し、○○クリーンセンターによる複数回の現地調査

や、申立人への禁止看板の提供が行われており、担当課ではその都度報告を受けています。 

 担当課としては、直接の現地調査を行ないませんでしたが、代替的に○○クリーンセン

ターが現地調査を行ない報告を受けていたため、可能な限りの対応をしていたところです。 

なお、オンブズマンへの苦情申立て後、申立人宅を訪問しお話を伺うことができたため、

現在も申立人への対応を継続しているところです。 

（２） ご要望やご提案に対する対応について 

条例の改正や禁止看板に関してのご要望やご提案については、平成 28年 3 月○日付けの

記録以外、電話での詳細な記録が残っていないため具体的なやり取りは不明です。しかし、

条例の改正については、ほかの自治体を調査した上で、「仮に申立人のご要望に沿って条例

の罰則を厳しくしても実効性に疑問があり、ほかの自治体でも実際に効果があがっている

といえるかは不明確である。」といったことを何度か説明し、その都度申立人には納得して

いただいたものと認識しておりました。 

禁止看板については、平成 28 年 3 月○日付けの電話で、「軽犯罪法は秩序違反を罰する

法律で、公の秩序を乱したといえる場合に初めて適用されます。公の秩序を乱したという

ためには、その程度、常習性、計画性が問題になりますが、たばこのポイ捨てがこれらに

該当するとは思われません。例えば、毎日、家の前にちり箱いっぱいのごみを捨てている

ような場合に適用されるのではないでしょうか。また、軽犯罪法第 4 条で濫用が禁止され

ていることから、不特定多数の方を対象としてあらかじめ掲示し、犯罪抑制の効果を期待

して定められたものではないと解されます。さらに、警察に確認しましたが、やはり濫用

のおそれから警察が積極的に動くことは少なく、立件も困難なようです。このように、効

果が疑わしいものや市が実効性を担保できないことを容易に看板に記載することはできま
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せん。よって、申し訳ないですが、今回のご提案はお断りさせていただきます。またご提

案があれば連絡していただきたいと思います。」と説明し、申立人には納得していただいた

ものと認識しておりました。 

担当課としては、申立人に対し丁寧に説明させていただいたものと考えておりますが、

申立人がご不快に思われる点があったとすれば、今後、さらに丁寧な説明を努めてまいり

ます。 

５ 今後の方針 

 申立人は、市の美化向上を図りたいという一心で苦情を申し立てられたものと担当課で

は認識しており、担当課も申立人と同じ気持ちであります。申立人のご要望やご提案をす

べて実現するということは難しいとは思いますが、今後も、市の美化向上のためにご協力

していただきたきたいと思っております。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 熊本市路上喫煙及びポイ捨ての禁止等に関する条例について 

申立ての趣旨によれば、申立人は、熊本市路上喫煙及びポイ捨ての禁止等に関する条例

（以下「本条例」という。）では、一定区域の路上喫煙及びポイ捨てのみが罰則の適用対象

となっているために抑止力が弱いところ、市内全域の路上喫煙及びポイ捨てを罰則の適用

対象とすれば、抑止力が強まることによって申立人の自宅周辺のポイ捨ても改善される旨

主張されています。 

オンブズマン条例第 6 条柱書本文は、オンブズマンの管轄を「市の機関の業務の執行に

関する事項及び当該業務に関する職員の行為…とする。」と定めた上で、「議会に関する事

項」（同条 3号）は除くとしています。条例の改正は、議会の権限とされているため（地方

自治法第 96 条第 1 項第 1 号）、原則としてオンブズマンの管轄外となります。ただし、市

長には条例の改廃につき議案を提出する権限があることから（同法第 149 条第１号、第 96

条第 1 項第 1号）、現行の条例が合理性を欠くものであれば、市には当該条例の改廃を検討

する必要性が生じてきます。そこで、本条例の合理性について検討します。 

 本条例の第 1 条には、「この条例は、路上喫煙及びポイ捨ての禁止等について必要な事項

を定めることにより、市民その他の者の身体及び財産の保全並びに生活環境の美化の推進

を図り、もって、安全で快適な都市環境の形成に寄与することを目的とする。」と規定され

ています。この規定だけでは必ずしも明確ではありませんが、特に市の中心市街地におけ

る路上喫煙やポイ捨てを改善する必要があるということから本条例が提案され、条例の検

討の過程で規制をするにしても市民等に過度に制限を課してはならず、市民のマナーやモ

ラルの向上を通じて改善していくという意見があったという条例制定の経緯も踏まえれば、

罰則の適用は対象を中心市街地に限定し、中心市街地におけるマナーやモラルの自発的な

向上を図り、その波及効果によって市内全域の美化推進を図ることが、本条例の趣旨であ

ると解されます。加えて、限られた人員や予算の中で効率的に違反者の取締りを行う必要



24 

 

性があることを考慮すれば、路上禁煙区域や美化重点推進区域に限定して罰則を適用する

ことも妥当であり、本条例に合理性が認められます。 

たしかに、ほかの自治体では区域内全体における路上喫煙やポイ捨てを罰則の対象とし

た条例を定めているところもあり、申立人の主張それ自体は、一つの合理的な考え方では

あります。しかし、今回申立人が指摘されている問題は、現在の本条例のあり方も、申立

人が主張される条例のあり方も、どちらも合理性を有する中で、そのうちのどちらを採用

するかという話であり、両者に優劣をつけることはできません。 

このように、現在の本条例の考え方にも合理性があると認められるため、市には、本条

例の改廃を検討する必要性まではないと判断されます。 

したがって、現在のところ本条例を改正する必要性がないとの市の判断に、不備がある

とは認められません。 

２ ごみの不法投棄の禁止看板について 

 申立ての趣旨によれば、申立人は、現在のごみの不法投棄の禁止看板（以下「禁止看板」

という。）には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）に違反す

る旨の文言が記載されているが、廃掃法は主に山中、海浜などへの大型、中型、大量ごみ

類の投棄を対象としたもので、申立人宅近隣を含めた市街地でのポイ捨てといったごみの

不法投棄には抑止効果はなく、禁止看板に軽犯罪法に違反する旨の文言を記載するべきと

主張されています。 

 まず、市街地におけるごみの不法投棄に廃掃法の罰則が適用されるかが問題となります

が、「市からの回答」に詳しく説明されているとおりで、廃掃法の罰則は適用されることに

なります。 

 次に、禁止看板に軽犯罪法に違反する旨の文言を入れるべきという申立人の要望に対す

る市の対応について検討します。先に述べたとおり、市街地でのごみのポイ捨てにも廃掃

法の罰則が適用されますので、市街地でごみの不法投棄をした場合には、廃掃法 25 条第 1

項第 14 号、第 16条と軽犯罪法第 1条第 27 号の両方の刑罰規定に同時に違反することにな

ります。このように 1個の行為が同時に複数の刑罰規定に触れる場合、刑法第 54 条 1 項で

は、最も重い刑で処罰することとされています。したがって、市街地でのごみの不法投棄

に対しては、廃掃法が定める刑が科され、軽犯罪法に定められた拘留や科料は科されるこ

とがありません。このような軽犯罪法について禁止看板で触れる必要性はないとの判断は

十分に合理性があると考えられますし、より重い刑罰を規定している廃掃法に関して記載

している方が抑止効果が高いと考えられます。 

 このように考えてくると、軽犯罪法に違反する旨の文言を禁止看板に入れる必要はない

とした市の判断は、十分に合理的であり、不備はないと考えられます。 

なお、市では、現在の禁止看板ではごみのポイ捨てが廃掃法に違反することが一般の人

には伝わりにくいと考え、このことが分かりやすく伝わるように禁止看板の内容を改善す

るとのことですので、この点については、今後の市の対応を見守りたいと思います。 
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３ ごみ減量推進課の対応について 

 申立人は、ごみ減量推進課（以下「担当課」という。）は「現地に赴いて調査すべきであ

るのに、担当課の対応はどこか他人事のようで、市民に寄り添い、何とか市民の力になろ

うという配慮が感じられず、納得がいかない。」と主張されています。 

 担当課による現地調査の実施の有無については、「市からの回答」によれば、申立人が「来

なくていい。」と述べたために、担当課は現地調査の前の段階である相談者への訪問を控え、

現地調査を行わず、代わりに○○クリーンセンターによる複数回の現地調査や、申立人へ

の禁止看板の提供が行われ、担当課ではその都度報告を受けていた、ということです。 

 申立人が担当課に「来なくていい。」旨述べたかどうかについては、客観的資料がないた

め確定はできませんが、○○クリーンセンターによる現地調査や禁止看板の提供が行われ

ていたこと、担当課と○○クリーンセンターで情報の共有がされていたことについては、

客観的な資料があるため認定できます。そうすると、担当課による現地調査は実施されて

いなくとも、○○クリーンセンターによる現地調査が行なわれ、担当課との間で情報を共

有していたことから、実質的には担当課による現地調査が行われたのと同視できるものと

考えます。したがって、担当課自身が現地調査を行なっていないからといって、市の対応

に不備があるとはいえません。 

 また、申立人は、担当課に対し、平成 29 年 3 月を含めて再三にわたり、自宅近隣のポイ

捨ての相談や、本条例の見直しの検討及び規制看板の設置をメールで依頼してきたが、担

当課の対応は、市民の相談に真摯に対応する態度ではなかった旨も主張されています。 

この点については、平成 28年 3 月○日の通話記録以外に具体的なやり取りを示すものが

ないため断定はできませんが、少なくとも 3 月○日の通話内容をみる限りでは、申立人の

要望を実現できない理由を申立人のお気持ちに配慮しつつ丁寧に述べているものといえま

す。 

 したがって、この点についても、担当課の対応に不備は認められません。 

 

（５）熊本城の復旧工事に用いられる工法の検証 

【苦情申立ての趣旨】 

○○会（以下「当会」という。）は、Ａ工法を扱う会員によって構成されている団体であ

る。○○は瓦専用の○○接着剤であり、Ａ工法は○○を用いて瓦を固定する工法である。

従来の瓦を屋根に固定するために釘、ビス、番線（針金）、漆喰を用いる工法（以下「在来

工法」という。）と比較して、Ａ工法は地震や台風といった災害に強く、特に風速○m でも

瓦が全く飛ばされないことが実験によって証明されるなど耐風性に優れている。また、漆

喰は 5 年ほどで劣化し定期的に大掛かりなメンテナンスが必要となるが、漆喰の塗り直し

は職人の技術に大きく左右されるにもかかわらず、漆喰職人が減少している現代では職人

の確保が難しいというデメリットがある。 

 当会は、熊本城天守閣の復旧工事において、屋根瓦に在来工法が用いられるという情報
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を得た。工事を担当しているＢ社は、現在施工中の○○県の別の公共工事では、台風対策

のためにＡ工法を用いているにもかかわらず、同じように台風の被害が予想される熊本城

になぜ採用の検討をしないのか疑問に思った。そこで、平成 29年 1 月○日、当会会員のＣ

会員が熊本城総合事務所のＤ職員及びＥ職員と面会し、Ａ工法について説明をした。両者

は、「そのような工法は知らなかった。良い工法だと思うので、今度の会議で提案してみた

いと思う。」と言った。その後、Ｂ社からＡ工法についての質問が数度あった。 

 同年 3月上旬、Ｃ会員の下にＢ社から、「熊本県知事、熊本市、Ｂ社が同席した会議にお

いて、在来工法とＡ工法を比較検討することが決定されたので、検証のためのモックアッ

プの製作をお願いしたい。」という依頼があった。Ｃ会員は、自身の会社の業務としてでは

なく、当会の一員として依頼を受けることをＢ社に明示し、依頼を受けた。同月○日及び

○日、熊本城工事事務所内でモックアップ（以下「本件モックアップ」という。）を製作し、

引き渡した。本件モックアップは、在来工法とＡ工法で耐風性や耐震性をデータ化して比

較検討できるように、両工法が左右対称の作りとなっている。製作の際、数十万円の費用

が生じているが、Ｂ社と契約を締結していたわけではないため、Ｃ会員が個人的に負担し

たままになっている。 

 同年 4 月○日、Ｃ会員がＢ社から瓦工事別での見積もり依頼を受け、同月○日Ｂ社へ見

積書を提出した。同月末、Ｂ社に進捗状況を問い合わせたところ、「次回の定例会で決まる。」

という回答を得た。 

 同年 5 月○日、Ｂ社から「本日の定例会で、Ａ工法の採用は見合わせることが決定され

た。今回の決定は、熊本市と当社で十分に検討を重ねた結果なので了承いただきたい。」と

いう連絡があった。不採用の理由について質問したところ、「性能やコスト等を総合的に検

討した結果であり、モックアップのビデオを市にも見てもらっている。市に確認してもら

っても大丈夫である。」という回答を得た。しかし、本件モックアップを作成したのは、在

来工法とＡ工法の性能試験の結果をデータ化して比較検討するためであったのに、それに

関する具体的なデータが示されなかったため、疑問に思った。 

 同月○日、当会会員のＦ会員が、熊本城総合事務所を訪問してＥ職員と面談し、比較試

験の内容、本件モックアップの使用の有無等を質問した。Ｅ職員は、「Ｂ社の〇〇の研究所

で在来工法の耐震実験を行ったが、試験のデータ・ビデオ等は手元にないので見せられな

い。本件モックアップでは何もしていないが、Ａ工法が強いことは十分に証明されている

ので試験の必要はないと考えた。在来工法の耐風性能についての検証はＢ社に任せている。

Ａ工法が在来工法に比べて優れていることは間違いないが、予算等を総合的に検討した結

果採用できなかった。予算額とＡ工法を採用した場合のコストに、どの程度差があったか

は、あくまでもＢ社が受注しているので詳しくは分からない。」と回答した。 

 当会としては、Ａ工法を検証したいという市の意向を受けて本件モックアップを制作し

たにもかかわらず、市が本件モックアップを使用した検証をせずに在来工法の採用を決め

たこと及びこのことに対する詳しい説明がなかったことに納得がいかない。Ａ工法を採用
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しないという判断の当否にこだわっているのではなく、今後 10 年以内に熊本県に来襲する

可能性が極めて高いと言われている大型台風という万が一の事態に対して適切な検証がさ

れているのか否か、また、検証がされている場合は、在来工法で十分であるとした判断の

基準となった試験方法と結果の数値データ及び判断に至ったプロセスに対して疑問がある

ので、市には検証に関するデータの開示や、詳細な説明をしてほしい。 

 

【市からの回答】 

１ 本件経緯 

（１） 熊本城天守閣復旧整備事業の概要 

 平成 28 年熊本地震により、熊本城の天守閣は被害を受けました。天守閣は熊本城の復興

のシンボルであり、市民・県民をはじめ多くの方々が震災復興のシンボルとして早期復旧

を望んでいます。また、平成 31 年には国際スポーツイベントの開催を控えていることから、

多くの方々に復旧した天守閣をご覧いただくためにも早期の復旧を目指し、熊本城天守閣

復旧整備事業（以下「本件事業」という。）を実施することになりました。 

 本件事業では、熊本城天守閣という建築物の特殊性から、非常に高度な技術的知見が要

求されるとともに、歴史的価値や市のシンボルとしての意義を損なわぬような復旧整備が

実現されなければなりません。そのため、設計及び工事施工の業者選定に当たり、複数の

設計者から技術提案書（プロポーザル）を提出してもらい、公正に評価して最も適した設

計者（優先交渉権者）を選定して、市がその優先交渉権者と協議しながら設計及び工事を

実施するというプロポーザル方式を採用しました。 

本件事業では、平成 28 年 10 月○日にＢ社を優先交渉権者に選定後、Ｂ社と熊本城総合

事務所（以下「総合事務所」という。）の間で概ね週 1 回程度、定例会を開いて協議を行っ

ております。基本的にはＢ社が技術的提案をしたものについて総合事務所が承認し、契約

内容に盛り込むという形になっており、同年 12 月○日に熊本城天守閣復旧整備工事基本・

実施設計業務委託（その 1）契約、平成 29 年 2 月○日に熊本城天守閣復旧整備工事（その

1）契約（以下「本件契約」という。）、同年 3月○日に熊本城天守閣復旧整備工事（その 2）

契約といったように、順次契約を締結しております。なお、申立ての趣旨には、「熊本県知

事、熊本市、Ｂ社が同席した会議において、在来工法とＡ工法を比較検討することが決定

された」旨の記載があります。しかし、総合事務所が調査した限りでは、知事や市とＢ社

が同席した会議が開かれたという事実はなく、工法の決定といった本件事業の詳細な中身

については専らＢ社と総合事務所の定例会で決定していますので、少なくとも申立ての趣

旨にあるような会議は開かれてはいません。 

（２） モックアップの作成 

 天守閣の屋根瓦は、熊本地震前は湿式工法（土を水でこねたものや漆喰など、水と混ぜ

た材料によって瓦を固定する工法）とコンクリートスラブに設置した横桟木に銅線を取付

け、丸瓦を銅線で固定する方法を併用していました。しかし、Ｂ社の技術提案書において、
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地震時の安全性確保の対策として、在来工法の中でも、土や漆喰などの水を必要とする材

料を極力減らし、桟木・銅線等で瓦を固定する工法（以下「乾式工法」という。）を採用し

て軽量化することにより、建築物本体の耐震性能の向上を図ることが提案されました。そ

の後、協議を行う中で、湿式工法は施工が天候に左右されやすく早期の復旧に支障が出る

ことや、建築物本体の耐震性能の向上が図れるため、乾式工法で設計を進め、また、乾式

工法の施工性や納まりを確認するために、本件契約締結前の定例会においてモックアップ

（実物大模型）を作成することを協議し、本件契約の契約内容としました。 

 モックアップは、当初は上述のとおり、乾式工法の施工性等の確認をするために作成を

予定しておりました。そのような折に、平成 29 年 1 月○日、○○日本代理店会のＣ会員が

総合事務所に来所され、Ａ工法の説明をされました。総合事務所では、Ａ工法は屋根瓦の

耐風性、耐震性の確保に優れているという印象を受けたため、「市では下請業者を選ぶこと

はできませんが、Ｂ社へ情報提供はできるので情報提供はします。」と伝えました。その後、

Ｂ社に情報提供を行い、同月○日の定例会において、Ｂ社から、Ａ工法についてもモック

アップにて施工性の確認をするという提案を受けたので、承認をしました。 

（３） 検証及び工法決定に至るまで 

 天守閣の瓦の工法決定は、複数の工法を検証して比較した結果、本件事業に最も適した

工法として乾式工法を採用しました。検証は、複数の項目を点数式にしたもので、検証の

データはＢ社が作成しています。 

 乾式工法については、耐震性に関し、〇〇のＢ社の事業所で振動台実験（熊本地震の地

震波を使用）を行いました。耐風性に関しては、湿式工法でも過去の大型台風で瓦が飛散

することがほとんどなかったという実績や、台風は事前に到来が予測可能で入場禁止など

未然に被害防止の措置が可能であることから問題ないと考え、特段の性能試験は実施して

おりません。 

Ａ工法については、モックアップでは施工性や外観の確認をしましたが、耐震性や耐風

性等の性能に関しては、メーカーによる詳細な実験が既に公表されており、当該実験は信

頼できるものであることから、性能試験を実施しませんでした。 

 複数の工法を検証したデータを比較したところ、Ａ工法は耐震性、耐風性ともに十分な

性能があると判断しましたが、施工性やコストなどの項目を総合的に考慮した結果、本件

事業では乾式工法が適しているというＢ社の判断だったので、市でも承認し、平成 29 年 5

月○日の定例会で乾式工法を採用することになりました。 

（４） 申立人への説明について 

 平成 29 年 5 月○日、○○日本代理店会のＦ会員が総合事務所に来所され、「乾式工法を

採用したということだが、しっかりとした検証はなされていないのではないか。」と質問さ

れました。総合事務所では、「Ａ工法の耐震性や耐風性等については、市としても評価して

いるが、モックアップや振動台実験による検討を重ね、施工性やコスト等を総合的に判断

した結果、最終的に乾式工法に至りました。」と答えました。 
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同年 6 月上旬、Ｆ会員が乾式工法で施工した瓦サンプルを持参し、乾式工法の耐風性に

ついて説明をされたので、同年 5月○日の説明と同じ内容の説明をしました。 

２ 市の見解 

 市においては、本件事業における屋根瓦工法の選定や、検証を含めたその選定に至るま

での過程において問題はなかったものと考えております。また、申立人と市は本件事業や

各契約の当事者関係になく、本件事業も進捗途中であることから、第三者である申立人に

契約内容の詳細をお伝えすることは適切ではないと考え、可能な限りの範囲において情報

をお伝えしたところであり、適切な対応であったと考えております。 

 今後、申立人が再度説明をお求めになられた際も、今までと同様の説明を差し上げる所

存でございます。申立人におかれましては、何卒ご理解いただきたく思います。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ はじめに 

 オンブズマンは、建築に関する専門的な技術的知見に関しては判断できないため、熊本

城天守閣整備事業（以下「本件事業」という。）における屋根瓦工法の決定に当たり、いか

なる要素を考慮すべきであり、その結果どのような工法を採用すべきか、といったことの

当否を判断することはできません。 

 申立ての趣旨によれば、申立人は市に対して、本件事業における瓦葺工法の選定過程に

疑問があるため、検証に関するデータの開示や詳細な説明を求めたところ、市からは納得

のいく説明がなかったことに不満があるということです。申立人がこのような不満を抱い

た原因の一つとして、申立人の会員がＡ工法のモックアップ作成について市から依頼を受

けたにもかかわらず、モックアップを用いた検証がなされなかったのではないかという疑

問があると思われます。 

 そこで、モックアップがどのような経緯で作成されたのか、また検証がどのように行わ

れたのかという事実を確認します。 

２ モックアップの作成の経緯 

 申立ての趣旨及び「市からの回答」によれば、平成 29 年 1 月○日、熊本城総合事務所（以

下「総合事務所」という。）に申立人の会員が来所しＡ工法の説明をしたこと、総合事務所

がＡ工法についてＢ社に情報提供をする旨の回答をしたことについては一致しています。 

「市からの回答」によれば、市とＢ社は、この時点で乾式工法の施工性や納まりを確認

するためにモックアップを作成することを、熊本城天守閣復旧整備工事（その 1）契約（以

下「本件契約」という。）の内容にしていたということです。その後、同月○日の定例会に

おいて、市とＢ社の間でＡ工法のモックアップも作成することが決定されていますが、そ

れは施工性の確認のためだったということです。 

 申立ての趣旨には、「モックアップは、在来工法とＡ工法で耐風性や耐震性をデータ化し

て比較検討できるように、両工法が左右対称の作りとなっている。」とあることから、申立
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人はモックアップを用いて耐震性や耐風性の検証が行われるという認識だったようですが、

モックアップは、採用を検討する工法の施工性や納まりを確認するために作成されたもの

で、モックアップ自体で性能実験をすることは予定されていなかったようです。 

３ 検証について 

 「市からの回答」によれば、乾式工法については、耐風性に関しては過去の実績等から

特段の性能試験は不要と判断し、耐震性に関しては振動台実験を行って検証したというこ

とです。Ａ工法については、公表されているメーカー実施の実験結果を信頼し、性能試験

を実施していないということです。 

 どのような検証を行うべきか、ということに関してオンブズマンは判断できませんが、

少なくともＡ工法のモックアップについては施工性や外観を確認することを目的とし、モ

ックアップを用いた耐風性や耐震性の検証というのは当初から予定されていなかったとい

うことなので、モックアップを用いた耐風性や耐震性の検証を行わなかったとしても特に

問題はないものと考えます。実際に、オンブズマンは、Ｂ社が作成した検証のデータを目

にしていますが、Ａ工法の耐風性及び耐震性の項目については、十分な評価がされている

と認識しました。 

４ 申立人への対応について 

 本件事業は、市の要求に対してＢ社が具体的な技術提案を行い、その提案を市が承認す

るという形をとっています。つまり、実際の施工に当たりどの工法を採用するか、工法の

決定に当たりどのような検証を実施し、データを作成するか、という決定は、基本的には

Ｂ社が担っていることになります。 

 このような市とＢ社の関係性に加え、申立人が市との間で本件事業及び各契約の当事者

の関係にないこと、本件事業が進捗途中であることなどを考慮すれば、市が申立人から検

証に関するデータの開示や詳細な説明を求められた際、市にとって契約の相手方であるＢ

社が保有している情報を提供しなかったとしても、その対応が不適切であると認めること

はできません。 

 以上のとおりですので、本件における市の申立人への対応については、不備がなかった

ものと考えます。 

 

（６）市営競輪場の再建 

【苦情申立ての趣旨】 

私は、競輪ファンで、以前から市の競輪を楽しんでいたが、平成 28 年熊本地震後、熊本

市営競輪場（以下「競輪場」という。）の運営が変わってしまった。平成 28 年秋頃、競輪

場が一部再開され、本場開催はないものの、現在、競輪場敷地内の被害の少なかった限ら

れた場所を利用して運営されているが、あまりにもファンを無視した状態である。具体的

には、地震前は、倍率を確認・印刷できるオッズプリンターが 3、4 台設置されていたが、

地震後は撤去されてしまい、画面で確認するしかなく、雨の日は濡れるし、晴れの日は画
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面が光って見にくい。特に、弱視の方は、見にくくて困っている。ほかにも、狭いスペー

スにずっと立ったまま観戦しなければならず、雨の日には濡れながら見ている状態である。

狭い場所での運営だからこそ、少しでも客へのサービスを提供すべきなのに、全く考慮さ

れていない。 

 そこで、平成 28 年秋頃から平成 29 年 5 月頃までの間、数回にわたり、ファン仲間を代

表して、競輪事務所の○○所長に電話して、「オッズプリンターを 1 階事務所辺りに設置し

てほしい。」、「ゆっくり座って観戦できるようにしてほしい。」、「観戦時に雨に濡れないよ

うにテントを設置してほしい。強風などでテントが難しいのであれば、何らかの対策をし

てほしい。」などの要望を伝えた。しかし、○○所長は「オッズプリンターを設置するには

500 万もかかる。プリントするのに紙代もかかる。」と言って何も取り組もうとしなかった。

新しいプリンターを購入するよう要望しているわけではなく、以前のオッズプリンターを

設置するだけで何百万もかかるはずないこと、紙代は有料にすれば良いことなどを伝えた

が、まともに取り合ってくれず、○○所長のサービスに対する理念、決断や実行力に疑問

を抱いた。また、競輪場の今後の復興（再建）計画についても尋ねたが、きちんと教えて

もらえなかった。 

 私の話を無視するような○○所長の対応には納得できない。競輪場の運営方針として、

「お客様サービスに努める。」となっているのに、現状は客を無視するような運営を行って

いると思う。今後も限られた狭い場所での開催を続けるのなら、私の要望に応えてサービ

スを向上するように検討してほしい。 

また、病院、学校、道路等の公共施設の復興が優先なのは分かるが、競輪も長年楽しみ

にしているファンがおり、これまで競輪の収入によって市の財源も潤っていたのだから、

ほかの公共施設と同様に再建に取り組んでもらいたいし、その復興（再建）計画について、

具体的に分かりやすく説明すべきである。 

 

【市からの回答】 

１ 熊本競輪事業について 

市の競輪事業は、昭和 25 年の発足以来、660 億円余の市財政への貢献、雇用の創出等、

地域経済の活性化に寄与し、福祉や教育の充実、社会基盤の整備等のための財源としてそ

の収益が活用されるなど、市民生活の向上に大きく貢献してきました。 

 熊本競輪場（以下「競輪場」という。）は、水前寺運動公園という都市公園区域内にあり、

同公園内にはほかにも水前寺陸上競技場、水前寺野球場、武道館があります。 

 平成 28 年熊本地震以前は、約 43,000 ㎡の競輪場敷地内に、500m 走路、メインスタンド、

バックスタンド、サイドスタンド等の施設があり、場内各所に車券発売や払戻しを行う有

人窓口及び機械（以下「発払所」という。）を 181 機（箇所）設置し、観覧席は 12,000 人

（内訳は一般席 3,300 人、立見席 7,705 人、特別観覧席 995 人）を収容可能として、本場

で年間 50 日前後（他場の場外発売を含めた場合は 300 日以上）開催してきました。 
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しかし、平成 28 年熊本地震により、バンク（走路）はもとより観覧席など殆どの施設が

破損や崩落等の被害を受け、本場開催の中断を余儀なくされる状況になりました。 

 このような中、平成 28 年 6 月からは、比較的被害が少なかったサービスセンターなどの

施設において、全国の競輪場での主催レースの場外車券発売を開始して収益の確保に努め

ております。また、本場開催については、久留米競輪場や小倉競輪場を借場し、開催して

おります（記念競輪 1開催、FⅠ競輪 2開催、ミッドナイト競輪 2開催）。 

 サービスセンターは、競輪場の施設ではあるものの、ファミリー向けの憩いの場を目的

としたもので、キッズルームや図書室などを設置しておりましたが、現在は 9 機の発払所

（8 機の発払機、1機の有人窓口）を設置し、車券の発売・払戻しなどを行っております。 

 また、競輪場と隣接した場所に前売発売所（6機の発売機）を設置しており、発払所と同

様にレース開始 5分前までは車券の購入を行えます。 

２ 申立人のご主張について 

（１） 競輪場の設備について 

ア オッズプリンターについて 

 オッズプリンターとは、各レースのオッズ（掛け金 100 円に対する払戻金の倍率）が紙

に印刷され確認ができる機械であり、申立人が言われるように、地震前はメインスタンド

に 2 機、サイドスタンドに 1 機、バックスタンド内の特別観覧席に 1 機の計 4機を平成 14

年 12 月から設置しておりました。 

 現在、オッズプリンターは設置しておりませんが、その理由は以下のとおりです。 

まず、設置場所の確保が困難であることです。前述のとおり、現在、車券の発売・払戻

しはサービスセンター内の 9 機の発払所で対応しています（前売発売所でも購入のみは可

能です）が、車券の発売・払戻し時には、サービスセンター内は身動きが難しいほどの混

雑状態になります。特に、GⅠ等の大きい競輪の大会時は、発払所が足りず車券の買い漏れ

が発生するほどの混雑状態となります。オッズプリンターを設置するとなると、管理等の

面から、サービスセンター内の発払所と並べて設置するかインフォメーション内に設置す

ることになりますが、発払所と並べてオッズプリンターを設置する場合、発払所を 1 か所

なくすこととなるため、買い漏れが増加すると考えられること、また、インフォメーショ

ン内に設置する場合、動線の確保面において、人が滞留することによる事故の発生が懸念

されることなどから、新たにオッズプリンターを設置する場所の確保が非常に厳しい状況

です。競輪場の特別警備隊長（元熊本県警察官）にも相談しましたが、仮に設置した場合

は事故が発生する危険性があり、保安面から難しいとの意見でした。 

 次に、オッズプリンターを設置する場合、高額の費用がかかることです。オッズプリン

ターは機器（本体）を設置して電源を入れれば作動するようなものではなく、オッズデー

タをオッズプリンターまで持ってくるためのシステムの設定や構築が必要となります。競

輪場のオッズプリンターの OS（オペレーティングシステム）は、導入当初のままであり、

Windows2000 環境となっていますが、既にマイクロソフト社のサポート期間も終了しており
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ます。そこで、平成 28 年熊本地震の前から、継続使用のために新たな OS 環境への更新を

行うかどうかについて検討してきたところでしたが、業者に確認したところ、更新を行う

場合には、約 500 万円もの費用がかかるとのことでした。また、設置した場合、定期的に

維持や補修のための費用がかかることとなります。熊本地震後の競輪事業の環境の変化や

今後の具体的な方針が定まっていないことなどを勘案すると、現在の環境下において新た

にオッズプリンターを設置することは、費用面から厳しいと考えております。 

さらに、オッズプリンターの代わりとなる設備（代替機器）の導入があることです。競

輪場では、熊本地震の前から全国の競輪場では初の Wi-Fi 環境を整備しており、オッズを

含めた競輪開催情報をリアルタイムで閲覧できるタブレットを 3 台設置し、いつでも誰で

もサービスセンター内で閲覧できるようにしています。また、別に 3 台の無料貸出用のタ

ブレットも用意しており、現在は場内の範囲が限られてはいるものの、競輪場内の好きな

場所でオッズを含めた競輪開催情報をご覧いただけます。使用方法が分かられない方に対

しては、お尋ねいただければインフォメーションで説明させていただきます。 

以上から、現況においては、オッズプリンターを再度設置することは考えておりません。 

イ 場外開催の環境について 

競輪場では、応急危険度判定において危険とされた施設及びその周辺は立入禁止として

いるため、限られた狭いスペースでの場外発売環境となっており、来場者にとって良い環

境とは決していえないことは理解しております。 

現在はサービスセンターでのみ車券の発売・払戻しができる環境（前売発売所でも購入

のみ可能）であり、センター内にはオッズ表示やレース観戦ができるテレビモニターを 6

台設置し、空調なども設置しております。屋外につきましては、200 インチ大型モニターを

1 台、テレビモニターを 21 台、大型扇風機 8 台を設置し、テントも駐車スペース以外の部

分に極力設置し、テントには長いすを置くなどの対応をしております。 

本来であれば、新たに観戦のためのプレハブなどの施設を設置し、場外環境を整えたい

ところではありますが、都市公園内の施設であり、現行の都市公園法、都市公園法施行令

及び熊本市都市公園条例において定められた建築可能な面積を超えるため、新設ができな

い状況となっております。また、後述のとおり、競輪場の今後の方針自体が未定のため、

あまり費用をかけることもできません。そこで、少しでも快適に観戦いただくため、扇風

機の増設やベンチの更新・追加等の検討など、建築基準法等の法令に抵触しない範囲での

改善ができないか検討を行っているところです。 

（２） 市の競輪事業の復興（再建）計画等について 

市では、平成 29 年 6月、競輪事業検討会設置要綱を定め、同年 7 月、外部委員 8名（学

識経験者 2名、公認会計士、弁護士、コンサルティング、全国競輪施行者協議会、JKA、一

般公募選出者）による「競輪事業検討会」（以下「検討会」という。）を設置し、同年 11月

までに計 4回の開催を予定しており、7月に第 1回、8 月に第 2回目が開催されました。検

討会は、あくまで意見を聞く場との位置づけではありますが、市としては、競輪場の経営
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面はもとより、アマチュアスポーツの普及・振興などについての多方面の意見を聴取し、

法的な制約等も踏まえた上で、競輪場の方向性を見出す必要があるため、検討会の意見も

参考としつつ、競輪場の今後の方向性を決定していきます。 

なお、公開することで率直な意見の交換や意思決定の中立性が損なわれるおそれがある

ことから、委員の忌憚のない意見交換の場とするため、検討会は原則非公開としておりま

すが、会議資料及び要約した会議録については、公開することで将来的に何らかの影響を

及ぼすと思われる事項を除き、原則公開としております。 

（３） 申立人への説明について 

申立人のご主張によると、平成 28 年秋ごろから連絡されたとのことですが、当時の対応

記録等はなく不明な部分があり、はっきりとした記憶では、平成 29 年 5 月以降に、申立人

から、オッズプリンター設置について電話でお問合せがあり、所長が 3回、副所長が 1回、

主幹が 1 回、それぞれ対応いたしました。その際、設置場所がなく事故やトラブルの危険

性があり警備上難しいこと、設置には費用がかかることなど、前述の理由により、オッズ

プリンターの設置は難しいことを申立人へお伝えしたところです。 

また、競輪場の今後については、申立人からお尋ねがあったかはっきりは分かりません

が、市民等一般の方からお尋ねがあった場合、具体的な復興（再建）の方針等はまだ何も

決まっておらず、詳細はお答えできない状況である旨説明しており、申立人に対しても同

様に伝えていると考えられます。 

３ 今後の方針について 

申立人ご希望のオッズプリンター設置については、様々な理由から現状での設置予定は

ありませんが、仮に、競輪場を再建するとなった場合には、検討材料の一つになり得ると

考えております。ただし、その場合でも、OS の更新の問題などもありますので、十分な検

討が必要であると考えます。そのほか、競輪場の環境の改善につきましては、少しでも快

適に来場いただけるよう、できる範囲で対応を考えてまいります。 

 今後の復興（再建）計画等につきましては、前述のとおり、現在は検討会が開催されて

おり、その意見も参考としつつ、競輪場の今後の方向性を決定してまいります。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件の問題点 

 申立人は、熊本市競輪事業（以下「競輪事業」という。）及び熊本市競輪場（以下「競輪

場」という。）について、「現状は客を無視するような運営を行っていると思う。今後も限

られた狭い場所での開催を続けるのなら、私の要望に応えてサービスを向上するように検

討してほしい。」、「ほかの公共施設と同様に再建に取り組んでもらいたいし、その復興（再

建）計画について、具体的に分かりやすく説明すべきである。」と主張されています。 

熊本市オンブズマン条例では、「苦情の申立てに係る事実について、当該申立てを行った

ものが自身の利害を有しないとき。」は、オンブズマンは、当該苦情を調査しないと定めら
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れており（第 15 条柱書き、同条第 2 号）、競輪事業に関する制度に対する一般的な苦情に

ついては調査の対象とはなりませんので、本件については、申立人の問合せに対しどのよ

うな説明・対応がされたのか、その点について問題はなかったのかを検討します。その検

討に当たり、前提として、現在の競輪場の運営及び施設内の環境、競輪事業の今後の方針

について触れることとします。 

２ 現在の競輪場の運営及び施設内の環境について 

 競輪場の現在の状況は、「市からの回答」に詳しく説明されていますが、平成 28 年熊本

地震により、競輪場は大きな打撃を受け、現在、競輪事業及び競輪場が一部再開されたと

いっても、全国の競輪場での主催レースの場外車券発売、他の競輪場を借場しての熊本市

競輪の開催などに限られています。オンブズマンも現地で確認しましたが、建物等は地震

による被害がまだそのままのところもありました。 

このような状況での開催であっても、利用されるファンの方にとっては待ち望んだもの

であり、申立人も、そのお一人であると思われます。申立人は、現在の競輪場の設備につ

いて、①オッズプリンターが撤去されたまま設置されていないこと、②観戦場所が限られ

ており、座る場所がなかったり、雨の日は濡れながら見ていることについて不満を感じ、

オッズプリンターの設置や観戦時の環境の改善など要望を伝えたが、「オッズプリンターを

設置するには 500 万もかかる。プリントするのに紙代もかかる。」と言って、競輪事務所で

は何も取り組もうとしなかった旨主張されています。 

これに対し、「市からの回答」によると、まず、①オッズプリンターを設置しないのは、

設置場所の問題、設置費用の問題、代替機器の存在の三つの理由によるということです。

一番問題となっているのは、現在の限られた場所での運営における場内の混雑状態に鑑み

ると、適切な設置場所がないということのようです。運営側としては、利用者の安全のた

めに事故等の発生を防止すること、利用者が車券を購入する際の買い漏れが生じないよう

に努めることなどは当然考慮しなければならないことですので、検討した結果、設置場所

の確保が難しいと判断したことには理由があると考えます。また、オッズプリンター設置

のためには高額の費用がかかるところ、後述のように、競輪場の今後の方針自体が検討さ

れている中で、そのような高額の費用をかけることは難しいと判断するのもやむを得ない

ことと考えます。 

担当者としては、このような理由により設置が難しいことを、申立人からの問合せの度

に伝えたとの認識にあるようです。問合せの時期などについては、両者の主張が必ずしも

一致していませんが、費用の点で「500 万円」との具体的な数字が一致していることから、

高額の費用がかかることなどの説明はされたと考えられます。担当者は、費用について業

者に確認したということですので、その額は概ね正しいものだといえますが、申立人は、「以

前のオッズプリンターを設置するだけで何百万もかかるはずない」と伝えたと言われてお

り、新たな OS 環境への更新、その後の維持や補修のために費用がかかることや、設置場所

の確保が困難であることについては、十分に伝わっていなかったようです。申立人におか
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れては、オッズプリンターの設置が難しいのは、上記の理由であることをご理解いただき

たいと思います。 

なお、現在、センター内にオッズ表示やレース観戦ができるテレビモニターを 6 台、屋

外に大型モニターを 1台、テレビモニターを 21 台設置しているということですが、申立人

は「雨の日は濡れるし、晴れの日は画面が光って見にくい。特に、弱視の方は、見にくく

て困っている。」と主張されています。この点、オッズプリンターの代わりとなる代替機器

として、競輪開催情報をリアルタイムで閲覧できるタブレット（画面を直接触って操作す

る携帯情報端末）を 3 台設置し、別に 3 台の無料貸出用のタブレットも用意しているとい

うことです。使用方法についてお尋ねがあれば、インフォメーションで説明するというこ

とですので、代替機器の活用がされれば申立人が主張されるような不都合は幾分か緩和さ

れるのではないかと考えます。 

 次に、②観戦時の環境については、市としても、限られた狭いスペースでの場外発売環

境で、来場者にとって良い環境といえないことは理解しており、今後、少しでも快適に観

戦いただくため、扇風機の増設やベンチの更新・追加等の検討など、建築基準法等の法令

に抵触しない範囲での改善ができないか検討を行っているということです。 

この点について、申立人と担当者の間で具体的にどのようなやり取りがあったのかは、

両者とも主張がなく不明ですが、今後、問合せがあった場合には、上記について説明して

もらいたいと考えます。 

３ 競輪事業の今後の方針について 

近年、競輪事業は、売上げの減少、施設の老朽化などの課題を抱えており、競輪事業活

性化のための対策が検討されていた矢先、熊本地震の発生により、大きな岐路に立たされ

ることとなりました。市においては、「競輪場の経営面はもとより、アマチュアスポーツの

普及・振興などについての多方面の意見を聴取し、法的な制約等も踏まえた上で、競輪場

の方向性を見出す必要がある」と判断し、各専門家で構成される「競輪事業検討会」（以下

「検討会」という。）を設置して、検討会の意見も参考としつつ、競輪事業及び競輪場の今

後の方向性を決定していくということです。検討会は、平成 29 年 11 月までに計 4 回の開

催を予定しており、競輪事業の今後の具体的な方針が決まるのは、少なくともそれ以降と

いうことになります。 

申立人は、「競輪場の今後の復興（再建）計画についても尋ねたが、きちんと教えてもら

えなかった。」と主張されていますが、「市からの回答」によると、申立人からお尋ねがあ

ったかはっきり分からないものの、「市民等一般の方からお尋ねがあった場合、具体的な復

興（再建）の方針等はまだ何も決まっておらず、詳細はお答えできない状況である旨説明

しており、申立人に対しても同様に伝えていると考えられ」るということです。市におい

ては、まだ方針が決まっておらず、具体的な説明ができなかったことから、申立人がきち

んと回答してもらえなかったと感じられたのではないかと考えます。 

競輪場が、昭和 25年の開設以来長きにわたり、市民のレジャー施設として親しまれ、大
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きな収益をあげてきたことなどに鑑みると、申立人のように、早く具体的な再建に取り組

んでほしい、その計画についてきちんと説明してほしい、と望まれる方が多くいらっしゃ

るのは理解できますが、現在の競輪場の状況などを踏まえて今後の方向性について検討が

行われている最中であることからすれば、現時点では、担当者がこのような説明しかでき

ないことはやむを得ないものと考えます。申立人のもどかしく思われるお気持ちは分かり

ますが、このような状況にあることをご理解いただきたいと考えます。なお、検討会は原

則非公開であるものの、会議資料及び要約した会議録については、公開することで将来的

に何らかの影響を及ぼすと思われる事項を除き、随時公開される予定とのことです。 

 

（７）墓地の擁壁の補修 

【苦情申立ての趣旨】 

○○に私の家の墓があるが、墓の側面上に市道が走っており、市道の下に石垣の擁壁が

ある。3年前くらいに、工事用車両と思われる大型ダンプの往来が多かった時期があり、擁

壁の石垣の一部が飛び出して、擁壁が崩落するのではないかと不安になった。○○土木セ

ンターの○○氏に何とかならないかと相談し、対応を待っていたが何の動きもなかった。 

平成 28 年熊本地震により、擁壁が崩落する不安が高まったため、再度○○氏に連絡した

ところ、平成 29 年 2 月頃に○○氏ともう 1人の職員が現地確認のために墓を訪れた。その

際に、「擁壁が崩落したら、私だけでなくほかの人も困ります。」と言ったが、写真を撮影

しただけで、その後何の連絡もなかった。 

私は、擁壁は市道を支えており、市は車両の通行を認めているから、擁壁の崩落を防止

する責任があると考えており、擁壁が崩落して被害が生じてしまっては遅いと思い、何度

も市に対応を求めてきた。それにもかかわらず、私が相談しても市の方針は見えてこない

し、このままでは時間の経過とともに、担当者が異動になって話がうやむやになってしま

うのではないかと不安である。 

市には、本件についてどのように考えているのか明らかにしてほしいし、何らの対応も

してくれないことに納得がいかないので、苦情を申し立てる。 

 

【市からの回答】 

１ 地理関係 

 申立人が所有されているお墓（以下「本件墓」という。）は、○○にある共同墓地（以下

「本件墓地」という。）に所在し、本件墓地の北側には市道○号線（以下「本件道路」とい

う。）があります。本件墓地は、登記簿上の所有者は「○○町共有」となっていますが、実

際は「○○墓地管理組合」が管理しています。本件墓地と本件道路の道路区域については、

平成 11 年に道路区域確定に至っております。 

本件道路の道路面と本件墓地は約○メートルの高低差があり、本件道路の境界と本件墓

の間に土砂や草木が堆積した法面があります。法面の南端（本件道路と本件墓地の境界か
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ら約○メートル南側）には、申立人が修繕を求められている擁壁（以下「本件擁壁」とい

う。）があります。本件擁壁は、約○、○センチ四方の石が複数個積まれたもので、高さは

約○メートルほどです。本件擁壁のすぐ南側に本件墓があります。 

２ 本件経緯 

平成 26 年 5 月頃、申立人より、「石垣の一部が飛び出して、擁壁が崩落するのではない

かと不安になった。擁壁の下を人が往来することも考えられるので、○○土木センターで

補修等の対応はできないか。」というお問い合わせが○○土木センター道路課（当時は維持

課、以下「担当課」という。）にありました。担当課は、職員を本件墓地に派遣し、申立人

立会いの下で現地調査を実施しました。現地調査の結果、本件擁壁の一部の石がはみ出て

いることを確認しました。本件擁壁は市道区域外にあること等を考慮すると、市が本件擁

壁の補修等をすることは難しく申立人において補修すべきものと判断し、その旨を申立人

に伝えました。申立人は、「市で対応できないというのは納得できない。飛び出している石

が落ちて人に当たったら人命にもかかわる。道路関係で補修できないというのは納得いか

ないが、災害防止的な観点から補修できる部署はほかにはないのか。」とお尋ねになりまし

た。これに対して、職員は「恐らく対応はできないと思いますが、防災的な観点というこ

とであれば危機管理防災総室にご相談されてはいかかでしょうか。」と応答し、申立人は了

承されました。 

 担当課では、申立人のご相談を受けて、本件墓地と本件道路の境界確定が済んでいるか

を確認するために、本件墓地に関する資料を調べましたが、境界確定に関する資料を見つ

けることができませんでした。 

 その後、担当課から危機管理防災総室に上記の件について問合せをしましたが、危機管

理防災総室でも対応できないということだったので、その旨を申立人に電話でお伝えしま

した。申立人は納得されず、電話は終了しました。 

平成 29 年 2 月○日、申立人より、「熊本地震発生後に、石の飛び出し具合が悪化したた

め、現地確認と本件擁壁の補修をしてほしい。」という電話がありました。 

 同月○日、担当課の職員 2 名で現地調査を実施しました。一部の石のはみ出しが以前よ

り悪化していることを確認したものの、以前と同様の理由から、市ではなく申立人が補修

すべきものである旨を説明しました。申立人はなおも納得されなかったので、「本件擁壁を

含む土地と道路との境界が確定していないことから、境界立会いを実施すれば、本件擁壁

は誰が管理すべきかを確認することができるかもしれません。境界立会いを申請されては

いかがでしょうか。説明に間違いがあるといけないので、境界立会いを行うのであれば手

続き等を所管課に確認します。」と説明しました。しかし、申立人は、「熊本地震により悪

化したのだから、市が補修すべきだと思う。ほかに対応できる部署はないのか。」と述べら

れて、納得されないまま現地調査は終了しました。 

 現地調査終了後、担当課では共同墓地復旧支援事業を実施する動きがあることを知り、

生活衛生課に照会しました。照会時点では、「県が同事業の実施について調整中で、県が実
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施を決定すれば市も対応が可能になるが、現段階では未定で個別の案件について判断でき

ない。」ということでした。また、本件墓地の登記簿を取得したところ、「○○町共有」名

義となっていることが判明しました。 

 同年 3 月○日、申立人に電話し、生活衛生課に照会した内容及び登記簿の名義が「○○

町共有」になっていることを説明しましたが、申立人は「なぜ市で対応できないのかが理

解できない。本件擁壁自体を補強してほしい。」と述べられて、納得されませんでした。 

 同年 8 月初旬、オンブズマンの調査を受けて、再度、本件墓地に関する資料を確認して

いたところ、本件道路と本件墓地の区域確認に関する資料を新たに見つけ、本件道路と本

件墓地の道路区域が確定されていたこと、○○が本件墓地を管理していることを確認いた

しました。 

３ 市の見解 

（１） 本件擁壁に関するご要望について 

 本件擁壁は、本件墓地内に設置されているものであって、管理責任は本件墓地の所有者

にあり、市には管理責任はございません。加えて、本件擁壁は本件道路から約○メートル

離れた場所にあること、本件擁壁が設置された目的は、本件墓地の敷地内にある法面が本

件墓地内に崩れ落ちないよう固めるためであって、本件道路を支えるものではないと考え

られることから、市道の管理責任にも関係しないものと考えています。 

 したがって、本件擁壁の管理については専ら本件墓地の所有者にあり、市が本件擁壁の

修繕や補強をする必要はないものと考えております。また、仮に本件擁壁が崩落した場合

でも、上述した事実や本件道路の交通量が多くないことを考慮すれば、市が市道の管理者

として損害賠償等の責任を負うことは難しいと考えております。 

（２） 申立人への説明について 

 本件では、当初より本件擁壁が市道の管理責任とは関係ない旨を申立人にはお伝えして

きたところですが、「本件墓地と本件道路の区域確認は未了である。」旨の、事実とは異な

る一部不正確な説明をしておりました。これは、区域確認終了後に区域確認に関する文書

を保管しているところ、本件では通常とは異なる保管形態になっていたため、オンブズマ

ンによる調査が実施されるまで見つけることができなかったことに原因があります。 

 担当課では、区域確認に関する文書が存在しないことを前提として申立人に説明をした

ことから、市の責任の所在が曖昧になったり、申立人に本件墓地の管理者を案内できない

等、結果として不明瞭な説明をしてしまったことが申立人にご納得していただけない一因

になっていると考えております。 

申立人への説明が不明瞭であったこと及び文書の管理につきましては反省しており、申

立人にご迷惑をおかけしたことについてお詫び申し上げます。 

４ 今後の方針 

 担当課では、今回新たに見つかった文書を申立人に提示し、本件擁壁の修繕についての

市の見解をご理解いただけるよう、丁寧な説明に努めていきたいと考えております。 
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 また、平成 29 年 3 月時点では未定であった共同墓地復旧支援事業について、市では、同

年 8 月から共同墓地等復旧補助金交付事業を開始いたしました。申請は墓地の管理者が行

う必要がありますが、本件擁壁の修繕も対象となると考えられるため、申立人にはご案内

していきたいと考えております。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件の争点及び本件の経緯 

 申立人は、○○にある市道（以下「本件道路」という。）の法面下にある墓地（以下「本

件墓地」という。）内にお墓を有しているところ、本件墓地にある擁壁（以下「本件擁壁」

という。）の石垣の一部が飛び出して、本件擁壁が崩落する恐れがあると考え、市に防止策

を求めてきたが、何の対応もしてくれないということで本件申立てをしたものです。本件

では、市の申立人への対応の是非が問題となります。 

 「市からの回答」によれば、これまでの市の対応の要旨は 

① 平成 26 年 5 月頃、職員が、申立人立会のもとで本件墓地の現地調査を実施し、本件  

擁壁の一部の石がはみ出ていることを確認したが、市道区域外にあることから、市が

本件擁壁の補修をすることは難しい旨説明したうえ、危機管理防災総室に相談するよ

うに勧めたものの、同室でも対応できないと言われたことから、その旨を申立人に電

話で伝えた。 

② 平成 29 年 2月○日、職員が、再度、本件墓地の現地調査を実施し、一部の石のはみだ

しが以前より悪化していることを確認したが、修繕等は市ではなく申立人が行うべき

ものである旨説明し、擁壁を含む土地と市道の境界が確定していないので、境界立会

いを申請するように勧めた。 

③ 同年 3 月○日、職員が申立人に電話し、共同墓地復旧支援事業を実施する動きはある 

が、現段階では実施が可能であるかどうかわからないこと、本件墓地の所有者は「○

○町共有」となっていることを伝えた。 

ということです。 

その後、オンブズマンの調査を受けて、同年 8 月初旬に、市において本件墓地に関する

資料を再度確認したところ、道路区域確認を実施した資料を発見したとのことです。当該

資料からは、平成 11 年に本件道路と本件墓地の道路区域が確定されたこと、本件墓地の所

有者の登記名義人である「○○町共有」からも○○の事務局の者が立会い、署名押印して

いることが分かりました。 

２ 本件擁壁の所有者・管理者について 

申立人への対応の是非を判断するには、本件擁壁の所有者又は管理者が誰であるかを確

定しなければなりません。本件道路は元の所有者から市が寄付を受けていますが、本件墓

地の登記簿上の所有者は「○○町共有」となっています。問題は、本件道路と本件墓地の

境がどこにあるかですが、市においては、上記①、②の現地調査の際には、境界確定の資
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料が見つからず、市職員は境界確定が行われていないと考えて説明をしています。実際に

は、平成 11 年に道路区域確認は行われており、それに関する資料は保管されていたため、

市の説明が十分であったとは言えませんが、その他の説明内容には概ね間違いはありませ

ん。道路区域確認の際には、本件道路と本件墓地との境にプラスチック杭が設置され、こ

れを順次直線で結んだ線をもって境とすることが確認されています。その結果によると、

本件擁壁部分は明らかに市道区域内ではありませんので、市に管理責任や修繕する責任を

認めることは困難であると考えるしかありません。 

ところで、市においては、平成 29 年 8 月から、平成 28 年熊本地震により被災した共同

墓地内の共有部分を元に戻すための復旧工事費に要する経費の一部を補助するという、共

同墓地等復旧補助金交付事業を開始しています。本件擁壁の工事がこの事業の対象となる

かどうかは申請してみなければ分かりませんが、申立人におかれましては検討の余地はあ

るように思います。 

 

（８）共有物の固定資産税の共有者ごとの分割納付 

【苦情申立ての趣旨】 

私は○○区の○○に土地（以下「本件土地」という。）を所有している。以前はきょうだ

いと本件土地を共有していたが、平成 27 年頃にきょうだいが売却し、現在は第三者である

Ａ社との共有となっている。私は、本件土地に○○を設置しているが、Ａ社は、○○にし

ており、○○を建てたり○○を置いたりもしている。 

本件土地の固定資産税について、市が私を代表者と勝手に決めて私宛てに全額分の納付

書を送ってくるため、私がＡ社から持分相当額を集金した上で納付しなければならない。

しかし、Ａ社と連絡をとるため、法務局で本件土地の登記簿記載の住所を閲覧して、私の

子どもがその住所地へ確認に行ったが、平成 28 年熊本地震で建物は壊れて誰もいない状態

だった。法人登記の本店所在地は、本件土地の住所に変更されていたが、こちらも〇〇が

建っているだけで誰もおらず、Ａ社の移転先が不明で連絡がつかなかった。ただでさえ、

私は、○○で倒れたことがあり、○○も患っているため、Ａ社へ集金に行くことが難しい

状態なのに、困り果ててしまった。 

以前、別の不動産を共有しており、共有者が県外に転居して住所が分からず、固定資産

税の集金ができなかった際は、市役所本庁の納税課から当該共有者に対し、持分相当額の

固定資産税の納付書を送付してもらったことがあった。 

そこで、平成 28 年 5、6 月頃、納税課に電話して「共有者それぞれに納付書を送ってほ

しい。」と申し出たが、「○○区税務課へ言ってくれ。」としか言われなかった。○○区税務

課に電話して申し出たところ、「共有不動産の固定資産税の納付書は、代表者にしか送らな

い。」の一点張りで、理由を聞いても「決まりだから。」と言うばかりで、以前は共有者に

按分した納付書を送付してくれたことを伝えても「今はしていない。」としか言わなかった。

それで、「共有者の移転先・連絡先が分からず、固定資産税が支払えない場合はどうなるの
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か。」と聞いたら、「あなたに督促状を送ります。それでも支払われない場合は、差し押さ

えて競売という流れになるので、あなたの方で共有者を見つけて集金し、納付してくださ

い。」と言われてしまった。また、私は病気を患っているのに、「共有者が来るのを、現地

で 1 日待っていたらどうですか。」とも言われた。仕方なく、本件土地の平成 28 年度分の

固定資産税の約○円は私が全部支払った。 

平成 29 年 4月○日、今度は課税管理課へ電話して相談したが、翌○日に担当者から電話

があり、「こちらではどうしようもできない。司法書士を雇って共有者を探されたらどうで

すか。」と言われたので、支払えない場合は差押えになるのか聞いたら、「そこまでするか

は分かりません。」とはっきりしないことを言っていた。 

その後、課税管理課の担当者から連絡があり、「今年度だけは、Ａ社の代表者に『共有者

の方を代表者として、固定資産税の納税通知書・納付書を送付している』旨を知らせる通

知を送ります。それ以上のことはできません。」と言われた。私宛に納税通知書等を送付し

たことを知らせるだけなら、Ａ社が負担分を支払ってくれるか分からないので、解決にな

らないと思った。 

私は、病気で働く事もできず国民年金暮らしをしており、本件土地全部の固定資産税を

負担するのは難しく、途方に暮れている。本来、行政は究極のサービス業と言われている

のに、市民にサービスを強要するようなシステムは本末転倒だと思う。分譲マンションの

場合、建物部分は区分所有として土地部分は面積割りで固定資産税を納付できるのだから、

土地の共有も同様に面積割りで納付できるようにすべきではないのか。共有者各自が固定

資産税の負担分を納付できるように、按分した納付書を共有者それぞれに送付してほしい。 

また、私の質問に対してきちんと説明してくれなかったことや私に対する発言など、市

の他人事のような対応にも納得できない。 

なお、本件に関する私の税務情報については、オンブズマンが調査することに同意する。 

 

【市からの回答】 

１ 固定資産税について 

固定資産税は、毎年 1 月 1 日（賦課期日）に、固定資産（土地・家屋・償却資産）を所

有している人がその固定資産の価格をもとに算定された税額をその固定資産の所在する市

町村に納める税金です（地方税法〔以下「法」という。〕第 341 条、第 342 条第 1 項、第 359

条）。 

土地又は家屋についての固定資産税は、登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補充

課税台帳に所有者（区分所有に係る家屋については、当該家屋に係る建物の区分所有等に

関する法律第 2 条第 2項の区分所有者とする。）として登記又は登録されている者に対して

課するもので、賦課期日に登記又は登録されている所有者が納税義務者となります（法第

343 条第 1項、第 2項）。 

固定資産税は普通徴収（市が賦課決定を行い、納税通知書を納税者に交付することによ
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って徴収する方法）により（法第 364 条第 1 項）、4 回の納期を定めて徴収します。納税通

知書とは、納税者が納付すべき地方税について、その賦課の根拠となった法律、条例の規

定、納税者の住所及び氏名、課税標準額、税率、税額、納期、各納期の納付額、納付の場

所並びに納期限までに税金を納付しなかった場合の措置及び賦課に対して不服がある場合

の救済の方法を記載した文書のこと（法第 1条第 1項第 6号）です。固定資産税の場合は、

例年 5 月 1日頃に発送しておりますが、平成 28 年度は、熊本地震の影響により 7月下旬に

発送しました。 

２ 共有物の固定資産税における納税通知書及び納付書の取扱いについて 

法では「共有物、共同使用物、共同事業、共同事業により生じた物件又は共同行為に対

する地方団体の徴収金は、納税者が連帯して納付する義務を負う」（第 10 条の 2 第 1 項）、

また、「地方団体の徴収金の連帯納付義務又は連帯納入義務については、民法第 432 条から

…の規定を準用する。」（第 10 条）とされており、当該規定で準用される民法第 432 条では

「数人が連帯債務を負担する時は、債権者は、その連帯債務者の一人に対し、又は同時に

若しくは順次にすべての連帯債務者に対し、全部又は一部の履行を請求することができ

る。」と定められています。つまり共有者それぞれが、共有物の固定資産税全額について連

帯して納付する義務を負うことになるため、債権者である市は、共有者の一人又は全ての

者に対し全部又は一部の履行を請求できることとなっています。 

 また、共有者全員に全額の納税通知書を送達すると、重複して納付された場合の還付事

務の増加や発送する郵便物の増大など課税・収納業務に多大な影響を及ぼす恐れがあるこ

とから、市では、共有者の中から代表者を定め、その一人に対して納税通知書を送達する

こととしております。代表者については、まず①「該当土地又は家屋の持ち分が多い方」、

次に②「持ち分が同じ場合は熊本市に居住している方」、そして③「①、②で定められない

場合は登記順序が早い方」という順序で定めておりますが、新旧代表者の合意のもと「共

有代表者変更届」のご提出により、代表者を変更することも可能です。 

 以上のとおり、共有物の固定資産税について、共有者の持分に応じた税額により分割（按

分）して各共有者に納付書を発するという取扱いは原則行っておりません。 

 一方で、申立人が主張されるように、以前は、行政サービスの一環として、申請に基づ

き分割（按分）納付を認めている場合がありましたが、分割（按分）納付を認める基準が

曖昧でその件数が増加傾向にあったこと、それに伴い再計算や発送などの作業量が増加し

税の収納管理に支障をきたすような実務上の問題が生じてきたことなどから、平成 24 年度

以降は新たな分割（按分）納付は原則として認めない方針としたものです。ただし、共有

者間によるトラブルなど特別の事情があり、分割（按分）納付を認めなければかえって円

滑な納付が見込めないなどの場合に限り、申請に基づき認めている場合があります。 

その際、分割（按分）納付の申請は、年度ごとに行っていただくこととしておりますが、

これは、前年度の賦課期日から当該年度の賦課期日までの間に売買や贈与、相続などの物

権変動が対象の固定資産に生じる可能性があり、翌当該年度の賦課期日の所有者（納税義
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務者）が前年度と同一とは限らず、共有者間で分割（按分）納付についての了解が得られ

ているかを確認する必要があるからです。 

分割（按分）納付を認める場合の事務手続きの流れとしては、各区の税務課（中央区は

納税課）それぞれにおいて、代表者又は共有者から「固定資産税納付分割依頼書」による

依頼を受け付け、共有者間で責任を持って管理することを条件に認めています。また、毎

年度の申請が必要なこと、各期の納税額に未納がある場合は代表者宛に督促状を発するこ

と、完納とならない場合は翌年度の分割を受け付けないことなどを注意事項として書面で

説明し、ご理解、ご納得いただいた上で実施しているところです。 

なお、申立人ご指摘の分譲マンションの課税につきましては、法第 352 条及び第 352 条

の 2 に、区分所有に係る土地・家屋に対して課する固定資産税として規定されています。

区分所有とは、分譲マンションやオフィスビルなど、構造上複数の部分で構成されている 1

棟の建物を数個の部分に区分して所有することであり、「建物の区分所有等に関する法律」

に規定があります。これは共有とは異なる所有形態であり、区分所有者は法令に基づいて

按分された額の固定資産税額を納付する義務を負うこととなります（352 条第 1項、352条

の 2 第 1項）。 

３ 本件について 

（１）本件の共有地の取扱いについて 

申立人の主張される共有地（以下「本件土地」という。）については、もともと申立人と

ごきょうだい様の〇名による共有物件であり、当時から申立人が共有代表者となっておら

れました。その後、平成 27年にごきょうだい様の持分全部が、売買によりＡ社に所有権移

転され、申立人とＡ社の共有物件となりましたが、その後も共有代表者の変更は行われて

おらず、申立人が共有代表者のままであるため、納税通知書及び納付書は申立人に送付し

ております。 

なお、Ａ社からは、毎年「給与支払報告書」が提出されており、現在も業務が行われて

いるものと思われます。 

（２）申立人への対応・説明について 

 平成 28 年 8 月○日、申立人から○○税務課に電話がありました。本件土地の固定資産税

について、なぜ申立人が代表者になっているのかとのお問合せだったため、申立人とごき

ょうだい様〇名で共有されていた時から申立人が共有代表者となっていたこと、ごきょう

だい様の持分がＡ社に売却され、申立人とＡ社の共有となった後も共有代表者の変更が行

われていないことから、申立人が代表者のままであることを説明しました。申立人が、「き

ょうだいが持分をＡ社に売却したため、共有者の税額の徴収が困難になった。共有代表者

を変更してくれないか。」と言われたため、「共有代表者変更届」を提出していただければ、

変更は可能である旨伝えました。すると、申立人が、「持分に応じた税額を按分した納付書

を共有者それぞれに送ってもらいたい。」と言われたため、「共有の土地・家屋の固定資産

税については、納税者が連帯して納税の義務を負うこととされており、持分に応じた税額
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により分割して各共有者に納付書を発することはできません。」と説明したところ、申立人

が「以前は共有者に按分した納付書を送ってもらっていた。」と言われたため、「特別なケ

ースでは納付の利便性を図るため、以前は納税課が按分納付書を送付していたが、現在は

行っておりません。」と伝えました。また、申立人が、「本件土地は、Ａ社が〇〇として使

っているだけで、私は何の利用もしていない。使い道もないのに自分だけが税金を払うの

は納得できない。自分の持分の税額だけ払って、Ａ社の持分の税金が滞納になったらどう

するのか。」と言われたので、「滞納が発生した場合は、代表者に督促状を出します。その

後、催告書が出ます。最終的には滞納処分になると思います。共有者同士で協議すること

はできませんか。」と伝えましたが、申立人が、「○○が悪いため会社を探したり、現地に

行ったりすることが困難だ。一日中現地で見張っておけというのか。死ねというのか。」と

言われたため、「そんなことは言いませんが、電話とかで連絡は取れませんか。」と再度尋

ねましたが、「1 期分は自分が払うが、何とかしてもらわないと困る。また、電話するかも

しれない。」と言われて切電されました。 

 申立人ご自身は本件土地を利用していないとのことだったため、同月〇日、○○税務課

が本件土地の状況を確認するため現地調査を行ったところ、○○の設備、○○や○○があ

りました。Ａ社の〇〇と〇〇も確認しましたが、Ａ社の方とは会えませんでした。また、

翌 22 日、〇〇に記載されていたＡ社の電話番号に掛けましたが、つながりませんでした。 

 同月下旬、○○税務課において、本件土地の固定資産税の平成 28 年度の 4期分全部が同

月○日付けで完納されていることを確認しました。 

 なお、納税課では、申立人からの電話の記録がなく詳細は分かりませんが、納税のご相

談は各区の税務課でそれぞれ対応しているため、○○税務課を案内したものと思われます。 

平成 29 年 4 月○日、申立人から課税管理課に電話がありました。申立人が、「共有者と

連絡がとれないので、共有者それぞれに税額を按分した納付書を送ってほしい。」と言われ

たため、納税通知書の送達前のご相談ということで、課税管理課で対応することとしまし

た。本件土地について確認したところ、共有者はあくまでＡ社であり、申立人がＡ社の代

表者の住民票を請求することはできないと思われたため、折返し架電し、「按分納付書の新

規受付は行っておりません。共有者は法人であり、代表者の方は住民票請求の対象となら

ないので、代表者を確認するために司法書士などにご相談されたらどうですか。」と伝えま

した。申立人が、「支払えない場合は、差押えになるのか。」と尋ねられたため、「滞納につ

いては担当課が異なるので、そこまでは分かりません。」と回答しました。 

翌○日、課税管理課から申立人に架電し、「今年度だけは、Ａ社の代表者に『共有者の方

を代表者として、固定資産税の納税通知書・納付書を送付している』旨を知らせる通知を

送ります。ただし、これも精一杯の例外的な対応です。共有者のＡ社から連絡があれば、

今後のことを協議いただけないでしょうか。」とお願いしました。 

 その後、同年 5 月○日付けで、課税管理課が代表者である申立人に対し、本件土地の固

定資産税の納税通知書及び納付書を送り、数日後、Ａ社に対しても納税通知書（共有者用）
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を送りました。 

同月○日、実態を把握するためＡ社の法人登記を確認したところ、申立人が過去に代表

取締役を務められており、現在も取締役として登記されていることが分かりました。 

 翌○日、Ａ社から〇〇税務課へ電話があり、「納税の通知があったので持分に応じた納付

書を送付してほしい。」旨のお申出があったため、「按分納付書は原則として取り扱わない

ので、まずは共有者の方と協議された上で、改めて相談してください。」とお伝えしました。

「地震後は連絡がとれない。」とのことでしたので、Ａ社の法人登記の記載によれば、Ａ社

と申立人とは関係があるのではないかと尋ねたところ、「以前は一緒に会社をしていたが、

現在は会社を引き継いでいる。」旨答えられました。 

同月下旬、本件土地の固定資産税にかかる平成 29年度の 4期分全部が、同月○日付けで

完納されていることを確認しました。 

 以上のとおり、申立人に対しましては、平成 24年度以降は新規の分割（按分）納付の申

請は原則として認めていないことを説明し、お断りしましたが、申立人のご相談があった

ことから、特別に、現地調査を行ったり、Ａ社に納税通知書を送ったりしたものです。 

４ 今後の方針について 

共有物の固定資産税について、市では、共有者ごとの分割（按分）納付の申請を原則と

して認めておらず、特に、申立人がＡ社の取締役として登記されているなどの事情がある

ことから、まずは申立人において、共有者のＡ社と、今後の固定資産税の負担をどうする

かなどの話合いの機会を持っていただきたいと思います。その上で、共有者間によるトラ

ブルなど特別の事情がありましたら、改めて○○税務課へご相談いただくようお願いいた

します。 

また、申立人に対しましては、市における上記取扱いについて説明してまいりましたが、

納得していただける説明に至らず、ご不快な思いをさせてしまったということですので、

今後は、より丁寧な説明に努めてまいります。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件の問題点 

 申立人は、「共有者各自が固定資産税の負担分を納付できるように、按分した納付書を共

有者それぞれに送付してほしい。」、「また、私の質問に対してきちんと説明してくれなかっ

たことや私に対する発言など、市の他人事のような対応にも納得できない。」と主張されて

います。そこで、①市における共有物の固定資産税に関する分割（按分）納付の取扱い及

び②申立人が相談された際の職員の対応や説明について問題がないか検討します。 

２ 固定資産税の分割（按分）納付の取扱いについて 

 申立人のご主張の一つは、Ａ社と〇〇ずつ共有している〇筆の土地（以下「本件土地」

という。）の固定資産税を納税するに当たり、共有者のＡ社と連絡を取ろうとしたが、地震

後の移転先が不明で連絡がつかなかったため、市に対し、共有者それぞれに納付書を送っ
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てほしいと頼んだが、断られたことが納得できない、というものです。そこで、市におけ

る共有物の固定資産税の分割（按分）納付の取扱いに問題がないかについて検討します。 

共有物の固定資産税の取扱いについては「市からの回答」に詳しく記載されていますが、

固定資産税は、地方税法（以下「法」という。）の規定により、賦課期日に登記簿等に所有

者として登記又は登録されている者に対して課税されるものです（法第 343条第 1項、第 2

項）。そして、共有物に係る地方団体（道府県又は市町村）の徴収金は、共有者が連帯して

納付する義務を負うと定められており（法第 10 条の 2 第 1 項）、また、地方団体の徴収金

の連帯納付義務については、民法の連帯債務の規定を準用することとされています（法第

10 条）。このため、共有者は固定資産税を連帯して納税しなければならないということにな

ります。 

固定資産税の徴収は、普通徴収の方法によらなければならず（法第 364条第 1 項）、普通

徴収の場合、市町村は、法によって定められた事項を記載した納税通知書を当該納税者に

交付しなければなりません（法第 1条第 1項第 7号、第 6号）。共有物の場合、準用される

民法の規定により、債権者である市は、共有者の一人又は全員に対し、全部又は一部の履

行を請求することができます（民法第 432 条）。このため、法律上、市は、共有者全員に対

して全部の履行を請求する内容の納税通知書及び納付書を送ることもできます。 

しかし、市では、①法の規定上、共有者の一人に納税通知書を送達することで足りるこ

と、②共有者全員に納税通知書を送達することは、課税・収納業務上不都合が生じるおそ

れがあること（共有者全員に全部の履行を請求する納税通知書及び納付書を送ると納付が

重複して過大な徴収が生じるおそれがあること、共有者全員に一部の履行を請求する納税

通知書及び納付書を送ると、共有者に納付書記載の金額を納付すれば足りるとの誤解を生

じさせて、滞納が生じた場合の滞納額の徴収に困難が生じるおそれがあること）などから、

共有者の中から代表者を定め、その一人に対して全部を請求する内容の納税通知書及び納

付書を送っているということです。 

課税される側の立場からすれば、そもそも共有者全員にそれぞれ全部の履行を請求でき

るという法の規定自体が一方的との疑問を持たれるのではないかと思われます。しかし、

市は、このような法令の定めに基づき、その法令の範囲内で、円滑かつ正確な課税・収納

業務を行う義務を負っています。この点を考えると、上記のような理由により、共有者全

員でなく代表者一人に納税通知書及び納付書を送るという市の取扱いは、それなりに合理

性があり、不備があるとはいえません。 

また、市においては、平成 23 年度までは共有物の固定資産税の分割（按分）納付を認め

ていたが、その基準が曖昧で件数が増加傾向にあったこと、それに伴い、再計算や発送な

どの作業量が増加し、税の収納管理に支障をきたすような実務上の問題が生じてきたこと

から、平成 24 年度以降は、原則として、共有物の固定資産税の分割（按分）納付自体を認

めていないということです。 

確かに、共有物の固定資産税の分割（按分）について再計算の作業などが増えることに
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より、円滑・適正な課税・収納業務に影響を及ぼすような問題が生じることは十分考えら

れます。そうすると、原則として、共有物の固定資産税の分割（按分）納付自体を認めな

いことにした、という市の取扱いも、一応の理由があると考えます。 

ただ、市においては、「相続人（共有者）同士によるトラブルなどの特別の事情があり、

分割（按分）納付を認める方が円滑な納付が見込めるなどの場合」には、申請に基づき分

割（按分）納付を認めている場合があるということです。確かに、そのような特別の事情

がある場合にも、共有物の固定資産税の分割（按分）を一切認めないとすると、納税者側

の事情に配慮がされておらず、理解を得ることが難しいと思われます。したがって、個別

的な事情によっては、例外的に申請に応じて分割（按分）納付を認めるというのは、適切

な取扱いだと考えます。 

なお、申立人は、「分譲マンションの場合、建物部分は区分所有として土地部分は面積割

りで固定資産税を納付できるのだから、土地の共有も同様に面積割りで納付できるように

すべきではないのか。」と主張されています。しかし、「市からの回答」にあるように、分

譲マンションは、建物の区分所有等に関する法律において、「一棟の建物に構造上区分され

た数個の部分で独立して住居…としての用途に供することができるものがあるときは、そ

の各部分は、この法律の定めるところにより、それぞれ所有権の目的とすることができる。」

（同法律第 1 条）として認められているもので、敷地の所有権その他の利用権は、区分所

有権の目的である建物と分離して処分できないとされるなど（同法律第 22 条第 1 項）、共

有（民法第 249 条以下）とは異なる所有形態であり、法における固定資産税についての取

扱いも別に定められています（法第 352 条の 2など）。このため、土地の共有の場合の扱い

が分譲マンションの扱いと異なったとしても、やむを得ないものと考えます。 

３ 申立人への対応及び説明について 

（１）本件について 

前提として、「苦情申立ての趣旨」及び「市からの回答」によると、①本件土地は、現在、

申立人とＡ社が〇〇ずつ共有している、②本件土地に、申立人は〇〇を設置し、Ａ社は〇

〇として利用していたが、地震後はＡ社の本店所在地としても利用している、③申立人と

申立人のごきょうだいとの共有時から、申立人が代表者とされており、Ａ社との共有にな

った後も代表者の変更届は出されておらず、申立人が代表者として取り扱われている、④

申立人は、以前はＡ社の〇〇を務めており、現在も登記簿上は〇〇として登記されている

などの事情が確認できます。 

（２）申立人からの分割（按分）納付の相談について 

 申立人は、「私の質問に対してきちんと説明してくれなかったことや私に対する発言など、

市の他人事のような対応にも納得できない。」と主張されています。申立人が特に問題とし

ている説明とは、平成 28 年に○○税務課に対し共有者それぞれに納付書を送るように頼ん

だが、「代表者にしか送らない。」の一点張りで、理由を聞いても「決まりだから。」と言う

ばかりで、以前は共有者に分割（按分）納付書を送付してくれたが「今はしていない。」と
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しか言わなかったこと、平成 29 年に課税管理課に相談した際、「こちらではどうしようも

できない。司法書士を雇って共有者を探されたらどうですか。」と言われたことなど、分割

（按分）納付書は送付できないという取扱いについての説明のことと考えられます。また、

申立人に対する発言とは、平成 28 年に○○税務課に相談した際、申立人が病気を患ってい

るのに、「共有者が来るのを、現地で 1 日待っていたらどうですか。」と言われたことなど

だと考えられます。 

これに対し、「市からの回答」によると、平成 28 年の問合せの際、○○税務課では、申

立人とごきょうだい〇名の共有時から申立人が共有代表者となっていたこと、申立人とＡ

社の共有となった後も共有代表者の変更が行われておらず、申立人が代表者のままである

こと、「共有代表者変更届」を提出すれば、変更は可能であることを説明したところ、申立

人が分割（按分）納付書の送付を希望されたため、「共有の土地・家屋の固定資産税につい

ては、納税者が連帯して納税の義務を負うこととされており、持分に応じた税額により分

割して各共有者に納付書を発することはできません。」、「特別なケースでは納付の利便性を

図るため、以前は納税課が按分納付書を送付していたが、現在は行っておりません。」と説

明したということです。また、平成 29 年の問合せの際、課税管理課では、申立人が、「共

有者と連絡がとれないので、共有者それぞれに税額を按分した納付書を送ってほしい。」と

言われたため、「按分納付書の新規受付は行っておりません。共有者は法人であり、代表者

の方は住民票請求の対象とならないので、代表者を確認するために司法書士などにご相談

されたらどうですか。」と伝えたということです。 

また、発言については、○○税務課での電話の際、担当者が共有者同士で協議すること

はできないか尋ねたところ、申立人が、「○○が悪いため会社を探したり、現地に行ったり

することが困難だ。一日中現地で見張っておけというのか。死ねというのか。」と言われた

ため、「そんなことは言いませんが、電話とかで連絡は取れませんか。」と再度尋ねたとの

ことです。 

申立人と市とのやり取りについては、発言やその流れなどの主張に異なる部分があり、

客観的な記録等もないため、その詳細を特定することはできません。しかし、平成 28 年及

び平成 29 年に、申立人が分割（按分）納付書を申立人とＡ社それぞれに送ってほしいと頼

んだが、「各共有者に按分した納付書を発することはできない。」、「現在はそのような取扱

いは行っていない。」旨の回答だったことについては、両者の認識は概ね一致しています。 

申立人が主張されるように、以前とは分割（按分）納付の取扱いが異なっていますので、

以前はしてもらえたのになぜできないのかと思われるのは自然なことです。しかし、前述

のとおり、平成 24 年度以降は、原則として共有物の固定資産税の分割（按分）納付自体を

認めていないということですので、申立人の問合せに対し、その原則的な取扱いについて

説明したことは当然のことであり、不備はなかったといえます。申立人からは、共有者間

のトラブルなど特別の事情に当たるような申し出もなかったため、例外的な取扱いについ

ては説明せず、原則的な取扱いのみを説明したこともやむを得ないものだったと考えます。 
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一方で、平成 28 年の問合せの際、○○税務課は、申立人から、本件土地はＡ社が使って

いるだけで申立人は何の利用もしていないと言われたため、本件土地の現地調査へ行き、

Ａ社と連絡を取ろうとしたということです。また、平成 29 年の問合せの際も、課税管理課

からＡ社に対しても納税通知書（共有者用）を送ることとし、申立人には共有者のＡ社か

ら連絡があれば、今後のことを協議していただくようにお願いしたということです。 

市としては、申立人とのやり取りの中で、申立人が本件土地を利用していない、共有者

と連絡がとれないなどの事情があると思ったことから、特別にこのような対応を行ったと

いうことですので、この点では、申立人の事情に配慮した対応がされていたものと考えま

す。 

４ 今後について 

市としては、本件の事情、特に、申立人が、以前はＡ社の〇〇を務めており、現在も登

記簿上は〇〇として登記されていることからすれば、申立人とＡ社（現代表者）とで連絡

を取ることが可能ではないのかと考え、「まずは申立人において、共有者のＡ社と、今後の

固定資産税の負担をどうするかなどの話合いの機会を持っていただきたい」ということで

す。その上で、共有者間によるトラブルなど特別の事情がある場合には、改めて相談をお

願いするということです。 

オンブズマンも本件土地の登記簿によって、Ａ社が持分〇〇の共有者であることを確認

し、Ａ社の法人登記簿によって、申立人が平成 27年 1 月○日付けでＡ社の〇〇を辞任され

ていること、平成 29 年 6 月時点においても、申立人がＡ社の〇〇として登記されているこ

と、〇〇の申立人の住所として、申立人の現住所が平成 28 年 6月○日に登記されているこ

と、同じく平成 28年 6 月○日に〇〇及びほかの〇〇の住所移転の登記もなされていること

を確認しました。このような本件の事情からすれば、ほかに特別の事情が認められるよう

な場合には、例外的に分割（按分）納付を認めるという取扱いも検討の余地があると考え

ますが、まずは、申立人自身がＡ社と話合いの場を設けてほしいとする市の考えは、やむ

を得ないものだと考えます。申立人が、本件土地の平成 28 年度及び平成 29 年度の固定資

産税の全部を納税されているという事情からすれば、共有者それぞれに分割（按分）納付

書を送ってほしいというお気持ちは理解できますが、租税の課税・収納という特殊な分野

における納付の取扱いについてはご理解をいただきたいと考えます。 

 なお、法人登記は誰でも閲覧することが可能ですので、申立人もＡ社の法人登記を確認

し、Ａ社の本店所在地及び現代表者の住所等を確認されることは可能です。また、代表者

の定め方については「市からの回答」にあるとおりですが、「新旧代表者の合意のもと、『共

有代表者変更届』のご提出により、代表者を変更することは可能」ということですので、

Ａ社と話し合われる際に代表者の変更について検討していただくこともできます。 

申立人に対して、市は、「納得していただける説明に至らず、ご不快な思いをさせてしま

ったということですので、今後は、より丁寧な説明に努めてまいります。」ということなの

で、申立人からお問合せがあった場合には、ご理解を得られるようにより丁寧な説明を心
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がけてもらいたいと考えます。 

 

（９）市長への手紙の情報開示請求 

【苦情申立ての趣旨】 

 平成 27 年 7 月○日、広聴課に対して「市長への手紙」（以下「本件手紙」という。）を提

出したところ、同年 8 月○日、広聴課長から、「関係担当課に確認したところ、『○○バス

停・旧○○バス停の復旧』に関するご意見につきましては、昨年及び一昨年いただきまし

たお手紙と同様の内容であり、すでにお手紙で回答しておりますことから、市長からの回

答は控えさせていただきます。」との文書での回答（以下「本件回答」という。）があった。 

 そこで、平成 28 年 12 月○日、本件手紙と同内容の手紙に対して市が過去に回答したと

いう文書を開示して欲しいと文書開示請求（以下「本件請求」という。）をしたところ、平

成 29 年 1 月○日に熊本駅周辺整備事務所から、同月○日に広聴課から、複数の文書が開示

交付されたが、それらの中には、「本件手紙」ないし本件手紙と同内容の手紙に対する回答

は何処にも無かった。 

 そもそも、本件手紙の内容は、本件手紙以前に提出した「市長への手紙」とは異なる内

容であるから、「本件手紙」以前に本件手紙と同内容の手紙を提出したことは無いし、まし

てや、本件手紙の内容に対応した回答を市長から受け取ったことは無い。したがって、本

件手紙と同内容の手紙に対して既に回答済みである旨の本件回答自体が大きな間違いであ

り、明らかに、怠慢、不作為、確認の欠落？隠蔽工作の共謀執行の市政理念である。 

 当然、本件開示請求に対して、市は、文書の「不存在」を理由として、開示拒否決定を

すべきであったにもかかわらず、本件回答の誤りを認めたくないがために、本件請求と何

ら関係の無い文書を開示交付したのであって、明らかに、熊本市の隠蔽体質を示すもので

あり、熊本市憲法・熊本市自治基本条例第 3条、第 4 条、第 10条、第 21 条、第 41 条等へ

の違反、不遵守、怠慢、独断と偏見に基く職権濫用であって、処罰の対象になり得る業務

執行不作為行為である。 

 明確に、二重の偽装行為を堂々と執行し、住民市民を騙す業務執行行為は、厳重な処罰

の対象となり得ると確信する。オンブズマン様には、公平公正な崇高な理念を発揮してい

ただきたい。 

 

【市からの回答】 

 申立人は、「本件手紙の内容は、本件手紙以前に提出した『市長への手紙』とは異なる内

容であるから、『本件手紙』以前に本件手紙と同内容の手紙を提出したことは無い」と主張

されていますが、市においては、平成 27年 7 月○日に提出された市長への手紙と、平成 25

年 6 月○日、同年 8月○日、同年 11月○日及び平成 26 年 10月○日に提出された市長への

手紙は、同趣旨であると認識しております。その理由は以下のとおりです。 

 まず、本件手紙は、「旧○○・○○…両バス停が剥奪された」「早急に…両バス停の復活
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を実現していただきたい。」との記載から、バスルートの変更に伴うバス停の剥奪に不満を

訴え、旧バスルート及び旧バス停の復元を求める趣旨であると認識しております。 

 そして、平成 25 年 6 月○日及び同年 8 月○日に提出された市長への手紙には、「公共事

業・熊本市事業主・に際し、『○○バス停・○○バス停』を剥奪した為、高齢者・交通弱者・

等への公共交通利用権移動権の剥奪状態を一日も早く復元させて、福祉の向上ならぬ・せ

めて福祉の維持に取り組んで頂きたい。」「B地点での拡幅と○○踏切前後の信号機設置・誘

導白線等指示ペイント・等によって、迂回付替え道路への右折が可能となり、『○○バス停・

○○バス停』の復元が可能になる。いたずらに、ただ『できない理由を並べ立てる』ので

はなく、『どうすれば復元出来るか』を設計施行実行して頂きたい。」との記載があります。

市としては、上記記載部分は、バスルートの変更に伴うバス停の剥奪に不満がある旨を訴

え、旧バスルート及び旧バス停の復元を求める趣旨であり、本件手紙と同趣旨であると認

識しました。 

 また、同年 11 月○日に提出された市長への手紙には、「右折地点と新設○○線との交差

点（B地点）での安全性の確保を、熊本市事業主が怠慢・不作為・技術能力欠如の集団職員

の為、右折させられず、ただ出来ない理由を並べ立て、どうすれば右折が可能か等への思

考能力欠如の為、両バス停剥奪となっているだけである。」との記載があります。市として

は、上記記載部分は、バスルートの変更に伴うバス停の剥奪に不満がある旨を訴え、旧バ

スルート及び旧バス停の復元を求める趣旨であり、本件手紙と同趣旨であると認識しまし

た。 

さらに、平成 26 年 10 月○日に提出された市長への手紙には、「九州新幹線の全線開業の

一週間前に、○○線幅員○メートル○車線一日交通量○台通過の新設道路を走行させ、両

バス停を剥奪した。」「両バス停の復活には、○○踏切を渡って、信号機の指示に従い、交

差点の整備済みを安全に右折すれば、両バス停の復活は可能である」旨の記載があります。

市としては、上記記載部分は、バスルートの変更に伴うバス停の剥奪に不満がある旨を訴

え、旧バスルート及び旧バス停の復元を求める趣旨であり、本件手紙と同趣旨であると認

識しました。 

市においては、熊本市市民の声取扱要綱（以下「要綱」という。）を定め、第 6条におい

て、市長への手紙をはじめとする市民の声に対しては原則として回答することとする一方、

「同一申出人から同趣旨の市民の声が数回に渡り寄せられ、これに対し、すでに回答を行

っている」場合には、回答をしないことができるものとしているところ、申立人は、平成

25年 6月○日、同年 8月○日、同年 11月○日及び平成 26年 10月○日の合計 4回にわたり、

バスルートの変更に伴うバス停の剥奪に不満を訴え、旧バスルート及び旧バス停の復元を

求める趣旨の市長への手紙を提出されており、市はこれらに対して市長名の文書で回答し

ておりました。 

そこで、市は、上記各市長への手紙と本件手紙は同趣旨であり、要綱第 6条が定める「同

一申出人から同趣旨の市民の声が数回にわたり寄せられ、これに対し、すでに回答を行っ
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ている」場合に該当するものと判断し、本件手紙に対して市長名の文書での回答はしない

こととして、申立人に対し、「昨年及び一昨年いただきましたお手紙と同様の内容であり、

すでにお手紙で回答しておりますことから、市長からの回答は控えさせていただきます。」

旨回答しました（以下「本件回答」という。）。 

以上のような経緯のもと、申立人は、平成 28 年 12 月○日の情報開示請求（以下「本件開

示請求」という。）において、「『昨年及び一昨年に回答した』とする回答書」の開示を請求

されました。 

 本件開示請求を受けて検討した結果、市は、申立人が提出された平成 25 年 6 月○日、同

年 8 月○日、同年 11 月○日、平成 26 年 10 月○日の市長への手紙に対する回答文書がこれ

に該当するものと判断し、同文書については、その一部に、熊本市情報公開条例第 7条第 2

号に定められた非開示事由である「個人氏名」が記載されておりましたので、当該部分は

不開示とした上で、上記文書を開示しました。 

市としては、本件開示請求に対して、上記各市長への手紙は本件手紙と同趣旨であると

判断し回答文書を開示したことは、市の業務として適切であったと考えておりますので、

申立人にはご理解いただきたいと存じます。 

 

【オンブズマンの判断】 

申立人は、平成 27 年 7 月○日、「市長への手紙」（以下「本件手紙」という。）を提出し

たところ、同年 8月○日、広聴課から「関係担当課に確認したところ、『○○バス停・旧○

○バス停の復旧』に関するご意見につきましては、昨年及び一昨年いただきましたお手紙

と同様の内容であり、すでにお手紙で回答しておりますことから、市長からの回答は控え

させていただきます。」という文書回答（以下「本件回答」という）を受け取りました。市

がこのような回答をしたのは、「熊本市市民の声取扱要綱」第 6 条第 1 項第 4 号に、「市民

の声」に回答をしない場合として「同一申出人から、同趣旨の市民の声が数回に渡り寄せ

られ、これに対し、すでに回答を行っているもの」という規定があるからです。 

申立人は、「本件手紙の内容は、それ以前に提出した『市長への手紙』とは異なる内容で

あるから、以前に本件手紙と同内容の手紙を提出したことはなく、本件手紙の内容に対応

した回答を市長から受け取ったことはない。」「本件開示請求に対して、市は、文書の『不

存在』を理由として開示拒否決定をすべきであったのに、関係のない文書を開示したもの

である。」旨主張します。これに対して、市は、本件手紙と申立人が過去に提出した 4通の

「市長への手紙」は同趣旨であると考えており、これらに対する回答文書が開示請求に係

る文書であると判断して開示したもので、その判断は適切であった旨主張します。 

本件の争点は、市が開示した文書が、申立人が請求した「『昨年及び一昨年に回答した』

とする回答書」に該当するかどうかでありますが、その前提として、本件手紙は、過去に

申立人が提出した 4通の手紙と「同趣旨」であるかどうかが問題になります。 

 「趣旨」とは、国語辞典では「ことを行うに当たっての、もとにある考え方や主なねら
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い。趣意。」「話や文章の言おうとする肝心なこと。要旨。」「物事を行うときの主目的・理

由。」などと解説されていますので、「同趣旨」とは、「主なねらい」「趣意」「肝心なこと」

「要旨」「主目的・理由」などが同じであることになります。本件回答にある「同様の内容」

は「同趣旨」を言い換えたものと推認しますが、正確には取扱要綱にある「同趣旨」を使

用するのが相当であると考えます。「同趣旨」とは「趣旨が同じ」という意味でありますか

ら、全く同じ内容、同じ文章である必要はありません。 

「市からの回答」にあるとおり、本件手紙の趣旨は、バスルートの変更に伴うバス停の

廃止に対する不満を訴え、旧バスルート及び旧バス停の復元を求めるものであると理解で

きます。そして、開示された 4 通の手紙の趣旨は、いずれも、バスルートの変更に伴うバ

ス停の廃止に対する不満を訴え、旧バスルート及び旧バス停の復元を求めるものであると

理解できますので、本件手紙と同趣旨であると判断します。 

 申立人は、「以前に本件手紙と同内容の手紙を出したことはない」と主張されます。「同

内容」と「同趣旨」とは若干の違いがあるように思いますが、第三者が客観的に読めば、

ほとんどの者が「同趣旨」であると判断するものと考えます。市の担当者が同趣旨と理解

したことは無理ないところであります。 

 そうすると、市が、申立人の請求した「『昨年及び一昨年に回答した』とする回答書」に

該当するとして 4 通の手紙を開示したことに不備はありません。仮に、請求された文書が

「不存在」であるとして開示請求を拒否すれば、その決定に不備があると判断される可能

性が大きいと考えます。 

           

（１０）福祉事業者への指導 

【苦情申立ての趣旨】 

私は、福祉用具の販売、レンタルをしている小さな会社の営業を担当している。数か所

のささえりあへ、何度も営業に行っているが、注文が入ってこない。ささえりあにおける

福祉用具の紹介は、ケアマネージャーがささえりあの利用者と直接やり取りをするため、

実際にどのように紹介がなされているか不透明で、自分たち業者には分からない。福祉用

具に関する会社はほかにもあり競争相手が多いのも事実だが、あまりに注文が来ないので、

ささえりあのケアマネージャーが福祉用具の紹介を公平公正に行っていないのではないか

と疑問に思った。 

 平成 29 年 2 月頃、地域包括ケア推進室（以下「担当室」という。）に行き、福祉用具の

紹介が公平公正に行われているかを質問した。担当室では、「デイサービスなどの事業の公

平性、公正性については調べているが、福祉用具の紹介の公平性、公正性については時間

も手間も膨大になるので、とてもできない。ケアマネージャーが故意に不正をしていると

ころを目撃したら指導できるが、ケアマネージャーの業務は目に見えないので指導できな

い。」と言われた。 

同年 6月○日、担当室に行き、「毎月の販売データがあるので、数値を出してケアマネー
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ジャーによる福祉用具の紹介が公平公正に行われているか審査してください。」と頼んだと

ころ、「市では、ささえりあを運営している法人が関係事業所を優遇していないかを審査し

ており、その点で公平性、公正性を審査している。販売データに関しては、仕事量が増え

るし、膨大な数になるのでできない。」と言われた。 

自社のような零細な会社にとっては、ささえりあの利用者からの受注の有無も死活問題

であるが、担当室やささえりあのケアマネージャーは公平公正という言葉を安易に用いて

いる。ささえりあのケアマネージャーは、福祉用具の紹介をするに際して、販売、レンタ

ル業者を公平公正に選定する必要があり、市はささえりあを統括しているのだから、ささ

えりあのケアマネージャーが福祉用具の紹介を公平公正に行っているかということまで監

督すべきである。それにもかかわらず、現在、何も監督していない市に納得がいかないし、

市には少しでも良いから改善案を示してほしいので、苦情を申し立てる。 

 

【市からの回答】 

１ ささえりあに関して 

（１） ささえりあの業務について 

 ささえりあは、介護保険法（以下「法」という。）第 115 条の 46 第 2 項に基づき、市が

設置している地域包括支援センターです。地域の高齢者の権利擁護、総合相談、高齢者へ

の支援体制の構築、介護予防などの必要な援助を行い、高齢者の保健医療の向上及び福祉

の増進を包括的に支援することを目的とし、地位包括ケア実現の中核的な機関と位置づけ

られています。 

 ささえりあは、市から業務委託を受けて介護予防マネジメント業務、総合相談支援業務、

権利擁護業務等の包括的支援事業（法第 115 条の 46 第 1 項）を実施するとともに、指定介

護予防支援事業者として、要支援者を対象とした介護予防サービス計画（ケアプラン）作

成等の指定介護予防支援事業（法第 115 条の 22 第 1 項、第 58 条第 1 項）も実施していま

す。ささえりあの利用者への福祉用具の貸与・販売事業所の紹介は、要支援者へのサービ

ス事業所の紹介ということになるので、ケアプラン作成の一環ということで指定介護予防

支援事業に関するものとなります。 

 利用者より福祉サービス利用の要望があった場合、基本的には、利用者本人の意思によ

り事業所を選択していただいております。利用者が事業所の選択について希望がない場合

又は諸般の状況から事業所が限定されるなどの場合には、ささえりあの介護支援専門員（ケ

アマネージャー）が特定の事業所を紹介することもあります。 

（２） ささえりあの事業運営の監督について 

 ささえりあは、介護保険制度をはじめとする市の介護・福祉行政の重要な役割を担って

いるため、公益的な機関として、特定の事業者等に不当に偏った事業運営をしてはならず、

公正かつ中立性の高い事業運営を行う必要性があります。指定介護予防支援事業に関して

は、国が「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介
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護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（以下「基準」という。）を定め、その

中で基本方針が示されています。すなわち、指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支

援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利

用者に提供されるサービスが特定の業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行わな

ければならないことが明記されています（基準第 1条の 2第 3項）。市では、ささえりあの

運営が公正中立に行われているかを指導、監督しており、指定介護予防支援事業に関して

は以下のような取組みを行っています。 

まず、ささえりあに対して、福祉用具の貸与やデイサービス等のサービス種別ごとに毎

月のサービス事業所の利用者数を四半期に一度報告させています。 

次に、ささえりあの運営状況については、毎年度終了後にささえりあの自己評価及び各

区及び地域包括ケア推進室（以下「担当室」という。）で行政評価を実施しています。評価

項目には「１ 運営事務関係 ② 中立・公正の確保」があり、事業運営が公正中立に行

われているかを評価しています。 

また、行政評価が終わると、第三者機関である熊本市地域包括支援センター運営協議会

（以下「運営協議会」という。）にささえりあの運営状況を報告します。運営協議会では、

ささえりあの業務が公正中立に実施されているかを評価します。具体的には、介護予防通

所介護、介護予防通所リハビリ、介護予防訪問介護については、各ささえりあが紹介した

事業所の統計をとり、ささえりあの運営母体と同一の法人（以下「同一法人」という。）を

紹介していないかをチェックしています。同一法人への紹介が正当な理由なく全体の 70%

を超えた場合には、指導等を実施することになります。居宅介護支援では、国が特定事業

所集中減算（正当な理由なく特定の事業所によるサービス提供に偏っている場合に、居宅

介護支援費が減算される制度）を実施しているところ、指定介護予防支援事業では同種の

制度が実施されていないため、運営協議会で独自に行っているものです。 

なお、福祉用具の貸与・販売事業所については、ささえりあ全体における毎月の利用者

数の統計をとっていますが、運営協議会では特にチェックをしていません。上述した介護

予防通所介護等は年間の利用者数が一つのささえりあで数百件から 1 千件を超えるのに対

し、福祉用具の利用者は、福祉用具の貸与を受けて長期の継続的利用をしている場合がほ

とんどで各月における増減は僅かであり、ささえりあ全体で数十件程度にとどまっていま

す。そのため、サービスの規模・件数を踏まえれば、あえて統計を出してまで運営協議会

でチェックする優先度・有効性は低いことを理由としています。 

２ 本件経緯 

 平成 29 年 2 月○日、申立人から担当室に電話がありました。内容は、「今年の 1 月から

ささえりあに営業をしている福祉用具業者だが、利用者の紹介がない。ささえりあが不適

切な紹介方法をしているのではないか。選ばれない理由を説明してほしいが、なかなか説

明を受けられない。『新規利用者がいないので。』と適当な説明を受けたこともある。選ば

れない理由が明らかになるようにささえりあを指導してもらえないか。」というものでした。
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担当室では、「要支援者の利用はヘルパーとデイサービスがメインで、福祉用具の新規利用

者の状況はささえりあによって異なります。不適切な紹介方法があれば、当室から公正中

立の立場からサービス事業者を提案するよう指導します。また、ささえりあが利用者への

提案方法や選択されなかった理由などについて問合せを受けた際は、適切に対応するよう

ささえりあに連絡することは検討できます。」と説明しました。 

 同月○日、担当室より申立人に、「本日、全てのささえりあに対して、『公正中立の立場

からサービス事業者を提案するように努め、利用者への提案方法、選択されなかった理由

などについて問合せを受けた際は、適切に対応するようにお願いします。』という連絡をし

ます。」と電話で伝えました。申立人からは、「次回から、対応の悪い職員がいたら職員名

を伝えるので、注意してもらいたい。」という要望がありましたので、「事実確認をして、

不適切な対応があれば注意します。」と答えました。その後、全てのささえりあに対して、

上記の内容をメールで連絡しました。 

 同月○日、申立人から「〇件とれたが、相変わらず『新規がない。』と嘘をつかれる。そ

のはずはないと思うので、ささえりあに問い詰めてもよいか。」とお問い合わせがありまし

た。これに対して、「こちらは経営相談機関ではないので、営業方法はご自身で考えてくだ

さい。ささえりあには、お問い合わせに対して誠実な対応をするように伝えました。」と答

えました。 

 同月○日、申立人から「民生委員に営業に行こうと考えているが、大丈夫か。」という問

い合わせがありました。これに対して、「営業方法はご自身で考えていただくしかございま

せんが、民生委員も公的立場にあるので、ささえりあにつなぐ前に、特定の福祉用具事業

者の紹介をすることは難しいと思われます。」と答えました。 

同年 3 月○日、申立人から「ささえりあに行った際、福祉用具関係のチラシが置いてあ

った。ささえりあが不当に斡旋しているのではないか。」というお問い合わせがありました。

担当室がささえりあに確認したところ、ほかの多種多様なチラシの中の一つとして置いて

あったということでした。この旨を申立人にお伝えするとともに、「ささえりあに依頼すれ

ば置いてもらえるのではないでしょうか。万が一、そこで不当な扱いがあれば問題になる

と思います。」と伝えました。 

同月○日、申立人から「ささえりあに営業に行っても契約につながらないので、サロン

に行って、自治会長や民生委員に直接営業をかけてもよいか。」というお問い合わせがあり

ました。これに対して、「サロンへの営業は禁止されていませんが、事業者の参加を嫌うサ

ロンもあるかもしれません。営業は自己判断で行ってください。」と答えしました。 

同月○日、申立人から、特定のささえりあの運営法人についてのお問い合わせがあった

ので、運営法人について説明をしました。加えて、申立人は「運営法人の内部で人事異動

があると、ささえりあの運営は公正中立にできないのではないか。」と述べられました。こ

れに対して、「ささえりあからは、毎月の運営状況報告を提出してもらって担当室で確認す

るとともに、ささえりあに関する苦情等があった際には、適宜、指導を行っています。」と
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説明しました。 

同月○日、申立人から「福祉用具の新規利用者数はどのくらいで、どこの業者が紹介を

受けていて、なぜ選ばれているのかを調査してほしいが、現状で市は把握しているのか。」

というお問い合わせがありましたので、「市では把握していません。」と答えました。 

同月○日、申立人から「運営協議会で、福祉用具も対象として監督できないのか。自分

の話を聞くだけで調査はしないのか。」とお問い合わせがありました。これに対して、「全

サービスをチェックすることは、労力がかかることなので、運営協議会では実施していま

せん。不適切な対応が疑われる場合には個別に対応しています。申立人の主張の中には具

体的な事実がないため、不適切な対応があると疑われるとは考えていません。」とお答えし

ました。 

また、「福祉用具の新規利用者数を教えてほしい。」とご要望がありましたので、「新規利

用者が何件かという統計について、まとめたものを持ち合わせていないので、提供するこ

とはできません。」と説明しました。 

 同年 5 月頃、申立人からささえありあへの営業に関するご相談があったので、ささえり

あとの関係性等にご留意されるよう伝えました。 

 同年 6月○日、申立人が担当室を訪れ、「福祉用具についても、デイサービスなどと同じ

様に運営評議会で審議してほしい。状況確認のため、また自分から電話をします。」と述べ

られて、ご退出されました。 

 同月○日、申立人から、「先日話をした審議の件についてどうなったかを知りたい。すべ

ての事業所における利用者割合を出してほしい。それができなければ、ささえりあが公正

公平とはいえない。検討してほしい。」というご要望がありました。これに対して、「運営

協議会では、通所介護や訪問介護等の事業所の利用者数について審議しており、ささえり

あと経営母体が同じ法人の事業所を利用している割合を算出することにより、公正公平か

を審議しています。」と説明しました。 

３ 申立人の主張への見解 

 申立人は、運営協議会において福祉用具の貸与・販売事業所をチェックすることや、福

祉用具の新規の利用者数を算出するようご要望されています。しかし、上述したとおり、

福祉用具の利用者は、福祉用具の貸与を受けて長期の継続的利用をしている場合がほとん

どで各月における増減は僅かで、ささえりあ全体で数十件程度にとどまっており、サービ

スの規模・件数を踏まえれば、労力をかけて統計を出してまで運営協議会でチェックする

ことについて優先度・有効性は低いものと考えております。 

 市では、申立人からご相談を受けて、平成 29 年 2 月 17 日に各ささえりあに注意喚起の

メールを送っているなど、指導に努めているところです。 

４ 今後の方針 

 市では、ささえりあの事業運営が公正中立に行われているかについて、十分な指導、監

督に努めているところです。福祉用具事業所への紹介に関して、各ささえりあにおいて特
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に問題があるとは認識しておりませんが、今後、公正中立な事業運営が疑われるような事

案が発生すれば、個別に対応していく方針です。 

 申立人おかれましては、何卒ご理解いただきたいと思います。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ はじめに 

 申立人の主張の要旨は、ささえりあのケアマネージャーが、ささえりあの利用者へ福祉

用具事業所の紹介を公平公正に行っているかにつき、市は何も監督をしていないのではな

いか、というものです。 

 ささえりあは、市が介護保険法（以下「法」という。）第 115 条の 46 第 2 項に基づき設

置した地域包括支援センターであり、運営母体が民間の法人であるとしても、本来は行政

が担うべき業務を行っていることから、公的な機関であるといえます。 

 申立人が問題にしているささえりあの利用者への福祉用具事業所の紹介というのも、さ

さえりあが実施する指定介護予防支援事業（法第 115 条の 22 第 1 項、第 58 条第 1 項）に

関連するものです。実際には、ケアマネージャーがこの業務を担当しているとしても、市

はケマネージャーの所属するささえりあに対して指導、監督を行うことになります。 

 そこで、本件では、ささえりあの利用者への福祉用具事業所の紹介について、現在市が

行っている監督のあり方が適切であるかどうか、という点が問題になります。 

２ ささえりあへの監督 

（１） 公正中立について 

「市からの回答」にも説明がありますが、ささえりあは、市が実施すべき介護・福祉行

政を行っているため、ささえりあの運営母体の営利性を追求するのではなく、市民が介護・

福祉行政により利益を享受するといった公益を追求しなければなりません。その意味で、

ささえりあは公的機関であるといえます。公的機関である以上は、特定の事業所、特に、

ささえりあの運営母体と同一の法人が運営する事業所に不当に偏らないような、公正かつ

中立性の高い事業運営が求められます。 

 国によって定められた「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（以下「基準」という。）

にも、指定介護予防支援事業における基本方針として、「指定介護予防支援事業者…は、指

定介護予防支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場

に立って、利用者に提供される指定介護予防サービス等…が特定の種類又は特定の介護予

防サービス事業者若しくは地域密着型介護予防サービス事業者…に不当に偏することのな

いよう、公正中立に行わなければならない。」（基準第 1 条の 2 第 3 項）と規定されていま

す。 

 申立人は、ささえりあにおける福祉用品の紹介が「公平公正」に行われるべきであると

主張されていますが、介護予防支援事業の運営主体であるささえりあに求められる「公平
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公正」も、監督者である市に求められる「公平公正」も、上記基本方針にいう「公正中立」

と同趣旨であり、「利用者に提供されるサービス等が特定の事業者に不当に偏ることがな

い」ということを主な内容にしているものと解されます。 

（２） ささえりあへの監督の当否 

 「市からの回答」によれば、市ではささえりあの業務運営が公正中立に実施されている

かを監督するために、①毎年度終了後にささえりあの自己評価及び各区並びに地域包括ケ

ア推進室による行政評価、②第三者機関である熊本市地域包括支援センター運営協議会（以

下「運営協議会」という。）の評価、が実施されているということです。②では、通所介護、

介護予防通所リハビリ、介護予防訪問介護については、特定事業集中減算に準じて、ささ

えりあの運営母体と同一の法人への紹介を正当な理由なく行っていないかをチェックして

います。 

 申立人は、福祉用具の貸与・販売事業についても同じようなチェックを行うべきとお考

えのようですが、「市からの回答」によれば、「福祉用具の利用者は、福祉用具の貸与を受

けて長期の継続的利用をしている場合がほとんどで各月における増減は僅かで、利用数は

ささえりあ全体で継続分を含めて数十件程度にとどまっており、サービスの規模・件数を

踏まえれば、労力をかけて統計を出してまで運営協議会でチェックすることについて優先

度・有効性は低いものと考えております。」ということです。 

 オンブズマンは、調査の過程において、福祉用具の貸与・販売事業所についてのささえ

りあ全体における毎月の利用者数の統計を確認しましたが、市が説明するとおり「継続的

利用をしている人を含めてささえりあ全体で数十件程度にとどまっている。」との状況であ

り、「利用されている事業所が特定のものに偏っている。」との事実をうかがわせるような

状況は見受けられませんでした。 

当然のことながら、特定のささえりあが特定の事業所を不当に偏って利用しているなど、

ささえりあの公正中立な事業運営を疑わせるような具体的な事実があれば、市は現状より

強い指導・監督を行う必要があります。しかし、現在の状況は、前記のとおりであり、さ

さえりあの公正中立な事業運営を疑わせるような具体的事実は認められないため、より詳

細な統計を出してチェックをする優先性・有効性は低いとする市の監督のあり方に特に問

題はないものと考えます。 

 したがって、本件における市の行為に不備はないものと判断します。 

 

（１１）バス運行ルートの変更 

【苦情申立ての趣旨】 

 平成 23 年 2 月上旬、○○線第○工区に接続する○○撤去に伴う迂回付替え道路に沿って

運行していた定期路線バスの走行ルートが変更になり、新設○○線仮線を走行するように

なった。そのため、○○バス停・○○バス停が廃止され、自宅も含めて、○○から○○に

かけて○○余名の住民が居住する一帯が、公共交通利用権移動権を剥奪されて、不便地域
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にさせられた。この両バス停の剥奪は、「交通管理者が、右折すると危険」と言われたとし

て、○○撤去に伴う迂回付替え道路に右折せず、直進して、一年で消滅した○○乗降口○

○の乗降客のために、スピードアップを図るため直進させた熊本市公共交通政策のためで

ある。 

 新幹線乗降客は、住宅街の中の路線バスには見向きもせず、○○は一年で廃止された。

しかし、再度朝夕のラッシュ時の乗降客を乗せて、バス事業者が増収努力もせず、熊本市

公共交通政策課は、赤字路線の改善で、血税補助金支給を削減する努力もせず、両担当と

も、親方日の丸経営を続けている。血税投資の「投資対効果」の意識は、熊本市公共交通

事業政策理念が喪失した市政理念である。 

 公共交通事業者と熊本市交通政策総室は、ただ補助金支給で公共交通運行を図る前に、

どうすれば公共交通の増収が図れるか、血税補助金支給が軽減できるか、真剣に考慮すべ

きである。「信号機設置」によって増収が図れるならば、積極的に投資すべきである。これ

ぞ「投資対効果」である。いつまで、親方日の丸を続ける市政理念なのか？ 

 九州新幹線全線開業前に、突然、定期路線バスが直進し、両バス停が剥奪された。両バ

ス停の喪失によって、この定期路線バスの乗降客等は激減し、赤字の拡大に繋がっている

はずである。しかし、熊本市もバス事業者も何ら対策を立てず、今もって傍観しているだ

けである。私は、交通管理者である熊本県警に出向き、「交通管理者が、右折は危険だから

直進しなさい。」と言ったのかと、真意を質した。開示請求も提出したが、「そんなことは

言っていない。不存在」とのことであった。そこで交通管理者から助言をもらった。現行

の運行ルートで、○○から○○区役所方面行きはそのまま運行し、帰りの○○方面行きは、

現在、○○交差点を右折して○○線に沿って運行となっているが、○○交差点を右折せず

直進し、○○バス停、○○バス停に沿って運行ルートを変更し、○○に到達し、信号機の

指示に従って、迂回付替え道路を下り、○○線を左折して○○電車通りに出る定期路線バ

ス運行には、何ら交通管理者（熊本県警）として安全安心は問題ないので、市公共交通担

当者に要請してください、との助言を受けた。この事も、交通政策課にも熊本市熊本駅周

辺整備事務所にも、交通管理者の助言を正確に要請したが、聞く耳を持たずとして無視さ

れ続けた市政理念であった。 

 私の「ドンドン語ろう in○○」での大西市長との直接対話の問題提起の回答の中の文章

実証を開示請求したら、平成 28 年 5月○日付・文書等開示（一部請求拒否）決定通知書に

て交付した資料・○○バス協議メモである・交通センター方面のみ旧バス停を通過する案

の要望に対して、バス事業者は、バスルートの変更を行うつもりはない。行きと帰りを違

うルートにすることは利用者の混乱を招く。旧バス停を復活させるとしたら、上り下り両

方とも復活すべきである。との発言をしている。 

 これに対し、熊本駅周辺整備事業所は、右折のための付加車線を設けるには新幹線の橋

桁に支障するなど道路構造上の問題等は解決できないため、上り下り両方の旧バス停復活

は難しい…。と言って、不可能の理由だけをいつまでも言い続けている。蒲島知事は、○
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○踏切に○○遺跡保全のため、在来線高架構造物の橋桁幅の設計変更を図った。熊本市の

工事では、踏切渡って右折に邪魔になるように、わざわざマンホールを埋め込み、○○下

の左折地点にわざわざスポットパークを新設し、定期路線バスの右折左折不可能とする工

事施行を堂々と血税投資で施行している。根本的な公僕意識の欠落工事に呆れている。 

 ある時は、交通管理者（熊本県警）の言葉として尊重履行し、ある時は交通管理者（熊

本県警）の助言を無視する熊本市政理念は、公僕とは程遠いご都合主義の行政である。何

を以って、市政に対する理解と信頼を寄せる市民がいるのか？ 

 交通管理者の助言は今もって無視し、交通管理者が「危険だから直進しなさい。」と言っ

たとする熊本市の主張は公的機関同士での偽証罪に当たるのではないのか？徹底的に検証

していただきたい。 

 熊本県内には、バスルートが上りと下りで違うバス停が数ヶ所存在し、利用者の混乱は

何ら起こっていないし、支障苦情も無い。何を以って混乱するとの発言なのかの熊本市担

当者は、無言であり反論もしない。 

 熊本市は、右折させての両バス停の復活を放置し、この右折ルートの増収額の予測を算

出し、バス事業者が上り下りルート運行違いを拒否するので、増収予測額を赤字額から削

減して、血税補助金支給額を差し引いた額を支給すべきである。差額減額しなければ、こ

れも「血税の無駄遣い」である。迅速に、現行ルートから、上り下りの変更を図り、在来

線地上走行が高架化され、○○踏切が拡大整備されたら、速やかに右折して迂回付替え道

路を上り、○○バス停・○○バス停の復活を図り、周辺住民の公共交通利用権移動権を回

復させ、福祉維持を保全復活すべきである。 

 

【市からの回答】 

１ 路線定期運行バスの運行ルートの決定について 

 路線定期運行バスは、一般乗合旅客自動車運送事業者が運行するものであり、その運行

ルートも、一般乗合旅客自動車運送事業者が決定するものです。 

道路運送法及び同法施行規則により、路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業

を経営しようとする者は、路線の起点及び終点や主たる経過地等を含む事業計画を定めた

上で国土交通大臣の許可を受けなければならないとされ、また、事業計画を変更しようと

する場合には、国土交通大臣の認可を受けなければならないとされており、運行ルート決

定の過程において国土交通大臣には許可及び認可の権限が与えられているものの、同過程

における市の権限を定めた規定はありません。なお、事業計画の変更により路線の休止又

は廃止がある場合には、一定の場合を除いて、国土交通大臣は関係地方公共団体に対して

旅客の利便の確保に関して意見を聴取することとされていますが、これも、市に何らかの

権限が与えられているものではありません。 

 したがって、市の判断によって路線定期運行バスの運行ルートを決定することはできま

せん。 
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２ 本件の経緯について 

（１） 熊本駅周辺の道路構造及び路線定期運行バスの運行ルートの変更 

 平成 13 年 3 月、熊本駅周辺の都市計画施設の都市計画決定がなされ、九州新幹線事業及

び連続立体交差事業に伴い○○が撤去されることとなりました。○○は、JR 線路の東側の

道路と西側の道路を接続して東西を繋ぐ道路機能を担っており、バス事業者が運行する路

線定期運行バスが、○○、○○停及び○○バス停を経由するルートで運行されていました

が、JR 線路の東西を繋ぐ道路機能は、○○から幹線道路として新設される○○線に転換さ

れることとなりました。 

 平成 20 年 7 月、当初計画のとおり○○が撤去されました。当時は、○○線のうち JR 線

路の西側部分が未着工の状態だったため、仮設道路が一時的に JR 線路の東西を繋ぐ役割を

担っていましたが、その後 JR 線路西側においても○○線が暫定的に供用開始され、JR線路

の東西を結ぶ機能は○○線に転換されました。 

 熊本駅周辺における道路構造の変化に伴い、バス事業者が運行する路線定期バスも運行

ルートが随時変更され、現在では旧バス停は一部集約され、○○線の沿線に移設されてい

ます。 

（２） 申立人とのやりとり 

申立人は、上記のような経緯で実施された路線定期運行バスの運行ルートの変更及びこ

れに伴う旧バス停の集約及び移設にご納得されず、以後、市に対して「旧バス停の復活」

を要望してこられました。 

これに対し、先に述べたとおり運行ルートの決定に関して市は権限を有していませんが、

市としても、バスが旧バス停を経由して運行できるようにする方法がないか検討しました。

しかし、既存建物や新幹線橋脚の位置関係等を考慮すると、バスが旧ルートを安全に通行

できるように周辺道路を整備しなおすことは現実的でなく、非常に困難であるという判断

に至りました。申立人に対しては、検討の際に作成した図面を示すなどして繰り返し市の

見解を説明してきましたが、ご納得いただけませんでした。 

 平成 27 年 8 月○日、「ドンドン語ろう！in○○区」において、申立人が、「上りのバスル

ートについては旧ルートに戻し、下りのバスルートは暫定的に現行のままとすれば、○○

停及び○○前バス停を復活させられるのではないか。」という趣旨のご意見用紙を提出され

ました。 

 そこで、同年 10月○日、申立人の提案についてバス事業者の見解を伺うため、バス事業

者に依頼して協議の場を設けていただき、協議を行いました。バス事業者からは、「バスル

ートの変更を行うつもりはない。行き帰りを違うルートにすることは利用者の混乱を招く。

また、利用者は行きと帰りで別のバスルートを利用するのであれば、利便性が向上したと

は言えないと思う。」等の回答があり、申立人の提案を採用することは困難であるようでし

た。なお、この時の協議の記録は、申立人の情報開示請求に応じて申立人に開示しており

ます。 
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 同年 12 月頃、上記の協議の結果を踏まえ、申立人に対して、上下線の運行ルートを分け

ることによる上り線旧ルートの復活は困難である旨回答しました。 

３ 市の見解について 

 先に述べた通り、路線定期運行バスの運行ルートは一般乗合旅客自動車運送事業者が決

定するものであるため、本来、運行ルートの変更に関しては一般乗合旅客自動車運送事業

者に対してご要望いただくべきことであり、市が対応できるものではありません。 

しかし、本件に関しては、県及び市の事業によって定期路線運行バスの運行ルートが変

更されたことは事実ですので、市としても、運行ルートの決定を行うバス事業者に協力を

依頼して協議の場を設けていただき、申立人の提案をバス事業者にお伝えしてその見解を

伺うなど、申立人のご要望に応じて可能な限りの対応を行ってきたものです。 

申立人におかれましては、バスの運行ルートの変更について市は権限を有しておらず、

申立人のご要望について市が直接対処することはできないこと、市としても申立人の要望

について可能な限りの対応をとっているということについて、ご理解いただきたいと存じ

ます。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 調査対象事項について 

 「苦情申立ての趣旨」には、バスの運行ルートの変更、バス停の廃止、補助金の交付な

ど様々な事実の記載がありますが、本件苦情を含む 5 つの苦情を記載して申立人がオンブ

ズマンに提出された書面の中で、本件苦情には、「交通管理者の助言に対する熊本市対応に

ついて」との表題が付されています。 

そこで、本件では、「苦情申立ての趣旨」に記載されている事実のうち、申立人が、交通

管理者から助言をもらって、交通政策課と熊本市熊本駅周辺整備事務所に「上りのバスル

ートについては旧ルートに戻し、下りのバスルートは暫定的に現行のままとすれば、○○

停及び○○バス停を復活させられる」旨を伝えて要望したのに、市は全く聞く耳を持たず、

今もって無視し続けているという苦情に限定して調査を行いました。 

２ 事実関係と判断 

 申立人が上記の要望を提出した時期については、「苦情申立ての趣旨」には明示されてい

ませんが、「市からの回答」によると、平成 27 年 8月○日の「ドンドン語ろう！in○○区」

の開催時に意見用紙の提出がなされて、そのような提案があったものと認められます。 

申立人は、市がこの提案について聞く耳を持たず、無視し続けている旨主張します。し

かしながら、市においては、同年 10月○日、バス事業者に協議の場を設けてもらい、協議

を行ったが、バス事業者から提案を断られたということです。その協議の記録は、申立人

においても、情報開示請求をして、内容を確認していることが認められます。そして、市

は、同年 12月頃、申立人に対して、その旨を説明しているということであり、市としては、

申立人の提案に対し、市の権限内で対応をしており、無視し続けているという事実は認め
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られません。 

 客観的、公平な立場から見て判断すると、市の対応に問題があるものとは認められませ

ん。 

                   

（１２）自宅敷地への進入道路 

【苦情申立ての趣旨】 

私は、昭和 45 年頃、熊本市○○町○○（現在の○区○○）の山林をＡ氏と共同で購入し、

その後、当該土地を複数に分筆した。昭和 50 年、単独所有となった土地に自宅を建てて、

現在も居住している。また、Ａ氏の単独所有とした土地が市道から奥まったところにある

ことなどもあって、分筆した土地の一部を私とＡ氏の共有にした上で、公衆用道路（以下

「本件道路」という。）として 42 年間使用しており、私やＡ氏が自宅から市道に出られる

ようにしている。なお、本件道路は、市にも公衆用道路として認められており、固定資産

税が非課税となっている。 

 当初、本件道路に砂利を入れて使用していたが、砂利が落ち込んだりして定期的に補修

が必要だったため、市に相談していたところ、平成 28 年熊本地震の後、市の委託で近くの

道路を補修していた業者が、本件道路にもアスファルト舗装をしてくれた。平成 29 年 10

月○日にも、2 回目の舗装をしてくれた。 

 ところが、同年 11月○日、○○土木センターのＢ氏が業者の方と来て、突然、私の家族

に図面を見せて、「この土地（本件道路）のアスファルトを引き剥がします。」と告げたの

で、その時対応した家族が、「この土地は道路として共有で使っているので、うちだけに言

われても困る。」と返答した。 

 同月○日、Ｂ氏や業者の方が現地に来て、Ｂ氏が、「Ｃさんという方から、『ここは○○

だからアスファルトを剥がせ。』と言われた。アスファルトを剥がして砂利を入れて、アス

ファルト舗装前の状態に戻す。」などと言ったが、Ｃ氏からは特に根拠資料の提出などはな

く、聞き取りを行っただけとのことだった。Ｂ氏は、「市は電話一本で動く。」とも言って

いた。その一方で、私に対しては「測量図などの資料を出すように。」と根拠資料の提出を

求めたり、「市道との境界について境界立会いの申請をするように。」と要求したりしてき

た。しかし、説明の際、Ｂ氏から関連資料を見せられたので、Ｃ氏からは提出がなかった

のに、市がＣ氏のために勝手に私の資料を集めたのではないかと疑問を感じたし、私の個

人情報が漏れているのではないかと不安も感じた。また、「Ｃ氏のことは個人情報なので詳

しく教えられない。」と言われたが、Ｃ氏は「立会い（話合い）には応じない。」と言って

いるそうだった。Ｂ氏が、本件道路のアスファルトを剥がす具体的な場所を指摘してきた

ので、「42 年間も生活道として使っているし、市も道路として認めているのに、そのような

ことをされたら困る。」と伝えた。 

 同年 12 月○日、再度○○氏が来たが、これまでと同様の説明で、資料などをくれるよう

頼んだが、「上司に相談してみるが約束はできない。」と言われた。 
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 なお、本件道路は購入時から市道に面していたが、それを裏付けるものとして、市が設

置した、市道と本件道路とＣ氏の主張する○○との境界を示す境界標がある。しかし、現

在は、当該○○の位置がその境界標から本件道路の半分くらいまで越えている上に、当該

○○に沿うように第三者の方が本件道路上に歩道を作っているため、本件道路は、購入時

と比べて半分以下の幅員しかない状態である。第三者の方が本件道路に歩道を作ったのは、

「○○する時に、Ｃ氏から『自分の○○は通さない。』と言われたので、あなたの土地を通

してほしい。」と頼まれて了承したという経緯があったからである。本件道路については、

これまで随分と譲ってきており、これ以上言われることはないと思っていたのに、急に今

回の話が出てきて非常に驚いた。 

 本件道路は、私とＡ氏の共有地であり、市道に出るための道路として使用している。市

も、本件道路を公衆用道路として認めて固定資産税を免除してきたのに、アスファルトを

剥がしてしまえば、市が相手側の主張を認めたことになり、生活基盤である本件道路を使

用できなくなって、自宅に住めなくなるのではないかと不安で困っている。相手側の言い

分だけを聞いて、一方的に市がアスファルトを剥がすことが納得できない。また、アスフ

ァルトを剥がす理由などについて詳細な説明がないことも納得できない。 

 

【市からの回答】 

１ 本件の経緯 

 前提として、以下、本件で問題となっている土地を「ａ部分」、法務局備付けの地図に準

ずる図面（以下「字図」という。）上の地番ａ１の土地を「ａ１」、申立人が公衆用道路と

して使用されている部分（ａ部分及びａ１、 ａ２）を「本件道路」、本件道路の東側に現

状隣接している○○を「本件○○地」と表記します。 

平成 28 年 6月○日、Ａ氏から○○土木センター道路課（以下「担当課」という。）へ「自

宅に通じる道路が、雨で崩れて通れない。」と電話がありました。同日、現地に赴き、Ａ氏

へ西側市道（幅員 1.8m の砂利道。）部分について対応することを伝え、平成 28年度の受注

業者Ｄ社へ西側市道の補修工事を指示しました。 

 同月○日、西側市道の工事を施工した際、申立人かＡ氏のどちらからか、Ｄ社へ直接、

本件道路についても工事の依頼をされ、Ｄ社がアスファルト乳剤散布を行いました。 

その後、日時は不明ですが、本件○○地の所有者と名乗られるＥ氏から、「○○の一部を

工事してある。」との連絡があり、まずは場所や状況等を確認することを伝え、同日、現地

に赴き、Ｅ氏に連絡してどの範囲か尋ねましたが、「もういいです。」と言われました。 

平成 29 年 9月○日、Ａ氏から電話で西側市道の補修要望があり、後日、現地調査を行っ

て対応方針を決定し、平成 29年度の受注業者Ｆ社へ補修工事の指示を行いました。 

 同年 10 月○日、西側市道の工事を施工した際、申立人がＦ社へ本件道路についても施工

を依頼され、Ｆ社が本件道路の一部にアスファルト乳剤散布を行いました。 

 同年 11 月○日、Ｅ氏から担当課へ電話があり、「○○敷地の一部にアスファルトが勝手



67 

 

に撒かれているので元に戻してほしい。範囲は、公衆用道路の所有者と立会いをして決め

てほしい。」と言われたため、現地調査及び資料等で確認して判断する旨回答しました。 

 ａ部分の所有者等について確認するため資料を収集したところ、字図によれば、Ｅ氏の

主張どおり○○の一部と考えられ、一方で、地積測量図によれば、ａ１の一部とも考えら

れたため、結局のところ、所有者が誰か判断がつきませんでした。そこで、Ｆ社へ連絡し、

Ｅ氏の意見について伝えたところ、申立人や共有者の方の了解をもらえれば、アスファル

ト乳剤を剥がして元の状態にすることも可能との回答を得ました。 

 同月○日、担当者及びＦ社社員が申立人宅を訪問し、申立人の家族が対応されました。

担当者が、「Ｅ氏から、○○敷地の一部も工事されているので、アスファルト乳剤の部分を

撤去し、元の状態に戻してほしいとの連絡がありました。資料等を確認したところ、○○

敷地であるようにも思えるのでアスファルト乳剤を散布した砕石部分を撤去し、砕石を入

れ直したい。○○敷地の一部であることが分かれば、受注者に依頼されても今後は施工で

きません。」と説明した上で、どこまでが本件道路であるか範囲をお尋ねしましたが、申立

人の家族が「ここはＡ氏との共有地と認識しており、砂利を剥がされることは困るし、反

対である。砂利を剥がすのは税金の無駄遣いではないのか。」と言われたため、Ｆ社社員か

ら「この部分は当社判断で自費により行っているので、再施工も当社が自費で行います。」

と説明しました。詳細については申立人及びＡ氏と立ち会ってほしいとのことだったため、

改めて申立人とＡ氏と立会いを行うこととしました。 

 同月○日、申立人及びＡ氏と担当者及びＥ社社員で現地立会いを行いました。担当者か

ら、再度、Ｅ氏からの連絡内容及び方針を説明したところ、申立人が、「この場所は購入し

たａ１の一部であり、長い間使用してきた。家の建築時にも本件道路が北側の市道に接し

ていることとなっており、本件道路が他人の土地であるのであれば建築時の要件がおかし

くなってしまう。本件道路を元の状態に戻すことはＥ氏の主張を受け入れたことになるの

で了承できない。」と主張されました。Ａ氏も、「この場所は 50年以上使用し、共有地（公

衆用道路）の一部だと思っている。以前は、税金を払っていたが、現在は公衆用道路とし

て免除されている。税金を徴収していたのであれば、市で範囲を把握しているではないか。」

と言われたため、税金は登記簿面積で徴収されていると思われること、市に民地間の境界

を管理している部署はないことなどを説明しました。申立人が、「家族に字図を見せられた

そうだが、資料を集められたのか。」と尋ねられたので、法務局から、字図、旧字図、付近

の地積測量図、登記事項証明書を取得したことを説明し、明確に境界を示すものはないが、

字図によると、ａ部分は本件○○地の敷地内のようにも思われる旨伝えましたが、申立人

は、字図は昔のままの状態であり、現在の状況を示していないと主張されました。Ａ氏か

らは、土地の争い等は本庁に相談すればよいかとのお尋ねがあったため、土地の境界をは

っきりさせるのであれば、土地家屋調査士に依頼して境界立会いを行う手法や、法務局に

よる筆界特定の手法があることを説明しましたが、費用がかかることであるため、こちら

からは勧めませんでした。また、Ａ氏がＥ氏について尋ねられたため、詳細は把握してい
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ないが、内容にはよるものの、たとえ匿名の方からの要望でも市が関連することについて

は対応する旨伝えました。担当者としては、Ｅ氏からの要望をお伝えしたに過ぎないとこ

ろ、申立人及びＡ氏は市が原型復旧工事を行うと誤解されているようだったため、前回の

説明を含め、説明不足があったことについてお詫びするとともに、「市としては、民民間の

問題であるため、積極的に介入できません。最終的にはお互いで話し合うしかないのでは

ないかと思われます。」と伝えました。Ｆ社社員には、申立人らとＥ氏のお互いが了承され

たとおりに対応させていただくとの方針を確認しました。申立人及びＡ氏の認識をＥ氏に

伝えてよいとの了承を得た上で、結果は改めて報告することを伝えました。 

 同年 12 月○日、Ｅ氏から担当課へ電話があり、「まだ元の状態に戻っていないがどうな

っているか。」とのお尋ねだったため、「できれば現状のままにすることは可能ですか。現

場で立ち会ってお話できませんか。」とお尋ねしましたが、立ち会うつもりはないとのこと

でした。同日、Ａ氏からも担当課へ電話があったため、Ｅ氏へ話をしたが了承されなかっ

たことを伝えました。 

 同月○日、Ａ氏が担当課へファクスを送信されましたが、印字が不鮮明であったため、

Ａ氏に連絡をとって直接聞き取りを行うこととしました。 

 同月○日、申立人及びＡ氏と担当者で再度立会いを行ったところ、Ａ氏や申立人が、法

務局で登記簿や地積測量図を確認したこと、財務局では字図上の白地（本件○○地部分）

が国有財産ではないと確認できたこと、以上からａ１は北側市道に接していると考えられ

ることなどを主張されたため、市としては、市道の境界を確定した確固たる資料がないた

め判断できないことを説明しました。申立人が、前回の立会い時には、市は、本件道路の

範囲を示させた上で舗装を剥がすと言ったのではないかと聞かれたため、前回の立会いで

は、Ｅ氏の主張範囲を伝えたに過ぎず、市が舗装を剥がすと伝えたわけではないことを再

度説明しました。Ａ氏から、Ｅ氏が舗装を剥がすように主張されている理由を尋ねられ、

Ｅ氏所有の土地を勝手に工事されたとの認識から、元の状態に戻すように言われているこ

とを説明しました。また、今後については、民民間の問題なので、市が介入して解決でき

る問題ではないと思っていること、両者間で方針が決定しない間にＦ社が工事を行うこと

はないことなどを説明しました。申立人が前回持ってこられた資料を確認したいとのご希

望だったため、資料を示しながら、字図、旧字図、地積測量図、登記事項証明書、市道の

立会い記録であることを説明しました。法務局へ相談したときに字図の修正が行われてい

ること、地番「ａ０」は市道に取り込まれているのではないかと法務局で言われたこと、

そのことからａ１は北側市道に接していると考えられることなどを主張されたため、可能

性は否定できないが、市道境界が未確定である以上は断言できないこと、市道に接してい

るとしても、境界確定については○○土木センター総務課に境界立会申請が必要で費用が

かかるため強制するものではないこと、費用のかからないものとしては、土地家屋調査士

会による無料相談会が開催されていることなどを回答しました。申立人が、北側市道にあ

る境界標（地番ａ３○位置）についても尋ねられたため、道路と民地の境界を示している
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ものだが、手持ち資料に境界標の資料がないため、戻って確認する旨伝えました。 

 同月○日、申立人から担当課へ電話があり、Ｅ氏からは資料が提出されているのかとの

確認があったため、資料は提出されていないと回答しました。 

 同月○日、平成 30 年 1 月中旬、境界標の資料及び資料の開示について説明するため担当

者から申立人へ電話しましたが、ご不在だったためまだ回答できておりません。 

２ 本件道路について 

本件道路は、市が管理する公道ではなく、個人所有の公衆用道路です。一方、本件○○

地については、○○の所有者であるＥ氏が所有者と主張されているものの、登記簿上、所

有者、地目、面積のいずれも不明となっています。地番がないことから国有財産の可能性

が高いため九州財務局へ確認したところ、九州財務局では管理していないとのことで、現

況が○○ならば○○所有者の所有地であるとの見解でした。 

市道境界標については、熊本市と隣接する民地所有者で境界立会により確定した道路の

境界を示すものですが、あくまで道路の境界を示すものとして設置しているため、民民界

を示すものではありません。ａ部分との市道境界は、境界立会いを行った記録がないこと

から、北側市道に本件道路が接しているかという点も含め未確定であると認識しておりま

す。申立人が主張されている北側市道の本件○○地側の境界標は、平成元年に行われた道

路台帳整備事業に伴い、その地区の当時の町内自治会長及び無番地の土地（本件○○地）

の所有者と主張された方との境界立会いにより設置されたもので、あくまで、市道と民地

との境界を示すものになります。また、北側市道にはａ３○位置にも境界標を設置してい

ますが、申請により行われた平成 12年の境界立会い時に、対向地権者として立ち会われた

ａ３所有者との合意により設置されたものであり、同様に市道と民地の境界を示すための

ものです。 

３ 本件道路の取扱いについて 

（１） 本件道路の工事について 

経緯で述べたとおり、平成 28 年 6 月及び平成 29 年 9 月、Ａ氏から西側市道の補修要望

を受け、当時の受注者がそれぞれ砕石の補充及び敷き均し転圧、アスファルト乳剤散布工

事を行いました。アスファルト乳剤とは、アスファルト舗装施工時に接着剤の役割等で使

用される材料ですが、今回施工した西側市道は砂利道であるため、砕石転圧後の状態が少

しでも保たれるようにアスファルト乳剤を散布しました。 

一方、本件道路については、担当課発注工事の施工中に申立人又はＡ氏が当時の受注者

へ直接依頼されたもので、受注者の負担による工事としてアスファルト乳剤散布が行われ

たとのことです。なお、工事後、Ｆ社からは上記内容の報告を受けております。 

（２） アスファルト乳剤散布工事の原型復旧について 

 Ｄ氏からの「○○の敷地が勝手に工事してある。すぐに元の状態に戻してほしい。」との

要望を受けたことから、法務局の字図、地積測量図、登記事項証明書、市で管理する熊本

市道境界立会記録を職権の範囲内で取得し、現地調査を行いましたが、ａ部分がａ１か本
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件○○地敷地のどちらの一部に当たるかの明確な資料はありませんでした。 

担当課としましては、本件道路の工事は、市が発注した工事の範囲ではなく、申立人又

はＡ氏がそれぞれ当時の受注者へ依頼されたことによって施工されたものであるものの、

当該工事が市の発注した西側市道の工事の際に行われたものであることに配慮し、平成 29

年 9 月に工事を行ったＦ社へＥ氏の要望を伝え、申立人及びＡ氏へもＥ氏の要望について

伝え原型復旧が可能かを確認したものに過ぎず、市が原型復旧工事を実施することはあり

ません。申立人は、市が原型復旧工事を行うと思われているようですが、申立人及びＡ氏

とＥ氏が合意されて、Ｆ社に依頼された場合に工事が実施されることとなります。 

なお、Ｅ氏の主張について市で対応すべきことかを確認するため、職権の範囲内で資料

を取得しましたが、個人情報保護条例に該当するため、その取扱いには細心の注意をはら

っており、申立人及びＡ氏の個人情報について、了承なしにＥ氏へ伝えることは決してあ

りません。また、Ｅ氏からは、電話で要望内容を聞いたのみで、根拠資料の提出を求めて

おらず、申立人に対しても同様に対応しており、根拠資料の提出を求めたことはありませ

ん。 

４ 今後の方針について 

 本件につきましては、ａ部分の所有者が資料等から判断できない状態ですので、現時点

では、工事を依頼された申立人又はＡ氏の了承がない以上、ａ部分について「元の状態に

戻す」工事を行うことはＥ社も予定しておりません。仮に、了承を得て工事を行うことと

なったとしても、範囲については当初から定めておらず、了承される範囲での施工を行う

ことになると考えられます。 

市としましては、本件が民民間の問題であるため本件道路と本件○○地等の民地境界や

本件道路の原型復旧についての見解を示すことはできませんが、市の発注した工事に伴っ

て生じた問題であることから、両者の立会いや原型復旧に対する協議等、両者の意見交換

の橋渡しについて何らかの要請があれば真摯に対応していきたいと考えております。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件の問題点 

 申立人は、Ａ氏との共有地を公衆用道路として 42 年間使用しており、熊本地震後、市の

委託で近くの道路を補修していた業者が、当該道路にもアスファルト舗装をしてくれたが、

平成 29 年 11 月、市の担当者が一方的にアスファルトを剥がすと言い出したこと、その際

にアスファルトを剥がす理由などについて詳細な説明がなかったことが納得できないと主

張されています。そこで、本件に対する市の対応について、問題がなかったか検討します。 

２ 問題となっている土地について 

 前提として、本件で原型復旧工事をするか否かが問題となっている土地（以下「ａ部分」

という。）に対する主張について整理します。 

 申立人の主張によると、①昭和 45年頃に山林をＡ氏と共同で購入し、当該土地を複数に
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分筆し、その一部を申立人とＡ氏との共有にした上で、公衆用道路として 42 年間使用して

いた、②当該公衆用道路（地番ａ１・ ａ２の内ａ１部分）は、購入時から北側市道に面し

ており、それを裏付けるものとして、北側市道と当該公衆用道路とＥ氏の主張する○○と

の境界を示す市の設置した境界標がある、ということです。すなわち、申立人の主張によ

ると、ａ部分は地番ａ１の一部ということになります。 

一方、市の主張によると、①本件○○地の所有者と名乗られるＥ氏から「○○敷地の一

部にアスファルトが勝手に撒かれているので元に戻してほしい。」との連絡があったため、

業者が工事を行った部分の所有者等について確認したところ、字図によればＥ氏の主張ど

おり○○の一部と考えられ、一方で、地積測量図によれば地番ａ１の一部とも考えられた

ため、結局のところ所有者が誰か判断がつかなかった、ということです。また、②境界標

については、あくまで市道と民地との境界を示すものであり、ａ部分との市道境界につき

境界立会いを行った記録がないことから、申立人の主張する公衆用道路（地番ａ１）が北

側市道に接しているかという点も含め未確定であると認識している、ということです。す

なわち、市としては、「ａ部分はＤ氏が所有している○○敷地の一部である。」とのＥ氏の

主張が正しいとの判断はしておらず、ａ部分の所有者が誰か判断がつかない状態にあると

認識しているということになります。 

客観的な資料としては、法務局備付けの「地図に準ずる図面」（以下「図面」という。）

があります。オンブズマンが確認したところ、平成 29 年 12 月○日交付の図面によれば、

ａ１と北側市道の間に、無番地の土地（現況ではＥ氏がＥ氏所有地と主張される○○敷地

と思われる土地。以下「無番地の土地」という。）と地番「ａ０」という土地がありますが、

無番地の土地及び地番「ａ０」の土地は登記がされておらず、誰が所有しているものかは

不明です。そうすると、図面だけを見れば、確かに地番ａ１は北側市道に接しているとは

いえません。一方で、申立人が担当者に主張されたように、無番地の土地及び地番「a０」

の土地は市道に取り込まれており、地番ａ１は北側市道に接していると考えることも可能

性としてはあり得ますが、図面だけでは分からないと言わざるを得ません。 

また、登記簿を確認すると、地番ａ１は、昭和 46年 1 月○日に地番ａ１、ａ３、ａ４に

分筆されており、さらに、昭和 48 年 7 月○日に地番ａ１、ａ５に分筆されています。法務

局にある分筆時の地積測量図によると、無番地の土地は地番ａ１の北側（市道側）には存

在しない記載となっています。 

したがって、法務局にある図面、地積測量図の記載だけでは、地番ａ１が北側市道に接

しているかどうかは判断できず、ａ部分が地番ａ１の一部なのか、それとも○○敷地の一

部なのかは不明です。 

なお、申立人は、昭和 45 年頃に地番ａ１ほかの土地を購入した際、売主から「ａ部分は

地番ａ１の一部であり、市道に接している。」と説明を受けて購入し、遅くとも購入した土

地上に建物を建築した昭和 50 年頃以降はａ部分を市道から自宅敷地への進入道路の一部と

して利用してきたようですので、Ａ土地がどの地番の土地の一部であるかにかかわらず、
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申立人がＡ土地について所有権（共有持分権）を主張することができる状態にあることも

考えられます。 

３ 市の対応について 

 上記を踏まえ、本件について市の対応に問題がなかったかを検討します。 

 ａ部分にアスファルト乳剤を散布した経緯は、「市からの回答」によると、平成 28 年度

及び平成 29年度の受注業者が、それぞれ市の発注した西側市道の補修工事を行う際に、申

立人又はＡ氏から直接依頼され、受注業者の負担による工事として行われたものというこ

とです。この点、申立人も、「平成 28 年熊本地震の後、市の委託で近くの道路を補修して

いた業者が、本件道路にもアスファルト舗装をしてくれた。」と主張しており、両者の主張

に大きく異なるところはありません。 

その後、担当課では、Ｅ氏から「○○の敷地が勝手に工事してある。すぐに元の状態に

戻してほしい。」との要望を受け、資料の確認や現地調査を行い、ａ部分が地番ａ１か○○

敷地のどちらの一部に当たるか判断がつかなかったものの、ａ部分のアスファルト乳剤散

布が市の発注した西側市道の工事の際に行われたものであることを考慮し、平成 29 年 9月

に工事を行った受注業者へＥ氏の要望を伝え、申立人及びＡ氏へもＥ氏の要望について伝

えて原型復旧することが可能かを確認したということです。 

 当初、Ｅ氏から要望を聞いた時点では、担当者は、どこに対するどのような要望かを詳

細に確認してみないと、市が対応すべき要望か否かも判断できませんので、状況を確認す

るために、職権の範囲内で必要な資料を取得し、現地調査を行ったことなどの対応に問題

があったとはいえません。 

また、ａ部分や地番ａ１・ａ２のアスファルト乳剤散布については、申立人又はＡ氏が

受注業者へ直接依頼した工事であり、市が発注した工事ではないとしながらも、市の発注

した西側市道の工事の際に行われたものであることを考慮し、受注業者や申立人及びＡ氏

に対し、Ｅ氏の要望を伝えて原型復旧が可能かを確認したということです。市の発注した

工事でない以上、市が本件について申立人及びＡ氏とＥ氏との仲裁役を積極的に担う必要

があったとはいえませんが、本件の経緯を踏まえると、ａ部分について原型復旧できない

かを申立人やＡ氏へ確認しに行った市の対応に問題があったとはいえません。 

ただ、申立人は、市が相手側の言い分だけを聞いて一方的にアスファルトを剥がすと言

っていると思われており、また、アスファルトを剥がす理由などについても詳細な説明が

なかった旨主張されており、上記のような市の立場と考えは、申立人に対してきちんと伝

わっていなかったようです。平成 29年 11 月○日、同年 12 月○日の申立人及びＡ氏と市と

のやり取りは、両者の主張に一致していない部分が多く、具体的な内容を特定することは

できないため、担当者の説明に不備があったとはいえませんが、今後申立人やＡ氏からお

尋ねがあった場合は、市の考えが正確に伝わるように説明してもらいたいと考えます。 

申立人は、工事後 1 か月以上が経過してから突然、市の担当者が来てａ部分のアスファ

ルト乳剤散布工事の件について話をしたため、市が相手側の主張だけを認めて一方的にア
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スファルトを剥がすと思われたものと推察しますが、市としては、両者のどちらか一方の

主張を認めたということでも、申立人やＡ氏の同意なく原型復旧工事を行うということで

もありません。これまでも本件の土地に関連して問題が生じていたことからすれば、申立

人が不安に思われる気持ちは理解できますが、上記の市の立場についてはご理解いただき

たいと思います。 

４ 今後について 

 「市からの回答」によると、今後、市が原型復旧工事を実施することはなく、申立人及

びＡ氏とＥ氏が合意され、受注業者へ依頼された場合にのみ、受注業者によって原型復旧

工事が実施されることになるということです。市としては、「両者の立会いや原型復旧に対

する協議等、両者の意見交換の橋渡しについて何らかの要請があれば真摯に対応していき

たい」ということですので、両者からの要望があれば、本件に関して市の立場で可能なこ

とについては対応してもらいたいと考えます。 

 なお、本件の問題の根幹には、地番ａ１が北側市道に接しているのか、すなわち、ａ部

分の土地所有者が誰かという問題があります。この点について、申立人や共有者であるＡ

氏が根本的な解決を望まれるのであれば、弁護士など専門家へ相談するという方法も考え

られます。 

 

（１３）自宅敷地と道路との境界鋲 

【苦情申立ての趣旨】 

私の宅地と市道の境に生垣がある。生垣は、根が敷地内にあり、枝が市道側に出ている。

以前、宅地と市道の境界を示すために枝の下のところに数箇所青い釘が打ってあったが、

平成24年の白川水害で流されてしまっていた。 

平成29年5月頃、釘を打ちなおしてほしいと市に連絡したところ、2、3日後の夕方に職員

が2人来て、現場を確認した。「天気の良い日にまた来る。」と言ったが、翌日は晴れていた

にもかかわらず来なかった。 

約1か月後、私が病院から帰宅したら3人職員が来ていた。ピンクの釘を既に打っていた

が、根のすぐ近くに釘がうってあり、もともとの位置である枝の下のところと違っていた

ので、「抜いてください。」と言ったら、釘は抜いてくれた。しかし、道路にあった青い釘

については、釘がなくなっていたのに打ち直さなかった。もともと、平成29年1月か2月頃、

市から課長を含めて3人職員が来たときに、一番年の若い技師が、道路の中央に打ってあっ

た青い釘を指差しながら「これが境界ですね。」と言って、私も「境界です。」と言った経

緯があった。そうであるにもかかわらず、若い技師は「そのようなことは言っていない。」

と言うし、一緒にいた課長も若い技師をかばって何もしてくれなかった。 

本庁に問い合わせに行った際も、○○土木センターが担当と言われ、場所もよく分から

ずに苦労して行ったら、本庁が担当だと言われ、たらい回しにされた。確認のため、本庁

に電話をしたところ、最初に対応した職員は親切に対応してくれたのに、途中で上司らし
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き職員が「代われ。」といって、私に年齢を聞いてくるなど、失礼な対応をとった。その対

応に腹が立ったので、自宅に来るよう言ったら職員が2名来たが、話にならなかった。中心

後退の話をしたが、「管理課が所管ではない。」と言われ、取り合ってもらえなかった。そ

の後、2回ほど課長に上司を連れてくるよう話しているが、連れてこない。 

以上から、境界釘の件に係る市の対応はずさんで体質改善をする必要があると思うし、

私自身対応に納得がいかないので、苦情を申し立てる。 

 

【市からの回答】 

１ 本件経緯 

平成 28 年 12 月○日、申立人より上下水道局管路維持課（以下「管路維持課」という。）

に電話がありました。その内容は、「数年前に下水道を敷設した時に、ブロック塀の横の市

道を深く掘ったことと山砂で埋め戻したことが原因となって、今回の熊本地震後にブロッ

ク塀が傾いた。上下水道局にブロック塀の補修と補強をしてほしい。地震が一番の原因で

あるが、下水道を敷設しなければ傾くことはなかった。その証拠に、周囲には傾いている

ところはない。」というものでした。管路維持課から、「今回の地震の影響と考えられます

し、敷設後 7 年近く経過しているので、補償は難しいと思います。市は下水道保険に加入

しているので、保険会社の見解を聞いて再度伺います。」と伝えました。その後、保険会社

に見解を聞いたところ、下水道保険は下水道敷設自体の瑕疵による損害が対象で工事によ

る損害は対象ではないこと、本件は下水道敷設に瑕疵はなく、下水道敷設時の道路掘削に

よる地盤の緩みが問題となっていたとしても対象とはならない、という回答を得ました。 

 同月○日、管路維持課が申立人宅を訪問し、課内で協議の結果、地震の影響が大きいた

め補償はできないという結論になったこと、下水道敷設自体に瑕疵がないため保険も出な

いことを説明しました。申立人は、「地震が一番の影響であるが、下水が 2番目、全部やり

直せとは言わないから、補修で良いと言っている。」、「なぜ、真ん中ではなく、ブロック塀

側を掘ったのか。工事現場を見たが矢板をしていなかった。」、「道路は山砂だから、ブロッ

ク塀を建ててもまた倒れるおそれがある。補修できないならば、下水道を向こう側に移し

てほしい。」「下水道が入っているところは、市に寄附した土地である。土地を返せとまで

は言わないが下水道を移設してほしい。」とご要望されました。これに対して、補修は難し

いこと、工事については当時の現場写真を確認すること、下水道の移設はできないことを

回答しました。 

 同月○日、上下水道局管路維持課及び下水道整備課が工事写真を持参して申立人宅へ行

き、工事写真では矢板をして施工されていたことが確認できること及び地震が原因である

のでブロック塀の補修をできないことを説明しました。申立人は、「自分が工事を見たとき

は矢板をしていなかった。下水道工事が影響しているのは間違いないので、補修をできな

いなら移設してほしい。」と述べられました。移設できない旨を繰り返し説明しましたが、

「市長でも何でも相談してくれ。移設するまで何度でも電話する。」と述べられ、納得して
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いただけませんでした。 

 平成 29 年 1 月○日、管路維持課が申立人宅を訪問し、下水道工事の掘削範囲について、

申立人宅の西側道路上で説明をしました。申立人は、「掘削ラインはもっとブロック塀より

だった。掘って見せてほしい。」と述べられましたが、「掘ることはできません。」と回答し

ました。また、掘削範囲が道路の幅員内で行われたことを示すために、西側道路の官民境

界について地籍調査図面をもとにおおよその位置を現地で説明し、境界点の正確な位置は

土木管理課にお問い合わせしていただくよう案内しました。申立人は、「立会いもしていな

いし、押印もしていない。プレートも勝手に打たれていた。」と述べられたので、「土木管

理課に確認したところ、押印されていることを確認しています。地籍調査の資料は個人情

報になるので、こちらからお出しすることはできません。申立人から土木管理課に申請す

る必要があります。」と説明しました。その後、下水道の移設について申立人とお話してい

たところ、申立人のご家族が帰宅されて話し合いに参加されました。ご家族は、ブロック

塀の傾きの原因は地震であることに理解を示され、「工事については世帯主の自分が承諾し

た。掘削もそんなに際ではなかった。」と述べられましたが、申立人は納得されませんでし

た。ご家族は、「市はもう帰ってよい。父から今後電話があっても来ないでほしい。」と述

べられましたが、申立人は「帰る前に今後どうするかを決めてほしい。」と述べられたので、

地震が原因であるため移設できない旨を説明し当日の対応を終了しました。 

 同月○日、上下水道局給排水設備課（以下「給排水設備課」という。）から申立人宅へ下

水道受益者負担金（以下「負担金」という。）の催告書兼納付書を送付しました。 

 同月○日、申立人から管路維持課に、「どうなったか。説明に来てほしい。」という電話

がありました。これに対して、地震が原因であるため移設できないこと及びご家族から来

ないように言われているので訪問することはできないことを説明しました。 

 平成 29 年 3 月○日、申立人から給排水設備課に電話があり、「家屋の面積に比して負担

金が高くないか。」とご質問がありました。負担金は土地の面積に応じて負担金が賦課され

る制度である旨を説明したところ、制度についてご理解されたものの、お金を請求するな

ら一度現地を見てほしい。」というご要望がありました。給排水設備課で現地確認を約束し

ました。また、「下水道工事の埋設位置についても担当部署に見に来てほしい。」というご

要望があったので、管路維持課に引継ぎを行いました。同日、管路維持課から申立人に電

話したところ、「下水道工事後の水害でなくなった境界杭の復元をしてほしい。」というご

要望がありました。これに対して、下水道工事が原因ではないので、この場で即答できな

い旨を説明しました。 

 同月○日、給排水設備課が現地確認を行い、負担金のお支払いや徴収猶予制度等につい

て説明をしましたが、「下水道を道路の真ん中に移設しなければ負担金の支払いはしない。

担当部署に伝えてほしい。」と述べられたので、負担金の納付書及び下水道のパンフレット

をお渡しして帰りました。 

 同月○日、管路維持課から○○土木センター総務課（以下「○○土木」という。）へ、境
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界標復元に関する申立人へご要望への対応を依頼しました。 

平成 29 年 4月○日、○○土木は、道路に関する境界標の復元を行うために、申立人宅に

伺い、現地確認を行いました。申立人と初めて面会し、境界標の件について現地調査に来

たことを説明しました。調査終了後、「境界標の復元については雨のときは測量ができませ

ん。業務量が多いため時間はかかりますが、できるだけ早く対応します。」と説明しました。

申立人は下水道工事のことをお話になられたので、上下水道局の担当者と話をしていただ

くよう説明しました。 

同月○日午前 8 時〇分頃、境界標復元の準備ができたので、申立人宅へ伺う前に申立人

宅へ電話しましたが、電話に出られませんでした。午前 9 時〇分頃、申立人宅へ伺いまし

たが申立人はご不在でした。ご家族の方に事情を説明し、敷地内に車をとめさせていただ

いてから測量を開始しました。〇点の復元を行ったところで申立人がご帰宅され、「来るな

ら事前に連絡してから来てもらわないと。勝手に車もとめてから。」と述べられたので、当

日測量が可能になったこと、午前 8 時〇分頃に電話をしたこと、ご家族に説明し了承を得

た上で、敷地内に車をとめさせていただいた旨を説明いたしました。その後、〇点すべて

の復元が終わった後に、申立人に境界標の確認をしてもらいながら、昭和 60 年の境界立会

記録及び地籍調査の結果の説明を行いました。また、申立人から下水道の移設に関するご

要望があったため、管路維持課に伝えると回答し、同日中に管路維持課へ連絡しました。

管路維持課から申立人に電話し、下水道の移設をできない旨説明しました。申立人が、「市

民への対応が悪い。また話がしたいので自宅まで来てほしい。」と述べられたので、「ご家

族様に来ないでほしいと言われているので訪問できません。」と答えたところ、「家族が言

えば出てくるんだな。」と述べられたので、「ご家族様から電話があれば行きます。」と答え

ました。 

 同年 5月○日、申立人から土木管理課へ電話がありました。その内容は、「地籍調査で○

○番地と○○番地を合筆したことにより、負担金が増加した。家族が詳しい話をよく分か

らないまま立会いをし、押印してしまった。このような市民が不利になるような提案を、

市はしなくてよいのではないか。市で再度分筆をしてほしい。」というものでした。土木管

理課からは、「当時の資料等を確認してから、○日の 8 時〇頃に再度連絡します。」と伝え

ました。その後、資料を確認したところ、平成○年に地籍調査が実施され、○○番地を○

○番地に合筆したこと、立会いは所有者である申立人がしていること、押印してあること、

その他の手続きも問題がないことが分かりました。 

 同月○日午前 8時〇分頃、土木管理課から申立人へ電話をし、「資料を確認した結果、手

続きは適切に行われているため市では分筆することはできません。また、申立人ご本人人

から、書類に署名押印をいただいております。」と説明しました。これに対して申立人は、

「仮に自分が署名押印していたとしても、詳しいことは分からない。市なら、下水道の整

備があることを把握していたはずだ。それで、一筆にまとめたのは金をとりたいだけでは

ないのか。詐欺だ。自宅に来て説明しなさい。分筆しなさい。」と述べられたので、課内で
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調整して再度連絡する旨説明しました。同日午前 10時〇分頃、申立人から土木管理課へ「調

整に時間がかかっているがどういうことか。分筆するだけだろう。上司と家に来るだけだ

ろう。下水道工事の件でも、工事と呼べないような工事をしている。それも一度来て確認

しなさい。」という連絡がありました。土木管理課から、「先ほどもお話したが、市で分筆

することはできません。お金が絡むことなので、少し待っていただけないでしょうか。」と

説明すると、「では、明日また、今日と同じ時間に電話するように。」と述べられました。 

同月○日、土木管理課から申立人へ電話し、「負担金の件のほかに、西側の境界について

もあわせてご説明をしたいので、○日の 9 時〇頃にお伺いしたいのですが、ご都合はいか

がですか。」と伝えました。申立人は、「説明に来るのにそんなに先になるのか。分筆する

という話をするだけではないのか。」と述べられたので、「負担金の件と西側境界の件があ

り、別々に訪問すると申立人が忙しいとのことだったので、ご迷惑だろうと思い、一緒に

まとめて行ける日時を調整しました。また、分筆は難しく、電話でお話したことの繰り返

しになる可能性が大きいです。」と答えました。申立人は、「どうせ説明に来ても否定的な

ことしか言わないだけであろう。金をとりたいだけではないか。市民のための市役所では

ないのか。これは詐欺ではないのか、不利になることなら言わないので良いのに。道路の

境界の件などで、もともと田植えを一緒にしていた隣人が仲違いをしたことを何件も知っ

ている。全部市が絡んだことだ。自分は正直に協力してきたが、譲らない人が結果として

得をしているような状況ではないか。正直者が馬鹿をみている。自宅に来てまた説明しな

さい。」と述べられ、切電されました。 

同年 5 月○日、管路維持課、給排水設備課、土木管理課、○○土木の 4 課で、申立人宅

を訪問し、現地立会いをしました。申立人は、「境界鋲がマンホールの内側にあったが、ど

こにやったのか。前回の立会いのときに『ここが境界です。』と職員が示しただろうが。」

と述べられました。管路維持課が「この場所に境界点はありませんでした。前回示したの

は別の場所です。」と答えたところ、「嘘をつくな。確かにあった。」と述べられ、その後は

嘘をついたか否かの問答が繰り返されました。さらに、申立人は「○○土木が復元した境

界標が申立人の敷地側に寄っている。」と主張されたので、○○土木から地籍調査の結果を

基に測量機器を用いて境界の復元を行ったことを説明しましたが、申立人は「境界標の位

置について納得できない。鋲を抜いてくれ。」と述べられたため、○○土木の職員が復元し

た境界標のうち〇本を抜きました。また、「地籍調査のときに市が合筆するように言ったか

ら合筆したが、そのせいで負担金が増えた。市は、それを狙って言ったのだろう。」と申立

人が述べられたので、「それは関係ありません。市から合筆を指示したりはしません。あく

までご本人様の意思で決めていただいております。」と説明しました。その後、ご家族が立

会いに加わり経緯を説明したところ、ご家族は市の説明にご理解を示されました。申立人

は納得されず、「また呼んだら来るんだろうな。」と述べられました。管路維持課が「来て

もまた同じ説明をするだけです。」と答えたところ、ご家族が「市はもう来なくてもよい。」

と述べられました。 
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同年 7月○日、申立人から管路維持課に、「市長かそれに代わる者を連れてきてほしい。」

という電話があったので、「たとえ市長が来ても移設できないという結論は変わらないので、

私たちで対応します。」と答えました。 

同月○日、管路維持課で申立人宅を訪問しました。申立人が、「市長かその次を連れて来

いと言ったはずだ。そちらが境界点について嘘を突き通すなら、自分の押印も無効だ。」と

述べられたので、「市長は対応できないので私たちが対応します。押印を無効とすることは

できません。嘘もついていません。境界点ではなく、工事の掘削幅を示しました。」と説明

しました。続けて、「合筆をした方が良いと騙して、負担金を多くとるのだろう。土地の合

筆について印鑑は無効だから元に戻してほしい。」と申立人は述べられたので、「騙したと

いうことはありません。そのことについて、前回の立会い時に他部署の者が説明したと思

います。分筆するなら申立人の方でしていただくことになるのでお金はかかると思いま

す。」と説明しましたが、申立人は「自分はしない。そっちでしてくれ。」と述べられ、平

行線のまま話は終わりました。 

 同月○日、申立人から土木管理課へ電話があり、「市が保有している、自分の署名押印が

なされた書類を全部持ってきてほしい。また、トップの人を連れてきてほしい。」というご

要望がありました。これに対して、「担当が訪問します。書類は担当している部署が違うの

で地籍関係の書類だけ持って行きますが、必要であれば担当している部署を教えるので、

そちらにお問い合わせください。」と説明しました。 

 同月○日、土木管理課が申立人宅を訪問し、申立人が署名押印している地籍調査票及び

地籍調査結果閲覧表を示しながら、地籍調査や土地の分筆について説明をしましたが、申

立人は納得されず、下水道工事の不備の指摘や土地の分筆を市に求めるといったことを繰

り返され、ご理解していただけませんでした。さらに、途中から給排水設備課も加わり、

負担金の制度説明や未納分の負担金の催告を行いましたが、土地の合筆によって負担金の

金額が大きくなったとの認識で納得されず、納付書及び催告書を受け取られませんでした。

申立人から帰るよう促されたので、土木管理課及び給排水設備課ともに申立人宅から出た

ところ、ご家族様と居合わせました。事情を説明したところ、負担金についてはご家族様

がお支払いの意向を示されました。 

（１） 境界標について 

 申立人の宅地と、申立人の宅地の西側及び南側と接している市道については、平成 9 年

の地籍調査時に官民境界確定を行っています。境界点については、境界標を設置するとと

もに、地籍調査の成果として記録されております。本件では、申立人から境界標の復元の

ご要望があったため、○○土木が平成 29 年 4月○日に現地確認を実施し、同月○日に測量

を行って復元しました。その際に、境界標として、円状の赤いプラスチックかさがついた

鋲を設置しています。 

 なお、申立人は、「平成 29 年 1 月か 2月頃、市から課長を含めて 3 人職員が来たときに、

一番年の若い技師が、道路の中央に打ってあった青い釘を指差しながら『これが境界です
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ね。』と言って、私も『境界です。』と言った経緯があった。」と主張されています。平成 29

年 1 月○日に、管路維持課が西側道路の下水道工事の掘削範囲を説明する過程で、掘削範

囲が道路の幅員内で行われたことを示すために境界点に関する説明を行いました。その際

の詳細なやり取りについての記録はありませんが、仮に申立人から円状の青いプラスチッ

クかさのついた鋲について、「境界点か」とご質問を受けたとしても、管路維持課では所管

外の業務になりますので、「分かりません。」としか答えようがなく、申立人がご主張され

るようなやり取りはなかったものと認識しております。同年 5 月○日の立会い時にも、実

際に、道路の中央付近に円状の青いプラスチックかさのついた鋲を市が設置したという資

料は残っておらず、境界とは何ら関係のないものであると認識しております。 

（２） 申立人への対応について 

 最初に申立人から境界標の復元のご相談を受けたのは管路維持課でしたが、所管業務で

はないため、土木管理課及び○○土木に相談をしました。地籍調査を所管している土木管

理課では地籍調査の境界標の復元は行っていませんが、道路に関する境界標の復元につい

ては○○土木が所管しているため、○○土木が境界標の復元を実施いたしました。 

申立人は「たらい回しにされた」と主張されていますが、申立人のご質問やご要望が多

岐にわたったため、各部署で所管業務として対応できるご相談には対応し、対応できない

ものについてはほかの部署を案内してきたところです。この点につきましては、申立人に

おかれましては何卒ご理解いただきますようお願いいたします。 

 また、申立人とのお電話の中で突然に対応者が代わったり、お話の中で年齢をお聞きす

るといったことはしておりません。各部署ともに、申立人のご要望やご質問には可能な限

りご期待に沿うよう対応してまいりました。この点につきましても何卒ご理解いただきた

いと思います。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 申立人のご主張は、申立人所有の土地と市道の境界標をめぐるやり取りの中で、市の

対応に納得がいかないというものです。 

 まず、申立人がこのようなご不満を抱かれる発端となったのは、平成 29 年 1月○日に実

施された現地調査時のやり取りにあるように思われます。 

申立ての趣旨によれば、「平成 29 年 1 月か 2 月頃、市から課長を含めて 3 人職員が来た

ときに、一番年の若い技師が、道路の中央に打ってあった青い釘を指差しながら『これが

境界ですね。』と言って、私も『境界です。』と言った経緯があった。」ということです。こ

れに対して、「市からの回答」によると「平成 29 年 1 月○日に、管路維持課が西側道路の

下水道工事の掘削範囲を説明する過程で、掘削範囲が道路の幅員内で行われたことを示す

ために境界点に関する説明を行いました。その際の詳細なやり取りについての記録はあり

ませんが、仮に申立人から円状の青いプラスチックかさのついた鋲について、『境界点か』

とご質問を受けたとしても、管路維持課では所管外の業務になりますので、『分かりませ
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ん。』としか答えようがなく、申立人がご主張されるようなやり取りはなかったものと認識

しております。」ということです。 

オンブズマンとしては、現地調査時の具体的なやり取りについての客観的資料がないた

め、市の説明に不備があったかは認定することはできません。もっとも、オンブズマンが

調査したところによれば、問題となっている円状の青いプラスチックのかさのついた鋲は、

申立人所有の土地と市道の境目近くにはなく市道の中央にあることから、少なくとも申立

人所有の土地と市道の境界点には何ら関係ないものと考えられます。 

２ 次に、申立人は、市に「本庁に問い合わせに行った際も、○○土木センターが担当と

言われ、場所もよく分からずに苦労して行ったら、本庁が担当だと言われ、たらい回しに

された。」とご主張されています。「市からの回答」によれば、申立人がどこかの部署を訪

れたという事実はなく、実際に申立人がご主張されるようなやり取りがあったかは、これ

を示す客観的資料がないため認定できません。 

しかしながら、本件は境界標に関しての苦情申し立てとなっていますが、申立人と市の

間では、下水道工事に関すること、地籍調査に関すること、下水道受益者負担金に関する

こと等、市の職務に関して多岐にわたる内容の話が出てきています。市では、行政各分野

の広範な業務を行っており、それぞれに所管業務が割り振られています。今回の申立人の

ご要望やご質問に対応するとなると、1つの部署で対応するということは不可能であると考

えられ、4つの部署がそれぞれ所管業務について対応していたことについては、特に問題は

なかったものと考えられます。 

３ なお、申立人は「本庁に電話をしたところ、最初に対応した職員は親切に対応してく

れたのに、途中で上司らしき職員が「代われ。」といって、私に年齢を聞いてくるなど、失

礼な対応をとった。」とご主張されています。これに対して、市からの回答によると、「申

立人とのお電話の中で突然に対応者が代わったり、お話の中で年齢をお聞きするといった

ことはしておりません。」ということですが、具体的なやり取りの有無を示す客観的資料が

ないため、判断を示すことはできません。 

 

（１４）地籍調査に伴う自宅敷地の合筆 

【苦情申立ての趣旨】 

約20年ほど前、地籍調査があった。その際に、私の土地であるａ１番地とａ２番地につ

いて、市の職員が「合筆なさるですたい。」と言ったので、何気なく合筆を了承した。ａ１

番地とａ２番地はともに宅地ではあったが、ａ１番地は〇〇があるだけで、実質的には畑

として使われていた。また、当時は、ａ１番地については、受益者負担金を払う必要がな

かった。 

その後、平成22年頃に下水道設置工事があり、受益者負担金を支払うことになった。受

益者負担金を支払わなければならなくなり、土地の面積が大きくなったので、金額も増え

た。このような事態になることを、地籍調査のときに説明はしてくれていなかった。 
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平成29年5月頃から、地籍調査の件について土木管理課に話をしてきたが納得できるもの

ではなかった。また、受益者負担金についても、上下水道局から説明を受けたが納得でき

なかった。 

市は、合筆を勧めるならば、合筆後にどのようなことになるのかしっかりと説明すべき

である。市では、どのようなことになるのか知っているのに私は何も知らなかったのだか

ら、受益者負担金を増やすために合筆を勧めたとしか思えない。合筆した土地を分筆して

ほしいし、地籍調査時の説明に関する最近の土木管理課の対応や、受益者負担金に関する

上下水道局の対応に納得がいかないので、苦情を申し立てる。 

 

※本事案については、（１３）「自宅敷地と道路との境界鋲」及び（１９）「下水道工事によ

る塀の傾き」と関連した事案のため、【市からの回答】、【オンブズマンの判断】について

は、（１３）「自宅敷地と道路との境界鋲」を参照ください。 

 

（１５）地籍調査の説明 

【苦情申立ての趣旨】 

私は、熊本市○○区○○に土地（以下「本件土地」という。）を所有しており、昭和○○

年よりおよそ 60 年間親族が建てた家に、現在は一人で居住している。 

市から「地籍調査事業（官民境界等先行調査）に伴う境界立会について（お願い）」とい

う書面が平成 29 年 8月○日付けで送られてきて、同年 9月○日、本件土地と市道の境界立

会いが行われた（以下「平成 29 年立会い」という。）。 

土木管理課の○○氏と○○氏が来たが、本件土地を一周するような順番でほかの土地か

ら先にして、最後にまわされたため 40 分も待たされた。ようやく私の番になったが、ほか

の方々には丁寧に話していたのに、私に対しては周りに聞こえるような大声で話し、一方

的に「明治時代に道路の位置は決まっている。あなたの家が市道に出ている。」など言って、

私の話は一切聞いてくれず、高圧的で威嚇的な対応だった。また、私が平成 23年 4 月に提

出した写真のことを聞くと、対向地の地権者に聞こえるように、「そのような写真が提出さ

れた事実はない。」と大声で否定した。さらに、「これだけ市道にはみ出ている。」と言って、

私の家のブロック塀に白いチョークで線を書いてしまった。 

なお、前提として、本件土地については、これまでも境界について市等と揉めてきた経

緯がある。昭和 40 年代、市道に側溝が作られた際、市は、道路の中（対向地側）に側溝を

作った。平成 14 年 7 月○日、対向地の地権者が雇ったと思われる土地家屋調査士が「市の

調査」とかたったのを信じ、当時住んでいた○○から出て来て立会いに協力したが、恐喝

的な立会いだったため、翌○日、市の市民相談所に行って相談したところ、数日後、職員

の○○氏が現地に来て、元の道路の位置を確定した上で、「対向地との間には市道があるの

で大丈夫です。」と言ってくれた。ちなみに、その当時は、まだ前の対向地の地権者が建て

た家があったが、側溝部分も市道としてきちんと認識されており、市道の幅や位置は従来
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のままだった。しかし、今から約 10年前、現在の対向地の地権者が引っ越してきた際、側

溝部分を自分の土地にしてしまった。これが問題の発端であった。また、平成 23 年 4 月○

日、市から、「○○工事のためトラックを通せるように本件市道に鉄板を入れる。」との通

知があり、市職員の○○氏による境界立会いが行われた際、「町内会長の○○の立会いによ

り決定した。」と言われ、いつの間にか市道の位置が本件土地寄りに変更されていた。そこ

で、市民相談所を訪れ、相談員同席の上で、以前の市道の位置が分かる写真を土木管理課

に提出したところ、対応した市職員の○○氏は無言になり、「調べて連絡する。」と言った

のに、それ以降は何も言ってこなかったので、私の主張が認められたと思っていたが、平

成 29 年になって、いきなり立会いの書面が送られてきて驚いた。現在は、対向地が本来の

市道の位置を越えているため、道路幅が狭くなり、私の家の駐車場が使えず、一般の有料

駐車場を使用している状況である。 

平成 29 年立会いの際、証拠となる写真を処分したうえ、受け取った事実すら否定したり、

60 年前からの記録が一切ないという返事をしたり、対向地の地権者が雇った者の作成した

図を採用して、測量を行わずに道路の位置を決定したり、私の話を全く聞かないなど不公

正な調査が行われたこと、市職員の対応が私に対してだけ高圧的で威嚇的だったことが納

得できないので苦情を申し立てる。 

 

【市からの回答】 

１ 本件の経緯 

平成 29 年 8 月○日、官民境界等先行調査を行うため、平成 29 年 9 月○日 10:30～11:30

の間に○○地番、○○の申立人の所有地（以下「申立人所有地」という。）の境界立会いを

お願いする通知文「地籍調査事業（官民境界等先行調査）に伴う境界立会いについて（お

願い）」を郵送しました。 

同年 8 月○日、申立人から土木管理課（以下「担当課」という。）へ電話があり、「過去

に何度も立会いを行っており、今回も立ち会う必要があるのか。対向地（地番○○）が前

面に出てきており、道路幅員が狭くなった。前々回の立会いでは、市役所職員の態度が悪

く恫喝された。しかし、その後もう一度立会いを行ったときの職員は、対応が非常に丁寧

だった。業者と立ち会ったときも恫喝された。」旨おっしゃったため、「今回、○○ で調査

を実施しており、過去に立会いをしていただいた地権者にも、当時確定した境界の確認を

していただくために再度お願いしています。過去に立会いを行ったのであれば、市役所で

立会記録等を整理しているはずなので、何年くらい前に立会いを行ったか教えてもらえま

せんか。」と尋ねたところ、「立ち会った時期などをメモしたものを自宅に保管していたが、

泥棒が入って記録を盗んでいった。泥棒は業者と結託した組織的な犯罪だ。」とおっしゃっ

たため、こちらでも資料の有無を確認して、資料があれば立会い時に持参していく旨伝え

ました。その後、記録・資料等を確認しましたが、申立人所有地に関しては、平成 14 年に

対向地（地番○○）の申請で実施された際の境界立会記録しかありませんでした。 
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同年 9月○日、市職員 2名、委託業者 8名の計 10名を 2班体制に分けて、10:30～11:30

の時間帯で○○のうち○筆（予定では○筆。）の境界立会いを行いました。朝一番目（9:30

～10:30）は、県道○○線側を起点として境界立会いを始めたため、10:30 からも県道○○

線側から○○側へ向けて境界立会いを進めていく計画でしたが、その中で「早く立会いを

行ってほしい。」との要請が数名の所有者からあったため、要望を整理しながら順序を決め

て調査を実施しました。 

同日 11 時過ぎ、申立人所有地と対向地○○と市道○○第○号線（以下「○号線」という。）

との境界立会いを実施し（以下「本件立会い」という。）、担当者が、立会い順によりお待

たせしたことのお詫びをした上で今回の調査の趣旨を説明したところ、申立人が、過去の

資料や写真は見つかったか尋ねられました。当時の資料を確認したが、写真は見つからな

かったことを伝えたところ、「ないはずはない。資料の保管状況はどうなっているのか。」

とおっしゃったため、「記録がある分については、各部署で保管しています。」、「平成 14年

の立会記録によると、○号線の幅員は検図より○間○尺○寸となっており、幅員は○mと考

えられます。検図は明治時代に作られたものです。平成 14 年の立会記録では、○○側から

○号線の道路中心が推定されており、今回もそれを基に推定した道路中心から、あなた様

側と対向地側にそれぞれ○m（幅員○m の半分）の位置が市道と民有地の境界ではないかと

考えております。」と説明し、ご意見を聞かせてくださるようお願いしました。申立人が、

「ここは、60 年前から住んでおりブロック塀も変わっていない。ブロックが境界にかかる

はずはない。昔はもっと道路側にブロックがあったのを車や人が通りやすいように今の位

置までさがって道路を広げてあげた。それなのに道路境界が土地の中にあるなんておかし

い。以前写真を提出したからそれを見てくれれば分かる。」とおっしゃったため、資料を確

認したものの平成 14年の立会記録以外はなかったことを再度説明しました。このようなや

り取りを 10分ほど繰り返した後、市が主張する境界が具体的にどの位置かをブロック塀に

石筆で線を引いて見ていただきましたが、納得されず、結果的に境界は確定しませんでし

た。そこで、対向地の土地所有者に対しても、境界確定については不調に終わった旨を説

明して解散しました。 

２ 地籍調査事業及びそれに伴う官民境界等先行調査について 

「地籍調査」とは、毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査並びに境界

及び地積に関する測量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成すること（国土調査法第 2

条第 5 項）で、市民財産の保全はもとより、あらゆる土地に関する基礎資料を整備するこ

とを目的としています。現在の土地は、明治時代の地租改正事業で記録されたものを基に

されており、現在の状況と異なるものもあるため、地籍調査を実施し、土地の形状・面積、

地目を調査します。 

通常の地籍調査を行う場合、民有地間の境界についても同時に調査を行うため時間がか

かり、一定の範囲しか調査が進まない実情があります。そこで、地籍調査の実施が必要で

あるにもかかわらず、調査が難しく進捗が遅れている都市部おいては、より広範囲で官民
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境界等の明確化ができる官民境界（道路・水路などの街区の外周位置）のみの調査（境界

確認等）を先行して行い、基礎的情報の整理を行います。当該調査を実施することで、官

地と民地の境界が明確となるため、土地の売買や分筆、建築の際に必要な市との道路・水

路境界立会いが不要となったり、災害時に官民境界が速やかに復元され、道路やライフラ

インの復旧を迅速に行えたりするなどの利点があります。 

３ 申立人への対応について 

（１） 境界立会い及び境界確定について 

 道路境界立会いの流れとしては、市が根拠資料を基に道路幅員などの道路境界案を提案

し、土地所有者に同意をいただく場合が多いですが、土地所有者から根拠資料や代替案の

提示があった場合、道路線形や隣接の道路境界との整合性など道路利用に影響がないこと

を確認し、参考にさせていただくこともあります。土地所有者（隣接・対向含む）全員の

同意が得られた場合、同意書に署名・捺印いただき境界確定となります。同意が得られな

かった場合、立会不調として処理します。なお、測量は境界が確定した後に行います。 

本件につきまして、過去の立会記録では、申立人所有地周辺（隣接地・対向地）は境界

が確定しておりません。立会いに際しては、市が管理している「道路の境界立会記録」及

び明治時代に作成された「検図」、法務局の「字図」等の関係資料を基に説明しております。

申立人は「対向地の地権者が雇った者の作成した図を採用した」と主張されていますが、

そのような経緯はありません。具体的には、○号線については、検図に道路幅員が○間○

尺○寸=○mとあり幅員は○mであること、平成 14年の立会記録では○○側から○号線の道

路中心が推定されていたため今回もそれを基にし、さらに現地の道路の幅員も測った上で

その中心を道路中心と推定したこと、○ｍ幅員（道路中心から○m）について確保しようと

すると、申立人所有地及び対向地ともに現況は○号線に入り込んでいる状況であることな

どを説明しましたが、申立人にご納得いただけず、道路境界は確定できませんでした。そ

こで、申立人と対向地の土地所有者に立会不調の説明を行い、本件立会いは終了しました。 

ただ、申立人は「現在の対向地の地権者が引っ越してきた際、側溝部分を自分の土地に

してしまった。」と述べられていますが、平成 14 年の立会記録でも側溝は市道内とされて

おり、9 月○日の立会い時において、対向地の土地所有者は「側溝は市道内である。」とい

う認識でいらっしゃいました。また、誰が設置したものかは不明ですが、平成 14 年の立会

記録に記載のあったコンクリート杭（対向地○○と対向地の隣接地の○○境界付近）が現

在も設置されており、平成 14年の立会記録と現地の状況は整合していると考えられます。 

なお、今回の官民境界等先行調査では、○号線の道路境界は、申立人所有地（○○、○

○）と対向地（○○）以外は全て確定しております。 

（２） 境界立会いの順序について 

官民境界立会いの 1日の流れとしては、9:30～10:30、10:30～11:30、13:30～14:30、15:30

～16:30 の 4時間帯で、2班（又は 3班）で分担して、1筆 5分～20 分程度、1日あたり 40

筆～80 筆の調査を実施しております。境界立会いは、前後時間帯の調査位置などを考慮し、



85 

 

順番を決定しますが、所有者の方から「時間がない。」、「用事があるので早くしてほしい。」

などのご要望があった場合は、整理しながら順番を決めて調査を行います。限られた時間

の中で効率良く対応しておりますが、時間が多少ずれたりお待たせしたりする場合もある

ため、土地所有者にはその都度お待ちいただいたことへのお詫びと説明を行い、ご理解い

ただいております。 

平成 29 年 9月○日は、○時間帯で計○筆の調査を予定しており、朝一番目（9:30～10:30）

が県道〇〇線側の境界立会いでしたので、申立人所有地が含まれる 10:30～11:30 の立会い

も、県道から○○側に向けて実施していきました。同時間帯の実施予定地の中で、申立人

所有地は奥側（○○側）に位置していること、ほかの方から立会いを早くしてほしいとの

ご要望があったことなどから、申立人所有地及び対向地は同時間帯の最後に実施しました。

申立人は、10 時 30 分頃に〇〇を行われていたようですが、隣の土地の立会いに時間を要し

たため、一旦家の中に入られたようでした。11 時過ぎ、申立人が門のところに出てこられ

たので、境界立会いをお願いしました。立会いの予定時間帯内ではありましたが、立会い

順により 30分～40分ほどお待たせすることとなったため、申立人にお詫びと説明を行いま

した。 

（３） 境界立会い時の職員の対応について 

 本件立会いでは、申立人のご主張を聞きながら、関係資料を基に道路幅員の話、現況道

路の状況や対向地側の主張などを一通り説明しました。申立人は、「高圧的」、「威圧的」な

対応だったと主張されていますが、ほかの土地所有者の方々と特段異なる対応は行ってお

りません。声の大きさに関しましても、ほかの土地所有者への対応と同じ通常の声量で説

明しており、特に大声を出したりはしておりません。 

「私の家のブロック塀に白いチョークで線を書いてしまった」とのご主張につきまして

は、境界が民地側に入り込んでいると想定される場合、通常、構造物に目印として石筆（比

較的容易に消すことが可能なもの。）で書いて示すことによって境界位置案を明確に認識し

ていただくよう努力しており、その際には、一度お声をかけて線を引かせていただいてお

ります。今回は、道路と民地の境界であると想定される位置に申立人宅のブロック塀があ

り、石筆で線を引いて境界位置案を示したものです。 

申立人は、平成 23年に市道の位置が分かる写真を提出したと主張されていますが、過去

の資料等を確認したところ、写真は確認できませんでした。また、「証拠となる写真を処分

したうえ、受け取った事実すら否定した」と主張されていますが、本件立会い時に、写真

の処分についての回答及び受け取った事実を否定するなどの対応は行っておりません。本

件立会いの際も、写真を現在もお持ちであれば見せていただけないかとお願いしましたが、

家に泥棒が入って盗まれたと言われ、写真については確認できませんでした。 

４ 今後の方針 

今回の官民境界等先行調査業務においては、現地立会い、境界確認作業の中で申立人と

市の意見が異なり境界確定には至りませんでした。立会期間は過ぎましたが再度ご説明等
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を希望される地権者様には随時対応していきます。また、調査時期は未定ではありますが、

今回確認できなかった官民境界については、地籍調査の一環である後続の一筆調査（官民

境界だけでなく民有地間の境界についても調査を行う。）時に再度説明を行い確定できるよ

う努めます。さらに、通常のとおり、土木センターで個人申請の手順に則り、道路境界の

立会いを行うことも可能です。 

今後も市民の皆様に地籍調査及び境界立会いに対してご理解とご協力をいただけるよう

に、丁寧な説明と誠実な対応を続けてまいります。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ オンブズマンの調査の対象について 

 申立人は、苦情申立ての趣旨で述べられているように、申立人の所有地である○○の地

番○○、○○（以下「本件土地」という。）に関する平成 14 年頃からの対向地権者や市と

の境界立会い及びそれに係る職員の対応等について問題にされているようです。しかし、

熊本市オンブズマン条例では、「オンブズマンの管轄は、市の機関の業務の執行に関する事

項及び当該業務に関する職員の行為」（第 6 条柱書本文）とされており、また、「苦情の申

立てに係る事実のあった日又は終わった日から 1年以上経過しているとき。」は当該苦情を

調査しないと定めています（第 15 条柱書、同条第 3 号本文）。したがって、申立人が主張

されている平成 14 年や平成 23 年の対向地権者や市との境界立会い及びそれに係る職員の

対応等についてはオンブズマンの調査の対象とはなりません。この点は、申立人にも説明

し、ご理解をいただいたところです。そこで、本件においては、平成 29年 9 月○日に行わ

れた本件土地と熊本市道○○第○号線（以下「○号線」という。）の境界立会い（以下「本

件立会い」という。）の際、市の申立人への対応に問題がなかったかについてのみ検討する

こととします。 

２ 申立人への対応について 

（１） 立会いの順序について 

 申立人は、「本件土地を一周するような順番でほかの土地から先にして、最後にまわされ

たため 40 分も待たされた。」と主張されています。 

「市からの回答」によると、申立人の主張されるように、本件土地及び対向地（○○の

地番○○。以下「地番○○」という。）の立会いは、10 時 30 分～11 時 30 分の時間帯の最

後に実施したということです。そのような順序で行った経緯については、「市からの回答」

に詳しく記載されています。通常、官民境界等先行調査における境界立会いを行う場合、「前

後時間帯の調査位置などを考慮し、順番を決定しますが、所有者の方から『時間がない。』、

『用事があるので早くしてほしい。』などのご要望があった場合は、整理しながら順番を決

めて調査を行」っており、本件についても、県道○○線側から○○側へ向けて境界立会い

を進めていく計画の中で「早く立会いを行ってほしい。」との要請が数名の所有者からあっ

たためそれも考慮して順序を決めた、ということです。 
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待っている間、申立人はそのような事情をご存知なかったですし、待つ側は時間が長く

感じられるものですから、なぜ、自分が最後にまわされたのかと疑問に感じられたり、そ

のことで不快に思われたりしたお気持ちは理解できます。しかし、官民境界等先行調査の

場合、申請に基づき境界立会いを行う場合とは異なり、市は立会いを依頼する立場になり

ますから、順序を早くしてほしいという方の要望等を考慮しながら順序を決めるのはやむ

を得ないことだと考えます。また、市が事前に送付した「地籍調査事業（官民境界等先行

調査）に伴う境界立会について（お願い）」には、立会日時として「10 時 30 分～11 時 30

分の間」との記載があり、この時間内に実施されたことは両者の主張から明らかですし、

担当者は待たせたことについてお詫びしたということですから、市の対応に問題があった

とはいえません。 

（２） 境界確定及びその説明について 

 申立人は「対向地の地権者が雇った者の作成した図を採用して、測量を行わずに道路の

位置を決定したり、私の話を全く聞かないなど不公正な調査が行われた」と主張されてい

ますが、「市からの回答」によると、「市が主張する境界が具体的にどの位置かをブロック

塀に石筆で線を引いて見ていただきましたが、納得されず、結果的に境界は確定しません

でした。」とのことで、本件土地や地番○○と○号線の道路境界は確定しておらず、○号線

の位置もまだ決定していないことになります。 

申立人の主張される「対向地の地権者が雇った者の作成した図」が、何を指しておられ

るのかはっきりと分かりませんが、「市からの回答」によると、市が資料として用いたのは、

「市が管理している『道路の境界立会記録』及び明治時代に作成された『検図』、法務局の

『字図』等の関係資料」ということです。「検図」は、明治時代に作成された平面図で、道

路や水路等の幅員が記載された資料であり、○号線の部分にも幅員の記載があります。古

い資料なので判別が難しいところもありますが、土木管理課では「○間○尺○寸」と記載

されていると判断したということです。また、本件土地に関する「道路の境界立会記録」

は、平成 14 年の境界立会記録しかなかったということで、オンブズマンも内容を確認しま

したが、その記載によると、地番○○の当時の地権者が「道路境界立会願」を申請され、

平成 14 年 7月○日及び同年 8月○日に地番○○を申請地としてその周辺の土地・道路の境

界立会いが行われています。その周辺土地の地権者数名からは市に対して「道路境界確認

書」が提出されていますが、市の決裁文書の記載では、地番○○と〇号線との境界につい

ては、「今回申請については、過去参考立会記録（S54.12.○）を基に検図幅○間○尺○寸

（○m）で話を行ったが、関係地権者（○○・○○地先と○○地先）の間にある市道につい

ては、地権者同士の話し合いがつかず不調とした。○○地先と○○地先の間にある市道に

ついては、協議成立したが、○○・○○地先に影響があるため、保留としたもの。」となっ

ており、平成 14 年の立会いでも、本件土地や地番○○と○号線の道路境界は確定していな

かったことが分かります。 

 境界確定における土地所有者、道路管理者（市）は、あくまで地権者として同等の立場
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で境界立会いを行うもので、お互いの合意がなければ境界は確定されません。市としては、

上記資料に基づき、市の考えとして「○号線については、検図に道路幅員が○間○尺○寸=

○m とあり幅員は○m であること、平成 14 年の立会記録では○○側から○号線の道路中心

が推定されていたため今回もそれを基にし、さらに現地の道路の幅員も測った上でその中

心を道路中心と推定したこと、○ｍ幅員（道路中心から○m）について確保しようとすると、

申立人所有地及び対向地ともに現況は○号線に入り込んでいる状況であることなど」を述

べたものということになります。申立人は、申立人の考えられる境界の位置と市が説明し

た境界の位置が異なることから、不公正な調査が行われたと思われ、また、担当者が、市

の主張する境界が具体的にどの位置かを示すためブロック塀に石筆で線を引いたことなど

から、市が道路の位置を決定したと思われたのではないかと推察しますが、市は、関係資

料に基づき市の見解を説明したに過ぎず、そのことに問題があったとはいえません。 

（３） 本件立会い時の職員の対応について 

 申立人は、ほかにも、「ほかの方々には丁寧に話していたのに、私に対しては周りに聞こ

えるような大声で話し、…、高圧的で威嚇的な対応だった。」、「私が平成 23 年 4 月に提出

した写真のことを聞くと、対向地の地権者に聞こえるように、『そのような写真が提出され

た事実はない。』と大声で否定した。」、「『これだけ市道にはみ出ている。』と言って、私の

家のブロック塀に白いチョークで線を書いてしまった。」など、職員の対応について苦情を

述べられています。これに対し、市は、「ほかの土地所有者の方々と特段異なる対応は行っ

ておりません。声の大きさに関しましても、ほかの土地所有者への対応と同じ通常の声量

で説明しており、特に大声を出したりはしておりません。」、「本件立会い時に、写真の処分

についての回答及び受け取った事実を否定するなどの対応は行っておりません。」、「境界が

民地側に入り込んでいると想定される場合、通常、構造物に目印として石筆…で書いて示

すことによって境界位置案を明確に認識していただくよう努力しており、その際には、一

度お声をかけて線を引かせていただいております。今回は、道路と民地の境界であると想

定される位置に申立人宅のブロック塀があり、石筆で線を引いて境界位置案を示したもの

です。」と述べています。 

 本件立会い時のやり取りについては、両者の主張が異なる部分があり、具体的にどのよ

うなやり取りがされたのかは不明なため、担当者の対応に問題があったかどうかは判断で

きませんが、申立人としては、市の見解がご自身の考えと異なるものだったため、高圧的

で威嚇的な対応だったと感じられたのではないかと考えます。境界確定の問題は土地の権

利関係にかかる重要な問題ですから、担当課には、今後も、市民の方々の理解を得られる

ように十分な説明と丁寧な対応をこころがけてもらいたいと希望します。 

３ 今後の方針について 

 市としては、「立会期間は過ぎましたが再度ご説明等を希望される地権者様には随時対応

していきます。」、「今回確認できなかった官民境界については、地籍調査の一環である後続

の一筆調査…時に再度説明を行い確定できるよう努めます。」、「今後も市民の皆様に地籍調
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査及び境界立会いに対してご理解とご協力をいただけるように、丁寧な説明と誠実な対応

を続けてまいります。」ということです。オンブズマンとしても、今後、申立人、対向地権

者、市との協議により境界が確定し、長年の申立人の懸案が解消されることを望みます。 

 

（１６）マンションの建築確認（市民Ｃ） 

【苦情申立ての趣旨】 

自宅のすぐ近くに「○階建て○○」直高約○メートルと「○階建て賃貸マンション」直高

約○メートル（以下「本件建物」という。）が建設されることになっている。これについて

は、平成２８年９月下旬に「建設地」（以下「本件土地」という。）周辺の一部の住家に「Ａ

社」（以下「建設業者」という。）が配布した書面によって公にされました。 

本件建物の敷地は、周辺の既存住居敷地よりも○～○○メートル程度高いうえ、住居か

ら見て東南方向に位置していることから、重大な環境悪化が生じることが確実視されたの

で、昨年１０月以降、本件土地及び本件建物に関連する熊本市の行政行為について法的な

問題はないのか、関係各課に説明を求めましたが法律に沿って適正に処理されていること

を説明していただけません。 

本件土地の西側にある住居は、既存建物のすべてが○階建て以下の戸建住宅で街並みが

形成されています。この低層住宅の環境を多くの住民は愛でていましたが、熊本市は地元

住民へ十分な説明もなく、平成８年に第二種中高層住居専用地域に指定しました。これに

よって資金さえあれば建築高は無制限となり、今回の住民が望まない建築物の出現を許す

元となっています。 

そして熊本市に自治会が本件土地の跡地利用に関する懸念を伝え、善処をお願いしてい

たにも関わらず、地元の想いは完全に無視されて、建設業者の望む建築物に組織を上げて

協力しています。 

 本件土地は、西側の住宅敷地よりも○メートル～○○メートルほど高い位置にあること

から、この先、本件建物が完成すれば周辺の居住者には冬場の日照阻害が著しいだけでな

く、天空を覆う建築物からの威圧感に１年中苛まれることになります。建築行政は、後か

ら建築する側に配慮を求め、このような不都合が生じないように調和を図ることが本来の

使命であるはずです。 

平成２８年１０月○日の地元説明会での建築指導課の回答は、「建築確認申請が上がって

くれば確認書をおろすしかない。」の一点張りです。建設業者が建築確認申請を出す前から、

すでに審査結果は決まっていると言わんばかりです。また、建設業者は「早い段階から地

元に説明すると、反対されて建築ができなくなるので説明はしなかった。現在の計画を変

更することはない。」とのこと。この建設業者の横柄で頑なな姿勢の後ろには大きな後ろ盾

の存在が見て取れました。 

私たちは、建設業者が自ら地元に配慮することはないと考えましたので、この説明会の

なかで建築指導課には建築確認審査における法的適正の確保と、建設業者と地元住民の双
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方が歩み寄るための采配をお願いしたのですが、一方通行となってしまいました。 

説明会では建築指導課から、当地域における建築審査について説明らしい説明もなかっ

たことから、後日、自治会長と共に建築指導課を訪ね、「こんな建物をこの場所に建てるこ

とが本当に法令上認められるのか。きちんと建設業者を指導しないからこういうことにな

っているのではないか。」と問うと、対応した建築指導課長は「建築確認は指定検査機関で

あるＢ社がすることになっており、私たちには手が出せない。」と言われ、また「建設業者

には文書配布ではなく、もっと早い時期に地元説明会をさせるべきだったのではないか。

そういった指導はしたのか。」という指摘についても、「建設業者には建築指導要綱を渡し、

地元への十分な説明をお願いしていた。言うことを聞かない業者にはなすすべもなく、今

回のケースは環境紛争調整委員会に仲裁を依頼するとよい。」と、環境政策課への相談を勧

めるなど、まるで建築指導課は当事者ではないという対応でした。 

建築指導課から十分な説明がないので、本件建物の建築が法令上適切なのか自ら検討し

たところ、幾つかの疑問点が生じたので１１月に何度か建設指導課へ行き法的な質問をし

ましたが「審査はＢ社がするので、こちらには資料もない。こちらでは判断できないので、

設計をした業者に聞いてほしい。」と言われましたが、建築指導課の存在意義を指摘すると、

「建築確認がおりた後に、もしＢ社の審査に違法が見つかれば、その時は建築確認を取り

消す。」という回答で話を終えました。 

熊本県にＢ社に対する熊本市の権限の有無を確認したところ、「熊本市はＢ社に審査中の

指導ができるし、熊本市にも資料はあるはず。」とのことであり、建築指導課長は、その場

しのぎの嘘を言っていたようです。 

その後、設計業者の「Ｃ設計：○○」と「Ｄ設計：賃貸マンション」に設計の根拠を確

認しましたが、肝心な部分では身勝手な解釈を繰り返すばかりで埒があきませんでした。 

その後さらに検討を重ねたところ、本件建物は熊本市内の他の第二種中高層住居専用地

域にある同様な建物に比べ、どう見ても建築制限が緩く、立地条件を比べればむしろ本件

建物が厳しく建築制限を受けるべきであるのに、現実はそうなっていないことに気付き、

その原因をさぐるために建築基準法を読み進めると、「前面道路」という言葉に行き着きま

した。 

そこで、平成 28 年 11 月○日に建築指導課へ情報公開請求を行い、建築基準法施行令第

１３１条の２「前面道路とみなす道路」に規定されている「指定」に関する資料を求めた

ところ、「熊本市の全域において同条に規定する街区の指定をしていない」「特定行政庁が

指定するものについては、その街区が接する道路を前面道路とする」という回答がありま

した。 

この回答からすると熊本市には、「前面道路」は存在しないはずであるが、現実には「前

面道路」として審査が行われており、本当に指定する文書がないのであれば、熊本市は、

建築基準法施行令第１３１条の２を口先で運用していることになります。このことは建築

基準法に違反しているだけでなく、法の下の平等を捻じ曲げる許されない行為です。 
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もし、前面道路でないとすれば、○階建て○○は一部が○階建てとなり、○階建て賃貸

マンションは○階以下となります。 

加えて、○階建て賃貸マンションは建築基準法第５６条の２の別表四に規定する２時間

半以下の日照阻害規定の確認図を、西側の住居敷地高と本件建物の敷地高が同じ条件のも

とで作図していますが、現実は○メートル以上の敷高差があり、これを考慮すると当規定

を満足しないことになります。 

本当に、この建築基準法第５６条の２の別表四が敷地間の高低差を無視できるなら、そ

の他の多くの条項にある敷地の高低差に対する細やかな規定とはまったく整合が取れませ

ん。建築基準法はそんな支離滅裂な法律でしょうか。 

同条の規定は、敷地高から１．５メートル、４メートル、６．５メートルの３段階です。

このうち第二種中高層住居専用地域に規定する４メートルは、日照を受ける側の１階の屋

根に日が当たる高さの面で日影図を作成することを示しています。業者の作成している日

影図は、敷地高の差を考えると、住居の敷地から○メートル上の○階の屋根の面で作成さ

れており、これでは同条が規定する最大値６．５メートルさえ超えることになります。 

熊本県に当条文の適用について尋ねると、他の特定行政庁の判断への口出しはできない

と明言を避けました。この条項について、建築指導課は、なぜ建設業者の身勝手な解釈を

認めるのか、その根拠を住民にわかりやすく説明する必要があります。 

ちなみに、現実の高低差を考慮した上で日照阻害を２時間半以下とするためには、建築

物の幅は５メートル近く狭くする必要がありますが、それに伴う部屋数の減少によって、

１部屋当たりの建設コストが増大し、採算を取るのが難しくなります。これが本当の理由

であって、本来、○階建て賃貸マンションを本件敷地に建てることは困難であるが、どう

にかして建てることができるように、敷地間の高低差を無視するための身勝手な解釈を建

築審査に取り入れているとしか考えられません。 

そもそも、建築指導課が平成 28 年 10 月○日の地元説明会で、建築申請の審査に関して

は建築基準法の適用に一点の曇りもないことが説明できていれば、熊本市・建設業者・地

元住民間に、この問題は発生していないはずです。 

ところが、反対に熊本市は積極的に説明をしないばかりか、説明会では「建築確認申請

が上がってくれば確認書をおろすしかない。」と言い、その後の質問においては「建築基準

法の適用に間違いがあれば、建築確認は取り消す。」という発言を繰り返し、説明の先延ば

しを図っていただけでした。 

結局、建築指導課は建築確認審査の内容を私たちに説明することもなく、現在に至って

います。 

本件建物は、周辺の地形や土地利用などの条件を考慮すると、他の第二種中高層住居専

用地域にある同様の建築物と比較して、厳しく建築制限するべきであるにも関わらず、建

築確認の審査が相当に緩いのではないかという私たちの気持ちはいまだに拭えていません。 

被災して全国から厚い支援をうけている現状を憂慮して、私たちは熊本市の多くの不都
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合な事実も口外せず、熊本市の良心だけを頼りに訴え続けてきました。この気持を一抹の

泡以下に扱われてしまったと思うと誠に残念です。 

私たちは平成 28 年 10 月○日の地元説明会以来、建築指導課の真摯な説明を待っていま

すが、その説明もないまま、今年の３月に○階建て賃貸マンションは建築確認書がおりた

と聞きました。 

建築指導課は、これまでの約束どおり、建築確認の審査内容が適正であることを、地元

住民に説明してください。そして、説明ができないのであれば、建築確認を取り消してく

ださい。 

また、本件建物の審査が、同様の環境下にある実際の建築物の審査と比較しても、公平

な基準の適用となっていることを示す形で、説明責任を果たしていただきたいと考えます。 

 

【市からの回答】 

１ 本件の経緯について 

平成 28 年 9月○日、申立人（Ｅ氏、Ｆ氏）宅の近くに建築される○階建てマンション（以

下「本件建物」という。）に関し、市内で建築物及び工作物の建築等を行う場合、確認申請

の前に、建築主から本市に対し提出をお願いしている「建築確認申請事前調査報告書」の

提出を受けました。 

 同年 10 月○日、本件建物の周辺住民から、本件建物の建築に関して建築主であるＡ社が

開催する住民説明会（以下「本件説明会」という。）に建築指導課及び管財課（以下「建築

指導課等」という。）にも同席してほしい旨の強い要望があり、中立的な立場という条件で

説明会への出席を了承しました。 

 同月○日、建築指導課等が本件説明会に出席しました。本件説明会は、本来、Ａ社が建

築計画等に関して周辺住民に説明するためのものですが、住民側から建築指導課等に対し

ては、「説明を受けていない」「一部にしか説明していない」「中高層の建物を規制してくだ

さい」「地元が反対しているのに市は認めるのか」「地震で住民が苦しんでいるのにこれ以

上苦しめないでください」「設計者が計画の変更を受け入れないし、説明にも納得できない」

「要綱が機能していないので、要綱の意味がない」「紛争が起こっている書類を受け付けな

いでほしい」等の意見が出ました。これらの意見に対し、建築指導課は、「要綱が求めてい

るのは届出であり、許可とは異なる。書類が揃っている以上受付をしなければならない。

確認申請については、建築基準法（以下「法」という。）に適合していれば、建築確認済証

を出さなければならないことをご理解いただきたい。」旨回答しましたが、ご納得いただけ

ませんでした。 

 同月○日、申立人（Ｅ氏）が町内自治会長らと一緒に建築指導課へ来課され、法が定め

る日影制限や斜線制限に関してお尋ねがありましたので回答しましたが、ご納得いただけ

ませんでした。 

 同月○日、申立人（Ｅ氏）から建築指導課へ電話があり、「本件建物は法に適合していな
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いと思うが、設計者の説明では納得できないので市で判断してほしい。」旨述べられました。

これに対し、市からは、「建築確認申請が市に提出されていないので判断できないが、法の

一般的なことについてはお答えします。」と回答しました。 

 同月○日、前日に申立人（Ｅ氏）から頂いていたご質問に回答しましたが、ご納得いた

だけませんでした。 

 同月○日、申立人（Ｅ氏）から、「本件建物について設計者から説明を聞くので、設計者

の説明が法に則したものかどうか同席して確認してほしい。」旨の依頼がありました。 

 同年 11 月○日午前、申立人（Ｅ氏）及び町内自治会長に対し、住民に対して設計者が説

明を行う場に同席することを了承する旨伝えるとともに、法の解釈について説明する場を

市役所で用意することを了承する旨伝えました。その際、日程を決めていただくようにお

願いしましたが、申立人（Ｅ氏）から、「設計者からもう一度詳しく話を聞いて、疑問点を

整理したい。それからお邪魔する。」旨の回答を受けました。 

 同月○日、町内自治会から、本件建物の建築に反対する旨の署名が提出されました。 

 同月○日、申立人（Ｅ氏）から市に対し、市長への手紙に対する返答が遅い旨ご指摘が

あったため、建築指導課から申立人（Ｅ氏）に対してご説明致しました。その際に、申立

人（Ｅ氏）は、「自治会に対して、まだ市役所に説明を聞きに行かないように自分が止めて

いる」「管財課及び住宅課がまともな回答をしないのに聞きに行っても意味がない」旨を述

べられました。 

 同月○日、申立人（Ｅ氏）が建築指導課へ来課され、前面道路及び平均地盤面の解釈に

ついて疑義が残る旨を述べられました。 

 同月○日午前、町内自治会長より建築指導課に電話があり、本件建物の建築計画につい

て市で規制することはできないのか確認したいとおっしゃられたため、都市計画法及び法

に適合している限り規制はできない旨回答しました。 

 同日午後、申立人（Ｅ氏）より、建築基準法施行令（以下「施行令」という。）令第 131

条の 2 についての指定に関する決裁文書の情報開示請求がされました。市では同条に基づ

く指定はされていないため、申立人（Ｅ氏）に電話してその旨説明しようとしましたが、

指定がないのであれば前面道路ではないとおっしゃり、電話を切られました。 

 同年 12 月○日、申立人（Ｅ氏）の情報開示請求に対し、文書は不存在である旨回答する

とともに、補足文書として、「本市では市域全体において施行令第 131条の 2第 1項にある

街区についての指定はしておりません。」「参考までに、施行令第 131 条の 2 第 1 項の取扱

いについて建築基準法質疑応答集の中では以下のとおり解説されております。『道路斜線制

限については、次のような緩和措置がある。…本来建ぺい率、容積率、建築物の高さとい

うものは、現行法で採用している敷地単位の規制よりも街区単位で規制する方が望ましい

ことであるが、実施問題としてはなかなかとり入れ難い。しかし、土地区画整理事業を施

行した地区その他これに準ずるような整備の行われた地区で特定行政庁が指定するものに

ついては、その街区が接する道路を前面道路とみなして、その街区のブロック単位で規制
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を受ければ良いこととし、ブロック内の個々の敷地単位の規制は受けないこととしてい

る。』」「また逐条解説建築基準法及び詳解建築基準法改訂版の中では道路斜線制限につきま

して以下のとおり解説されています。『道路斜線制限は、市街地における重要な開放空間で

ある道路及び沿道の建築物の日照、採光、通風、などの環境を確保することを目的とする

制限である。』」「よって、敷地に接する法の道路は前面道路として道路斜線制限を適用する

ことと考えます。ご理解の程よろしくお願い致します。」という内容の文書（以下「補足文

書」という。）を添付しました。 

 同月○日、申立人（Ｅ氏）から電話があり、補足文書の内容について説明しましたが、

ご納得いただけませんでした。 

 平成 29 年 2 月○日、Ａ社から指定確認検査機関であるＢ社に対して本件建物の建築確認

申請がされました。 

 同月○日、町内自治会長、申立人（Ｆ氏）ら 3名が来庁され、建築指導課、都市政策課、

管財課の各課にて対応しました。このとき、前面道路については、施行令第 131 条の 2 に

ある前面道路の指定をしていると建てる側に有利に働く内容で、市では指定していないこ

とを説明しました。また、本件建物については指定確認検査機関に建築確認申請がされて

いることに関し、確認検査機関に委託しているのは市であり、市に責任があるのではない

かとのご指摘がありましたので、確認検査機関は市から業務委託をしているわけではない

ことを説明するとともに、確認検査機関が確認済証を交付した場合には報告書が提出され、

疑義があれば市が事情を聞いたり立入り検査を行ったりすることになるので、そういう意

味での責任はあると認識していることを説明しました。この説明に対しては、建築確認が

他人任せになり、市では建築計画の建築基準関係規定適合性が全く分からなくなるのでは

ないかとのご指摘がありましたが、法改正により、民間活用によるサービス向上のため現

在は指定確認検査機関でも行政と同様に建築確認が可能となっており、県外の確認検査機

関でも書類上での確認審査ができるようになっていることを説明しました。その後、建築

協定についての質問を受け、地権者全員でなくとも良いものの、地権者の同意が必要であ

ること、建築協定については、必要であれば市が出向いて説明を行うことも可能であるこ

とを説明しました。 

 同月○日、Ｂ社が本件建物の建築確認を行いました。 

 同月○日付けで、Ｂ社が本件建物の建築確認を行ったことについて、確認審査報告書が

市へ提出されました。 

２ 建築確認について 

 法第 6条第 1 項本文は、「建築主は…建築物を建築しようとする場合…においては、当該

工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定に適合するものであることについて、

確認の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済証の交付を受けなければならな

い。」と定めています。この規定に基づき、建築計画が建築基準関係規定に適合することに

ついて確認することを建築確認といいます。 
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建築確認の際に適合性を確認する建築基準関係規定は具体的な技術的基準であり、適合

性判断における裁量の余地はなく、建築計画が建築基準関係規定に適合していれば、確認

をしなければならないものであるとされています。例えば、建築計画が建築基準関係規定

に適合している以上、地域住民がその建築物の建築に反対している場合においても、これ

を理由に確認をしないことはできません。 

なお、法は、第 1条で、「この法律は、建物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の

基準を定めて、国民の生命、健康及び財産の保護を図り、もって公共の福祉の増進に資す

ることを目的とする。」と定めています。ここにいう「最低の基準」の意味については、一

般に、安全性等の確保と建築コスト等を考慮した基準であり、十分望ましい状態となるほ

どの内容のものではないと解されています。したがって、建築基準関係規定は、それに適

合する建築物であれば誰にとっても望ましい建築物となるようなものではありません。 

申立人は、「建築行政は、後から建築する側に配慮を求め、このような不都合が生じない

ように調和を図ることが本来の使命である」旨主張されていますが、上記のとおり、建築

確認に関しては、「最低の基準」である建築基準関係規定に適合している場合には建築確認

をしなければならないということ、建築基準関係規定に適合している建築物であれば誰に

とっても望ましいものというわけではないことについて、先ずはご理解いただきたいと存

じます。 

３ 建築確認の主体等について 

 先に述べたとおり、本件建物については、指定確認検査機関であるＢ社に建築確認の申

請がされ、同社によって建築確認が行われています。 

法第 6条第 1 項本文は、「建築主は…建築主事の確認を受け、確認済証の交付を受けなけ

ればならない。」と定めており、法第 6 条の 2 第 1 項は、「…建築物の計画…が建築基準関

係規定に適合するものであることについて…国土交通大臣又は都道府県知事が指定した者

の確認を受け、国土交通省令で定めるところにより確認済証の交付を受けたときは、当該

確認は前条第一項の規定による確認と、当該確認済証は同項の確認済証とみなす。」と定め

ています。このような法の規定により、建築確認は、特定行政庁に設置される建築主事の

ほか、国土交通大臣又は都道府県知事が指定した者（以下「指定確認検査機関」という。）

も行うことが可能です。 

本件においては、市に設置された建築主事ではなく、指定確認検査機関に建築確認の申

請がされたことから、法第 6 条の 2 第 1 項に基づき指定確認検査機関による建築確認が行

われたものです。 

 もっとも、法第 6条の 2第 5項によれば、指定確認検査機関は、「…確認済証…の交付を

したときは…確認審査報告書を作成し、当該確認済証…の交付に係る建築物の計画に関す

る国土交通省令で定める書類を添えて、これを特定行政庁に提出しなければならない。」と

定められ、同条第 6項によれば、「特定行政庁は…確認審査報告書の提出を受けた場合にお

いて…確認済証の交付を受けた建築物の計画が建築基準関係規定に適合しないと認めると
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きは、当該建築物の建築主及び当該確認済証を交付した同項の規定による指定を受けた者

にその旨を通知しなければならない。この場合において、当該確認済証は、その効力を失

う。」と定められています。すなわち、ある建築物について指定確認検査機関に建築確認の

申請がされ、指定確認検査機関が当該建築物について建築基準関係規定に適合するものと

認めて確認済証の交付を行った場合、指定確認検査機関は確認審査報告書を特定行政庁に

提出しなければならず、この場合において、特定行政庁が、当該建築物が建築基準関係規

定に適合しないと認めた場合には、特定行政庁の判断によって当該確認済証の効力を失わ

せる事が可能となっています。 

このような法の趣旨は、建築行政の主体である特定行政庁に、その所管区域において行

われる建築確認についてすべからく知らしめ、必要に応じて違反是正対策等の措置を講ず

ることを可能とすることにあり、指定確認検査機関が行った確認の内容を特定行政庁が再

度審査するためではないとされています。すなわち、指定確認検査機関が特定の建築物に

ついて建築確認を行い、確認済証を交付した場合、市においては、改めて当該建築物につ

いて建築基準関係規定適合性をひとつひとつ確認すべきものではなく、審査確認報告書そ

の他の端緒から当該建築物の建築基準関係規定適合性について疑義が生じた場合にはじめ

て、聴き取りや立入り等の調査を行って建築基準関係規定の適合性を確認すべきことにな

ります。市においても、指定確認検査機関によって確認済証が交付された建築物の建築基

準関係規定適合性を確認するため、年間数十件の立入り等を行っていますが、これは、審

査確認報告書の内容やその他の事情に照らし、当該建築物の建築基準関係規定適合性に疑

義が生じた場合に行っているものです。 

 本件において、市は、平成 29 年 2月○日に本件建物の建築確認にかかる審査確認報告書

を受理しており、その内容を確認していますが、本件建物が建築基準関係規定に適合しな

いものであると疑われるものではありませんでした。 

 申立人は、本件建物の建築基準関係規定適合性について市自らが判断することを望まれ

ているものと思われますが、上記のとおり、現行法上、指定確認検査機関に対して建築確

認の申請が行われた場合、市は、当該指定確認検査機関が行った建築確認の内容に疑義が

生じた場合に初めて、当該建築物の建築基準関係規定適合性を確認すべきものであると考

えておりますので、指定確認検査機関であるＢ社に対して建築確認の申請が行われ、審査

確認報告書等から建築確認の内容に疑義が生じていない本件において、申立人のご要望に

沿うことは出来かねます。 

 なお、申立人は、「熊本県にＢ社に対する市の権限の有無を確認したところ、『市はＢ社

に審査中の指導ができるし、市にも資料はあるはず。』とのことであり、建築指導課長は、

その場しのぎの嘘を言っていたようです。」旨主張されていますが、市から確認したところ、

県の担当部署においても『市はＢ社に審査中の指導ができるし、市にも資料はあるはず。』

との認識は有していないとのことでした。 

４ 申立人が主張される法令の規定について 



97 

 

（１） 建築基準法施行令（以下「施行令」という。）第 131 条の 2 について 

 施行令 131 条の 2第 1 項は、「土地区画整理事業を施行した地区その他これに準ずる街区

の整った地区内の街区で特定行政庁が指定するものについては、その街区の接する道路を

前面道路とみなす。」と規定しています。 

 前面道路とは、原則として、建築物の敷地に接する道路をいいます。施行令第 131 条の 2

第 1 項は、その例外として、一定の場合には、特定行政庁の指定によって、敷地に接して

いない道路も前面道路とみなすことを定めた規定です。 

申立人は、「…施行令第 131 条の 2…に規定されている『指定』に関する資料を求めたと

ころ、『市の全域において同条に規定する街区の指定をしていない』…という回答がありま

した。この回答からすると熊本市には、『前面道路』は存在しないはずである」旨主張され

ていますが、上記のとおり、施行令第 131 条の 2 第 1 項は、例外的に建築物の敷地に接し

ていない道路を前面道路とみなすための規定ですので、市において施行令第 131条の 2第 1

項に基づく街区の指定をしていないということは、敷地に接していない道路が同規定に基

づいて前面道路とみなされることがないということを意味するにとどまり、建築物の敷地

に接する道路は指定の有無に関わらず当然に前面道路として扱われることになりますので、

ご理解いただきたいと存じます。 

（２） 法第 56 条の 2について 

法第 56 条の 2 が定める日影規制は、住宅地における日照を確保するため、昭和 52 年の

法改正により定められたものです。これは、中高層建築物が周囲に落とす日影の時間を制

限することにより、日照条件の悪化を防ごうとするもので、冬至日における真太陽時の午

前 8 時から午後 4 時までの間に測定面に生ずる日影を、用途地域、建築物の高さや階数、

建築物の敷地の境界線からの距離に応じて、日影時間を規制しています。ここに言う測定

面とは、法第 56 条の 2第 1項に言う「…表（は）欄の各項に掲げる平均地盤面からの高さ

の水平面」を言います。「平均地盤面」の意義については、法別表第 4 により、「当該建築

物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面からの高さをいう」と定義され

ています。 

この点に関し、申立人は、「○階建て賃貸マンションは建築基準法第 56 条の 2 の別表四

に規定する 2 時間半以下の日照阻害規定の確認図を、西側の住居敷地高と本件建物の敷地

高が同じ条件のもとで作図していますが、現実は○メートル以上の敷高差があり、これを

考慮すると当規定を満足しないことになります。本当に、この建築基準法第 56条の 2の別

表四が敷地間の高低差を無視できるなら、その他の多くの条項にある敷地の高低差に対す

る細やかな規定とはまったく整合が取れません。建築基準法はそんな支離滅裂な法律でし

ょうか。同条の規定は、敷地高から 1.5 メートル、4メートル、6.5 メートルの 3段階です。

このうち第二種中高層住居専用地域に規定する○メートルは、日照を受ける側の 1 階の屋

根に日が当たる高さの面で日影図を作成することを示しています。業者の作成している日

影図は、敷地高の差を考えると、住居の敷地から○メートル上の○階の屋根の面で作成さ
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れており、これでは同条が規定する最大値 6.5メートルさえ超えることになります。」と主

張されていますが、上記のとおり、法の規定によれば、「平均地盤面」は建築物が地面と接

する位置の平均の高さにおける水平面からの高さによって導かれ、測定面は当該平均地盤

面からの高さによって導かれるもので、原則として、測定面を決定するにあたって建物の

敷地と周囲の土地の高低差を考慮することはありません。また、この原則に対する例外と

して、法には、建築物の敷地が周囲の土地より低い場合にその高低差を考慮する規定（法

第 56 条の 2 第 3 項、施行令第 135 条の 2）はあるものの、本件のように建物の敷地が周囲

の土地より高い場合に、その高低差を考慮して測定面を低く設定する旨の規定はありませ

ん。 

申立人は、「建築指導課は、なぜ建設業者の身勝手な解釈を認めるのか、その根拠を住民

にわかりやすく説明する必要があります。」と主張されていますが、日影規制における測定

面は法令上上記のように定められていることを繰り返しご説明しており、ご理解いただき

たいと存じます。 

５ 申立人への説明について 

申立人は、「市は積極的に説明をしないばかりか、説明会では『建築確認申請が上がって

くれば確認書をおろすしかない。』と言い、その後の質問においては『建築基準法の適用に

間違いがあれば、建築確認は取り消す。』という発言を繰り返し、説明の先延ばしを図って

いただけでした。」と主張されていますが、説明会においては、地域住民から「地元が反対

しているのに市は認めるのか」「地震で住民が苦しんでいるのにこれ以上苦しめないでくだ

さい」等の訴えがあったため、建築確認の申請が市に対してされた場合には、書類が揃っ

ている以上受付をしなければならないこと、法に適合していれば建築確認済証を交付しな

ければならないことを説明したのであり、申請があれば必ず確認済証を交付する旨述べた

ものではありません。 

また、申立人は、「建築指導課は建築確認審査の内容を私たちに説明することもなく、現

在に至っています。」「建築指導課の真摯な説明を待っています」「建築指導課は、これまで

の約束どおり、建築確認の審査内容が適正であることを、地元住民に説明してください。」

などと求められていますが、先に述べたとおり、本件建物については指定確認検査機関に

対して建築確認の申請がされ、指定確認検査機関によって建築確認が行われて確認済証が

交付されています。そのため、市としては、確認検査報告書その他の事情に照らして本件

建物の建築基準関係規定適合性に疑義がない限り、本件建物の建築基準関係規定適合性を

別途確認することはありません。そして、市が本件建物の建築基準関係規定適合性を審査

していない以上、建築確認の具体的な審査内容等について市から説明をすることもできま

せん。更に、本件建物の建築基準関係規定適合性について市から具体的な説明をすること

ができないということについては、申立人に対しても、理由を踏まえて繰り返し説明し、

理解を求めてきたところです。 

 以上のとおり、市としては、建築確認の申請が市に対してされておらず、本件建物の建
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築基準関係規定適合性について市から具体的な説明をすることができないという事情の下

において、申立人に対し、市が本件建物の建築基準関係規定適合性を確認して説明するこ

とはできないことやその理由について可能な限り説明してきたものと認識しております。 

一方、本件においても、法等の一般的な解釈など、市から説明することができる事項に

関しては、申立人のご質問等に応じて、平成 28 年 10 月○日、同月○日、平成 29 年 2 月○

日の口頭での説明や補足文書において可能な限りの説明を行ってきました。 

また、同年 10 月○日に申立人（Ｅ氏）から「本件建物について設計者から説明を聞くの

で、設計者の説明が法に則したものかどうか同席して確認してほしい。」旨依頼を受けた際

にはこれを了承し、住民に対して設計者が説明を行う場に同席するとともに、法の解釈に

ついて説明する場を市役所で用意することを伝えた上で、日程を決めていただくようにお

願いしており、申立人の要望に応じて引き続き説明を行っていくつもりでおりました。し

かし、申立人（Ｅ氏）から、「設計者からもう一度詳しく話を聞いて、疑問点を整理したい。

それからお邪魔する。」旨回答を受け、さらに同年 11 月○日に「自治会に対してまだ市役

所に説明を聞きに行かないように自分が止めている」「管財課及び住宅課がまともな回答を

しないのに聞きに行っても意味がない」旨述べられるなどし、現在に至るまで日程を定め

られることがなかったため、申立人と設計者が同席する説明の機会がなかったものです。 

６ 今後の方針について 

 本件建物については、確認審査報告書等を確認したところ、確認審査に対する疑義はな

く、聴き取り調査や立ち入り調査等を行う予定はありません。申立人に対しては、法の求

める最低の基準の意味や法解釈についてこれまでも説明を行ってきたところではあります

が、今後もご要望があれば説明に努めたいと考えております。 

 また、市は、「熊本市中高層建築物の建築に関する指導要綱」（以下「要綱」という。）に

基づいて、本件建物の建築主に対して「建築計画の周知・説明」や「その経過等の届出」

について指導しており、建築主も地元説明会を実施するなどしているところですが、申立

人が様々に主張している建築主が配慮すべき事項と建築計画の間にはいまだに開きがある

状況であるため、今後とも、要綱の目指す相互理解が進むよう、建築主に対し、継続的に

地域の皆様へ丁寧な説明を行うよう働きかけていきたいと考えております。 

 加えて、本件の建築計画について、一部の住民の方々から説明を聞いていない等の声が

あったことから、本年度から要綱の一部を改正し、近隣住民へ早期に広く周知の機会をつ

くるため、建築主が現地に建築計画概要の看板を設置するよう指導していくこととしてお

ります。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ はじめに 

 本件において、申立人は、「建築指導課は、これまでの約束どおり、建築確認の審査内容

が適正であることを、地元住民に説明してください。そして、説明ができないのであれば、
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建築確認を取り消してください。」と要望されています。申立人は、自宅の近くに建設され

ることになった建物（以下「本件建物」という。）の建築計画は建築基準関係規定に適合せ

ず、法令上建築することが許されないものであると考えられており、市の責任においてそ

の疑義を解消するか、本件建物の建築を阻止することを求められているものと思います。 

 これに対し、市は、「市としては、確認検査報告書その他の事情に照らして本件建物の建

築基準関係規定適合性に疑義がない限り、本件建物の建築基準関係規定適合性を別途確認

することはありません。そして、市が本件建物の建築基準関係規定適合性を審査していな

い以上、建築確認の具体的な審査内容等について市から説明をすることもできません。」と

回答しています。 

 このような市の対応が適切か否かを判断するにあたり、まず、本件と関係する限りにお

いて、建築確認という制度の仕組みについて確認しておきたいと思います。 

２ 建築確認の仕組みについて 

建築基準法（以下「法」という。）第 6 条第 1 項は、「建築主は…建築物を建築しようと

する場合…においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定に適合す

るものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済証の

交付を受けなければならない。」と定めており、この規定に基づき、建築計画が建築基準関

係規定に適合していることを確認することを建築確認といいます。国土交通省が公表して

いる資料「最近の建築確認件数等の状況について（平成 29 年 1月～3月分）」によれば、熊

本県内における建築確認申請 2766 件のうち、2695件について建築基準関係規定に適合して

いることが確認されています。 

 建築確認の主体は、従来は特定行政庁（本件の場合、市がこれに当たります。）に設置さ

れる建築主事のみとされていましたが、その後の法改正によって法第 6条の 2が新設され、

現在では、国土交通大臣又は都道府県知事が指定した者（以下「指定確認検査機関」とい

う。）も建築確認を行うことができることとされています。この法改正の趣旨については、

従来特定行政庁において行っていた建築確認を指定確認検査機関によって行わせることに

より、建築確認にかかる特定行政庁の負担を軽減し、特定行政庁の能力を違反建築の是正

に集中させることにあるとされています。 

 指定確認検査機関が建築確認を行い、建築計画が建築基準関係規定に適合することを確

認して確認済証を交付した場合には、指定確認検査機関は、特定行政庁に対し、確認審査

報告書を提出しなければなりません（法第 6条の 2第 5項）。この場合、特定行政庁におい

て当該建築計画が建築基準関係規定に適合しないと認めるときは、特定行政庁は、当該確

認済証の効力を失わせることができるとされています（同条第 6項）。 

３ 指定確認検査機関に対して建築確認申請がされた場合の市の責任について 

 以上に確認したとおり、現行法の下においては、特定行政庁に設置される建築主事だけ

でなく、指定確認検査機関も建築確認を行うことができるものとされおり、本件において

は、指定確認検査機関（Ｂ社）に対して建築確認の申請がされています。市に対して「建
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築確認の審査内容が適正であることを、地元住民に説明してください。」と求める申立人に

対し、市の対応が先に述べたようなものに止まっているのは、指定確認検査機関に対して

建築確認申請がされた場合の特定行政庁の責任に関する市の見解が、「指定確認検査機関に

対して建築確認の申請が行われた場合、市は、当該指定確認検査機関が行った建築確認の

内容に疑義が生じた場合に初めて、当該建築物の建築基準関係規定適合性を確認すべき」

というものだからです。そこで、次に、指定確認検査機関に対して建築確認申請がされた

場合の特定行政庁の責任のあり方について検討します。 

 建築確認は建築物の安全性を守るための公的制度であり、判例においても、「指定確認検

査機関による確認に関する事務は，建築主事による確認に関する事務の場合と同様に，地

方公共団体の事務であ」る旨判示されています（最高裁平成 17年 6 月 24 日決定）。したが

って、指定確認検査機関が建築確認を行った建築計画が建築基準関係規定に適合しないも

のである場合には、特定行政庁は、法第 6 条の 2 第 6 項に基づき確認済証の効力を失わせ

るなど、自らの責任において適切に対応すべきことは言うまでもありません。 

 しかし、一方で、法第 6 条の 2 第 1 項は建築確認に係る特定行政庁の負担を軽減し、特

定行政庁の能力を違反是正に集中させることを目的として新設されたものですから、指定

確認検査機関が建築確認を行った建築計画全てについて、特定行政庁がその建築基準関係

規定適合性を審査しなければならないとすれば、法第 6 条の 2 第 1 項の趣旨を没却するお

それがあり、合理的とは言えません。 

 以上のような法の趣旨に鑑みれば、「指定確認検査機関に対して建築確認の申請が行われ

た場合、市は、当該指定確認検査機関が行った建築確認の内容に疑義が生じた場合に初め

て、当該建築物の建築基準関係規定適合性を確認すべき」という市の見解は合理的である

と言わざるを得ません。 

 したがって、市が本件建物の建築計画について、その建築基準関係規定適合性を審査す

べきと言えるか否かは、本件建物の建築計画が建築基準関係規定に適合しないという疑い

が一定程度存在するか否かによることになります。 

４ 本件建物の建築計画が建築基準関係規定に適合しないという疑いの有無について 

この点、市からの回答によれば、「本件において、市は、平成 29 年 2 月○日に本件建物

の建築確認にかかる審査確認報告書を受理しており、その内容を確認していますが、本件

建物が建築基準関係規定に適合しないものであると疑われるものではありませんでした。」

とのことですが、申立人は、本件建物の建築計画が建築基準法施行令（以下「施行令」と

いう。）第 131 条の 2及び法別表第 4に反する旨主張されています。そこで、次に、この点

について検討します。 

（１） 施行令第 131 条の 2第 1項について 

 まず、申立人が主張されている施行令第 131条の 2 第 1項について検討します。 

申立人は、「建築指導課へ…施行令第 131 条の 2『前面道路とみなす道路』に規定されてい

る『指定』に関する資料を求めたところ、『熊本市の全域において同条に規定する街区の指
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定をしていない』『特定行政庁が指定するものについては、その街区が接する道路を前面道

路とする』という回答がありました。この回答からすると熊本市には、『前面道路』は存在

しないはずであるが、現実には「前面道路」として審査が行われており…このことは建築

基準法に違反しているだけでなく、法の下の平等を捻じ曲げる許されない行為です。」と主

張されています。 

 施行令第 131 条の 2第 1項の規定を見てみると、「土地区画整理事業を施行した地区その

他これに準ずる街区の整った地区内の街区で特定行政庁が指定するものについては、その

街区の接する道路を前面道路とみなす。」との記載があります。申立人は、前面道路とは同

項に基づく特定行政庁の指定を受けた道路であり、市が同項に基づく指定をしていない以

上、市内には前面道路は存在しないはずだと主張されているものと思います。 

 しかし、市からの回答にあるとおり、一般に、前面道路とは建築物の敷地に接する道路

のことをいい、建築物の敷地に接している以上、特定行政庁による指定がなくとも前面道

路として扱われることになります。つまり、本件建物の敷地に接する道路は、施行令第 131

条の 2 第 1 項に基づく指定の有無に関わらず前面道路に該当することになりますので、申

立人の主張には理由がないと言わざるを得ません。 

（２） 法第 56 条の 2の別表 4 について 

 次に、申立人が主張されている、法別表 4について検討します。 

 申立人は、「○階建て賃貸マンションは建築基準法第 56 条の 2 の別表 4 に規定する 2 時

間半以下の日照阻害規定の確認図を、西側の住居敷地高と本件建物の敷地高が同じ条件の

もとで作図していますが、現実は○メートル以上の敷高差があり、これを考慮すると当規

定を満足しないことになります。」と主張されています。 

 法別表第 4 は、日影の測定面について、第 1 種低層住居専用地域及び第 2 種低層住居専

用地域は平均地盤面から 1.5 メートルの高さの水平面と定め、第 2 種中高層住居専用地域

を含むその他の用途地域は平均地盤面から 4 メートル又は 6.5 メートルの高さの水平面と

定めています。オンブズマンが調査したところ、一般的な見解によれば、これらの高さは 1

階及び 2 階の高さを想定したものされています。すなわち、低層住宅に係る良好な住居の

環境を保護するため定める第 1 種低層住居専用地域等に関しては 1 階の窓面の高さで目標

となる日照時間が確保されるよう日影を制限し、その他の地域については 2 階の窓面の高

さで目標とする日照時間が確保されるよう日影を制限することとしたものであるというこ

とです。 

 上記のような法の趣旨に照らせば、オンブズマンとしても、建築確認の対象である建築

物の敷地が周囲の土地より高い場合にはその高低差を考慮して測定面を決定すべきである

という申立人の考え方も十分成立するものと考えます。 

 しかし、市からの回答にもあるように、法は、第 56 条の 2第 1項において測定面は平均

地盤面からの高さによって求めるものと定めるとともに、法別表第 4 において「平均地盤

面からの高さとは、当該建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面か
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らの高さをいう」と明確に定めており、測定面を決定する際に、周囲の敷地との高低差を

考慮することは原則として予定されていません。例外的に、法 56 の 2第 3 項が「…建築物

の敷地とこれに接する隣地との高低差が著しい場合…における第 1 項本文の規定の適用の

緩和に関する措置は、政令で定める。」とし、施行令第 135 条の 12 第 1 項第 2 号により、

建築物の敷地が隣地等より 1 メートル以上低い場合の緩和規定が設けられていますが、建

築物の敷地が隣地等より高い場合に高低差を考慮する規定は設けられていません。 

 上記のとおり、法が測定面の求め方を一義的に明確に定めていることや、建築物の敷地

が周囲の敷地より低い場合については例外規定を設け、建築物の敷地が周囲の敷地より高

い場合については例外規定を設けていないことを踏まえれば、現行法は、日影制限におけ

る日影の測定面の求め方について申立人の主張するような考え方を採用していないと考え

るのが自然です。 

 したがって、法第 56 条の 2第 1項に関する申立人の主張には理由がないと言わざるを得

ません。 

５ 申立人への説明について 

 以上のとおり、本件においては、申立人の主張を踏まえても本件建物の建築計画が建築

基準関係規定に適合しないと疑われるような事情が認められないことから、本件建物の建

築計画が建築基準関係規定に適合しているかどうかという点について、市自らが改めて審

査すべき場合には当たらないと認められます。 

 申立人は、「結局、建築指導課は建築確認審査の内容を私たちに説明することもなく、現

在に至っています。」と主張され、市に対して「建築確認の審査内容が適正であることを、

地元住民に説明してください。」と求められていますが、本件建物の建築計画が建築基準関

係規定に適合しているかどうかを市自らが審査すべき場合に当たらず、現にそのような審

査を行っていない以上、市がそのような具体的な説明をしなかったとしても、市の業務と

して問題があるということはできません。 

 申立ての趣旨によれば、市は、説明会において、「建築確認は指定検査機関であるＢ社が

することになっており、私たちには手が出せない。」と説明し、その後も「審査はＢ社がす

るので、こちらには資料もない。こちらでは判断できないので、設計をした業者に聞いて

ほしい。」「建築確認がおりた後に、もしＢ社の審査に違法が見つかれば、その時は建築確

認を取り消す。」などと説明したとのことであり、申立人はこのような市の説明にも納得さ

れなかったものと思われますが、これらの市の説明は、法第 6 条の 2 が定める指定確認検

査機関と特定行政庁の役割分担について説明したものであり、その説明に問題があったと

いうことはできません。なお、申立ての趣旨にあるとおり、「建築確認申請が上がってくれ

ば確認書をおろすしかない。」旨の説明を市が行ったとすれば、その説明は正確ではなく、

問題があるといわざるを得ませんが、市からの回答によれば、「建築確認の申請が市に対し

てされた場合には、書類が揃っている以上受付をしなければならないこと、建築基準法に

適合していれば建築確認済証を交付しなければならないことを説明したのであり、申請が
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あれば必ず確認済証を交付する旨述べたものではありません。」とのことです。 

 また、市は、施行令第 131 条の 2 第 1 項に関して申立人が情報開示請求をされた際、文

書は不存在である旨を回答するだけではなく、その回答書に施行令第 131 条の 2 第 1 項の

意義や道路斜線制限について説明した補足文書を添付しています。補足文書の記載自体か

ら施行令第 131 条の 2 第 1 項の意義について容易に理解することができるか否かは検討の

余地があるものの、少なくとも、本件において、市は、申立人の疑問や指摘について説明

をするよう努めていたと評価でき、その対応に問題があったとは認められません。 

６ 結論 

 本件建物の建築確認は、指定確認検査機関であるＢ社によってされたものであり、指定

確認検査機関であるＢ社と特定行政庁である市との関係は、すべに述べたとおりです。市

は、本件建物の建築基準関係規定適合性を自ら審査し直すことは予定していないというこ

とですが、市のこのような判断は、現行法の下では、法の趣旨にそったものというほかな

く、市の業務として不備があるとはいえません。 

 したがって、申立人に対して市が説明できる内容も一般的な内容とならざるを得ず、ま

た、その限度ではすでに可能な限りの説明が行われていたものと評価できますから、申立

人に対する説明という点においても市の業務に不備があったということはできません。 

 生活環境の変化に関する申立人のお気持ちは十分に理解できるところですが、申立人に

おかれては、まずは以上の点についてご理解いただきたいと思います。 

 なお、市は、「熊本市中高層建築物の建築に関する指導要綱」（以下「要綱」という。）に

基づいて、本件建物の建築主に対して建築計画の周知・説明等について指導しており、今

後とも、要綱の目指す相互理解が進むよう、建築主に対し、継続的に丁寧な説明を行うよ

う働きかけていきたいと考えているとのことです。また、市は、本件の建築計画について、

一部の住民の方々から説明を聞いていない等の声があったことから、本年度から要綱の一

部を改正し、近隣住民へ早期に広く周知の機会をつくるため、建築主が現地に建築計画概

要の看板を設置するよう指導していくとしています。法に基づいて市が行えることには限

界がありますが、中高層建築物の建築が地域住民の生活環境に影響を与えうるものである

ことは市としても認識しており、可能な限り配慮していこうとしているものと思います。 

 建築主にも地域住民にもそれぞれに守るべき利益があり、その調整は容易ではありませ

んが、オンブズマンとしても、市の継続的な働きかけにより相互の理解が少しでも進むこ

とを願います。 

 

（１７）マンションの建築確認（市民Ｄ） 

※本事案については、（１６）「マンションの建築確認（市民Ｃ）」と関連した事案のため、

【苦情申立ての趣旨】、【市からの回答】、【オンブズマンの判断】については、（１６）「マ

ンションの建築確認（市民Ｃ）」を参照ください。 
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（１８）物品の寄付の受け取り 

【苦情申立ての趣旨】 

○○公民館のトイレに、「トイレットペーパーがなくなって困ります。取らないでくださ

い。」との趣旨の張り紙がある。○○公民館ではトイレットペーパー泥棒に困って張り紙を

したのだと思い、見るに見かねて、平成 28 年 12 月、トイレットペーパー〇ロール〇パッ

ク（〇〇円）をクリスマスプレゼントとして無料進呈したところ、当時の○○公民館の副

館長が受け取った。 

ところが、クリスマス後、当時の○○公民館の館長（以下「館長」という。）から、「受

け取れません。」とトイレットペーパーの返却を申し出られてしまった。なぜ受け取れない

のか尋ねたが、館長は「館長の意見は市長の意見です。」と言い張ったため、そのまま持っ

て帰った。 

熊本地震の折は、県外の市町村等が市の公民館や避難所等に送呈した避難物資や義援金

を受け取ったり、県外の自治体の応援職員を受け入れたりしていた。 

また、熊本城復興城主には、市からの進呈品として城主証明書・城主特典（市の運営施

設の優待券や動物園の無料・割引券等）を発行しており、自治体が行っているふるさと納

税の場合も、納税額に応じて返礼品が送呈されるなどお金がかかっているが、私はそのよ

うな特典や返礼品は希望していない。あくまで、「困っている人には親切にしなさい。」と

いう言いつけを守るため、トイレットペーパー泥棒に困っている○○公民館に進呈したに

過ぎない。例えば 1 万円分のトイレットペーパーをもらえば、市はその分のトイレットペ

ーパーを買わなくて済むはずである。それにもかかわらず、なぜ私が進呈したトイレット

ペーパーは受け取らないのか。館長の対応に納得できないので苦情を申し立てる。 

 

【市からの回答】 

１ 本件の経緯 

 本件の経緯につきましては、当時の記録により、概ね以下のとおりであったことを確認

いたしました。 

平成 28 年 6月頃、○○公民館において、清掃委託業者から「トイレットペーパーの消費

が増加し、頻繁に補充しなければならない。」との報告があり、原因を調べたところ、一部

の利用者が持ち帰っているとの情報が寄せられました。そこで、状況のお知らせと適切な

利用のお願いのため、○○公民館 1 階にある男女トイレの○ブースに張り紙をするととも

に、①必要以上に予備を置かない、②ペーパーの包装を剥がして置くなど補充の方法を工

夫するなどして、しばらく様子を見ることにしました。 

 その後、トイレットペーパーの消費は落ち着きましたが、お知らせとお願いの張り紙は、

掲示したままにしておりました。 

 このような中、同年 12 月○日（土曜）、申立人から「クリスマスプレゼントとしてトイ

レットペーパー〇ロール〇パックを無料進呈する。」とのお申入れがあり、当時対応した職
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員（公民館に副館長の役職はなく、窓口で対応した嘱託職員のことと考えられます。）が、

「ご厚意はありがたいが、受け取れません。」という旨を説明し、持ち帰られるようにお願

いしたものの、置いて帰られたことから、一旦お預かりし、翌日出勤した当時の○○公民

館長（以下「館長」という。）に報告と相談をしました。 

 当時、申立人が○○公民館の○○講座を受講されていたことから、同月○日の受講日に

お返しすることとしていましたが、同月○日（○曜）に来館されたため「お気持ちは非常

にありがたいですが、トイレットペーパーは予算措置もされており、いただけません。」と

説明し、お返ししました。申立人が、「それは市長の意見なのか。」と尋ねられたので「館

長は公民館の管理責任者であり、市長の意見でもあります。」と回答したところ、持ち帰ら

れました。 

２ 申立人のご主張について 

（１）市における寄附の取扱いについて 

 市においては、金銭の寄附について、寄附を活用したまちづくりを推進するため、様々

な施策の中から、13 種類のメニューを作成し、寄附される方が寄附金の使い道を選べるよ

うにしており、それぞれ寄附の手続きについて定めています。申立人が挙げられている「復

興城主制度」や「熊本市ふるさと応援寄附金」もその一つになります。 

 また、市においては、物品の寄附の申入れがあった場合の取扱いに関し、通則的な事務

取扱要綱や要領等は定めておらず（土地や広告事業にかかる物品等の寄附についてはそれ

ぞれ定めがあります。）、受領する部署において、熊本市物品会計規則（以下「物品会計規

則」という。）第 12条の「職員は、第 10 条に規定する請求に基づくものを除くほか、その

職務を行うことにより取得する物品又は取得した物品があるときは、速やかにその旨を物

品管理者に通知しなければならない。」との規定に基づき、処理することとなります。 

 基本的に、物品の寄附の申入れに対しどのように対応するかは、物品会計規則第 2条第 3

号の「物品管理者（熊本市予算決算規則第 2 条第 2 号の主務課長及び歳出予算の再配当を

受ける課の長。）」の裁量によるものと考えられます。平成 28 年度当時、○○公民館に関す

る物品管理者は○○出張所長でした（平成 29年度現在は、○○まちづくりセンター所長と

なっております。）が、○○公民館においては、消耗品（物品会計規則第 3条第 1項第 2号

ア、同号イ）は原則として受け取らないという取扱いを職員全員の共通認識としておりま

した。消耗品の場合、利活用できる物か否かの選別が難しく、せっかく寄附していただい

ても十分に活用できない場合も考えられ、また、予算に計上されており、必要な分は準備

できるためです。 

（２）本件について 

 経緯で述べたとおり、申立人から「クリスマスプレゼントとしてトイレットペーパー〇

ロール〇パックを無料進呈する。」というお申入れに対し、当初対応した職員は「お受け取

りできない。」とお断りしましたが、申立人が置いて帰られたため、後日、館長が返却しま

した。 
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申立人のお気持ちは非常にありがたいことですが、トイレットペーパーは「品質、形状

が 1 回又は短時間の使用により変質、消耗又は損傷しやすいもの」（物品会計規則第 3条第

1 項第 2号イ）として消耗品に当たり、前述のとおり、○○公民館においては、消耗品の寄

附は受け取らないという取扱いにしているため、申立人のトイレットペーパーの寄附のお

申入れについても受け取らないこととしたものです。○○公民館においても、特に震災後

は、数多くの寄附のお申入れがあり、皆さまのお気持ちに感謝しているところではありま

すが、消耗品については一律に受取りをお断りしております。 

また、館長は、施設管理責任者として館内の管理及び運営に関することを所掌している

こともあり、申立人に返却する際に上記のような発言をしたものです。 

なお、経緯でも述べたとおり、○○公民館におけるトイレットペーパーの消費につきま

しては、現在は落ち着いております。申立人におかれましては、このことについてお気遣

いいただき、ありがとうございました。 

○○公民館においては、これまでと同様に、今後も消耗品の寄附の申入れについてはお断

りする方針でおります。申立人のご厚意をお受けできず申し訳なく思いますが、○○公民

館での取扱いについては何とぞご理解をいただきたいと思います。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 問題点は、申立人が○○公民館にトイレットペーパー〇ロール（〇円相当）を寄附し

ようとしたのを断った○○公民館長（以下「館長」という。）の対応の是非であります。 

 申立人が主張する事実の要旨は、○○公民館のトイレに、「トイレットペーパーがなくな

って困っている。取らないでください。」旨の張り紙があったことから、申立人は、○○公

民館が困っているから寄附しようと考えて、無料進呈したところ、副館長が一旦は受け取

ったものの、後日、館長が「受け取れない。」旨言って返却したというものです。 

 事実関係は、市の主張でもほぼ同じですが、当初、嘱託職員が受け取れないと言って断

ったのに、申立人が置いていったので一旦預かり、後日、館長が「いただけません。」と言

ってお返ししたというところが異なっている程度です。いずれにしても、最終判断は館長

が行ったものです。 

２ 申立人の寄附は、全くの善意によるものと認められ、市においても「申立人のお気持

ちは非常にありがたいこと」と考えています。しかしながら、○○公民館では消耗品（ト

イレットペーパー）の寄附の申入れはお断りする方針であったそうで、その理由は、「市か

らの回答」に記載されているところです。 

すなわち、市においては、金銭の寄附については、13 種類のメニューを作成し、それぞ

れに寄附の手続きを決めて受け入れていますが、物品の寄附については、基本的に物品管

理者の裁量によっているところであり、○○公民館としては、消耗品は一律受け取らない

取扱いをしているということであります。消耗品は、予算に計上され必要な分は準備でき

るという事情もあるようです。この区分は一応の合理性があるものと考えます。 
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３ 寄附とは、国・地方公共団体、公益法人等に金銭その他の財産を無償で贈ることを言

い、寄附者から国等の相手方に直接供与される場合は、贈与契約となります。民法では、

贈与は、「当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示し」、「相手方が受

諾をする」ことによって成立すると規定しており（民法第 549条）、贈与者の申込みと受贈

者の承諾という意思の合致（合意）によって成立します。贈与契約にも「契約自由の原則」

が適用されますから、申込みを受けた場合は、承諾することも拒否することも自由であり

ます。 

 市において、物品の寄附の取扱いについては、物品管理者の裁量によっているというこ

とですから、○○公民館において消耗品は受取りを一律にお断わりするという取扱いをす

ることも許容されるところであると考えます。 

オンブズマンとしては、申立人の善意によるトイレットペーパー（〇円相当）の寄附に

ついては、受け取ることも構わないし、断ることも構わないと考えます。前述のとおり、

寄附（贈与）の性格上、申込みを受けることも断ることも自由であり、市では、物品の寄

附については、物品管理者の裁量に任され、○○公民館においては、従前から、消耗品の

寄附については一律に受取りをお断りしているということであり、申立人の寄附について

もその方針に従ったものと認められます。それでも、市としては、「申立人のご厚意をお受

けできず申し訳なく思います」ということです。 

 

（１９）下水道工事による塀の傾き 

【苦情申立ての趣旨】 

私の宅地は市道と接しており、宅地と市道の境界部分にはブロック塀（以下「本件ブロ

ック塀」という。）がある。市道は私が所有していた土地で、馬車道があったが、数十年前

に市に無償で提供して市道となり現在に至っている。また、近隣の住民2人から道を広げて

ほしいと要望を受けて、私の父が了承して宅地を後退したため、市道の幅は広くなる代わ

りに宅地が狭くなり、宅地と市道の境界のために本件ブロック塀を設置した。 

平成22年頃に、下水道を埋設する工事（以下「本件工事」という。）があった。その際に、

市道の中央部分ではなく、本件ブロック塀に対して、直角に約○メートル○センチの穴が

空けられて、そこに下水道は埋設された。特に、土止めなどもしていなかったので危ない

と思っていたところ、平成28年熊本地震のときに本件ブロック塀が傾いてしまった。埋め

戻しをした際に、土にコンクリートなどを混ぜて硬くしていればよかったのに、砂みたい

になっていたから地盤が弱くなっていた。近隣では、ブロック塀に被害はなかったので本

件工事が原因であると思った。 

平成28年12月頃、市に本件ブロック塀の修繕を要望したが、できないと言われた。本件

ブロック塀をコンクリートで固めたりすることもできないと思っている。その後、現在に

至るまで何度も要望したが、市からはまともに対応してもらえなかった。 

私は、ほかの人のためにもなると思って市に土地を提供したのに、市が何の対応もして
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くれないことに納得がいかない。市道の中央部分に下水道を設置した方が対向地の住民と

の間で公平であるし、なぜそれができないのか。本件ブロック塀を修繕する費用も多額に

なることから、本件ブロック塀を修繕できないのであれば、せめて下水道を市道の中央に

移してほしい。 

 

※本事案については、（１３）「自宅敷地と道路との境界鋲」及び（１４）「地籍調査に伴う

自宅敷地の合筆」と関連した事案のため、【市からの回答】、【オンブズマンの判断】につ

いては、（１３）「自宅敷地と道路との境界鋲」を参照ください。 

 

（２０）市立学校の生徒指導 

【苦情申立ての趣旨】 

平成 28 年 12 月、熊本市立○○小学校〇年生だった子どもを迎えに配偶者が学校へ行っ

たところ、子どもがものすごく青ざめた顔で出てきた。友達と一緒に別の子をからかった

ことで担任の○○先生に怒られたとのことだったが、友達は子どもより先に帰され、そん

なに暗い顔をせずに帰っていったのに、子どもは友達が帰された後もきつく叱られたよう

だった。子どもだけがきつく叱られるのはおかしいと思ったが、一度そのようなことがあ

ったくらいで文句を言ってはいけないと思い、このときは黙っていた。 

 同月、子どもから、「○○先生から、廊下で、『友達ともっと関わるように』と注意され

た。」と聞かされた。友達と関わらないことで問題があったわけでもないのに、そのような

ことで注意されるのもおかしいと思った。 

 同月、子どもから、「クラスで〇〇の練習をしていたとき、私が怪我で参加できなかった

ときの方がたくさん〇〇できた。そしたら、○○先生から、『お前は友達とあまり関わらな

いから〇〇も上手にならない。』と言われた。」と聞かされた。 

 1 か月の間に 3回も問題が発生したので、配偶者と私と 2人で学校に行き、教頭先生と○

○先生に上記の件について苦情を伝えた。○○先生が謝罪したので、3学期はこのようなこ

とがなければいいと思い、この日はそれで帰った。 

 平成 29 年 1 月、子どもから、「私が欠席している間に、〇〇のときは〇〇に着替えると

いう決まりができていた。私はそれを知らず、制服のまま練習に参加しようとしたら、友

達から注意され、トラブルになった。そのとき、先生は知らないふりをしていた。」と聞か

された。友達からはややしつこく注意されたものの、子どもが決まりを知らなかったこと

を説明して納得してもらえたようだったが、○○先生がきちんと仲裁してくれれば、もっ

と簡単に終わる話だったはずである。○○先生は、12 月に私達から苦情を言われ、謝罪さ

せられたことを根に持って、子どもに嫌がらせをしているのではないかと思われた。 

 さらに、同年 2月には、子どもから、「クラスの〇〇を決めるとき、私は 5回も手を挙げ

たのに、全部却下され、違う〇〇にさせられた。」「〇〇で使うために学校に持って行った

ズボンが、〇〇にふさわしくないと友達に言われてトラブルになった。」といったことを聞
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かされた。 

 上記のようなことについては、子どもが泣いて帰ってくるたびに配偶者が学校へ行って

話をしていたが、主に対応していた教頭先生は、「過保護です。」「気にしすぎじゃないです

か。」「○○先生は熱心で、その教育方針に反対するのはモンスターペアレントです。」とい

って○○先生をかばい、きちんと対応してくれなかった。 

 そこで、同月、教育委員会教職員課へ電話して、「○○先生が子どもをいじめています。

何とかしてください。」と相談した。担当した職員は「分かりました。」と言ってくれた。 

 その後、教頭先生から、「教育委員会に言ったでしょう。もう二度と教育委員会に言わな

いでください。」と言われた。そのようなことを言われるのはおかしいと思ったが、さしあ

たり、教育委員会はきちんと指導してくれたのだと思った。 

 同月、教育委員会に相談することを禁止されてしまったので、スクールカウンセラーに

よるカウンセリングを学校に依頼した。校外のカウンセラーが入ることで、○○先生が子

どもにいやがらせをしにくくなるのではないかと期待してのことだった。カウンセリング

は同月後半に実施され、子どもが 30 分～40 分ほど話をした後、私も 1時間ほどカウンセラ

ーと話をした。 

 その後、子どもは卒業し、〇〇の中学校に進学したが、進学先の中学校から、「子どもさ

んが不安定です。」と言って連絡がくることが度々起こるようになった。内容としては、「突

然〇〇に行きたがる」「突然〇〇の授業を休みたがる」「教室で突然泣きだす」というもの

で、子どもに理由を聞くと、「小学校の頃はなかなか〇〇に行かせてもらえなかったので、

中学校では行かせてくれるか試したかった。」「小学校の頃はなかなか〇〇の授業を休ませ

てもらえなかったので、中学校では休ませてくれるか試したかった。」「小学校の頃、宿題

を忘れるとものすごく叱られた。今日は宿題を忘れたので、また厳しく叱られると思って

泣いた。」とのことだった。 

 子どもがこのように不安定になったのは、小学校の頃、○○先生から厳しすぎる叱られ

方をしたり、〇〇へ行くことや〇〇の授業を欠席することをなかなか認めてもらえなかっ

たりしたなどのパワハラを受けたことや、些細なことで注意されたり、友達とのトラブル

をきちんと仲裁してくれなかったりといじめられたことが原因のひとつだと思われた。そ

して、そんな○○先生をかばっていた教頭先生のことも不審に思ったので、教頭先生がど

う考えていたのかを確認するために、同年 6 月頃、配偶者が○○小学校に電話をかけ、教

頭先生に、「中学校に入ってから大変です。そちらの教育の仕方が悪かったんじゃないです

か。」「私が教頭先生に話したことは、○○先生にも伝えられたんですか。」と確認した。す

ると、「○○先生には何も言っていません。」「スクールカウンセリングでも、パワハラはな

かったという結果が出ています。教育委員会にもそう報告しています。」「業務妨害で訴え

ます。」などと言われてしまった。スクールカウンセリングのとき、子どもは友達のことな

ど関係のないことを話していただけなのに、パワハラはなかったと断定されていたことは

おかしいと思うし、学校に苦情の電話をしただけで訴えるなどと言われたこともおかしい
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と思う。 

 子どもが不安定な状態になったのは、○○先生のパワハラがひとつの原因であり、また、

配偶者が何度も学校に足を運び、教頭先生と話したことが○○先生にきちんと伝えられて

いなかったことも原因のひとつであると思う。私は、配偶者が子どものことや学校のこと

について教育委員会に相談していたのに、結局、このようなことになってしまったことに

納得できない。また、教育委員会と関係のある教頭やカウンセラーが、あったはずのパワ

ハラを「なかった」と言い張ることなどから、教育委員会が教頭やカウンセラーと一緒に

なってパワハラを隠そうとしているのではないかとも疑ってしまう。 

 今後、このようなことがないように、教育委員会には、学校がきちんと対応するよう指

導してほしい。 

 

【市からの回答】 

１ 保護者等から苦情や相談を受けた場合の対応等について 

 保護者等から苦情や相談を受けた場合、教育委員会としては、まずは訴えの内容を丁寧

に傾聴し、主訴を受け止めた上で、どのような思いでおられるのかについて聴き取りを行

います。すでに学校とやりとりをされている場合は、学校の対応のどこに不満を感じてお

られているのか等を聴き、なるべく保護者の気持ちに寄り添いながら、一つ一つの事実を

確認していくよう努めます。 

 その後、保護者から相談があったということを学校に連絡し、事実確認を行いながら、

保護者の思いや学校に対してどのような不満等を持っておられるか等、保護者から聴き取

った内容を丁寧に伝えます。その上で、問題点を話し合い、丁寧な対応をお願いし、学校

での対応に活かしてもらうようにしています。 

 保護者が学校の対応等に関して教育委員会からの連絡を望まれた場合は、その後に教育

委員会から保護者へ連絡を行います。その際、学校への要望や苦情等をさらに受けた場合

は、上記と同様に学校へ情報を提供し、助言等を行います。 

 以上のように、教育委員会としては、必要に応じて学校側と話合い、協力しながら、学

校が児童や保護者に対して適切に対応できるよう努めているところです。 

２ 本件の経緯について 

（１） 申立人の子どもが在学中の対応 

 平成 29 年 1 月○日、申立人の配偶者から、「子ども（以下「Ａ」という。）が担任の先生

にいじめられているのでどうにかしてほしい。教頭先生に相談したら反論され、とても憤

慨している。」という旨のお電話がありました。対応した職員が聴き取りを行ったところ、 

① 担任から嫌がらせを受けている。 

② 担任の言動で、他の子どもからも注意される。 

③ 自分に責任のないことで他の子どもから注意されたときもフォローがなかった。 

④ 〇〇の配り方で理不尽に注意された。 
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⑤ 毎日注意される必要はない。 

⑥ 〇〇で抗議したが、学校側の対応に納得がいかなかった。 

といった内容を話され、学校に対して指導をしてほしいと訴えられました。対応した職員

は、Ａさんと話をされ、学校側と配偶者がお話をすることが大切ではないかと提案しまし

た。そして、伺ったお話は、教育委員会からきちんと学校側に伝えますと確認させていた

だきました。申立人も職員の提案にご納得されたものと理解しました。 

 同日、教育委員会から○○小学校に電話で連絡し、申立人から伺った①～⑥の点全てを

伝えるとともに、学校側にも事実の確認を行いました。学校側としては、Ａさんの件につ

いては、申立人、配偶者、担任、教頭の 4 名で一度お話をしている。傾聴した上で学校側

の見解も説明しており、ご納得いただいたものと思っていた。配偶者が主張されている内

容については学校側も事実確認を行った。Ａさんが担任の指導内容に納得していない面が

あったことは事実であり、担任もそのことをしっかりと受け止め、Ａさんと向き合いなが

ら指導していきたいと言っているとのことであり、教育委員会からの情報提供を踏まえ、

丁寧に取り組んでいくと約束されましたので、後の対応は学校側に任せることとしました。 

（２） 申立人の子どもが卒業後の対応 

 同年 4 月○日、配偶者から、小学校の時、担任に〇〇に行かせてもらえなかったことで

Ａさんの心に傷が残っている旨のお電話がありました。対応した職員が聴き取りを行った

ところ、「昨年度、担任の先生からパワハラを受けていた。〇〇にも行かせてもらえなかっ

た。現在は県外の私立中学校に通っているが、今朝、おなかが痛かったらしく、『〇〇に行

かせてくれるかな。』とつぶやいた。昨年度の担任が行かせなかったからである。」といっ

た内容を話されました。 

 それ以降、同年 5 月○日、同月○日、同月○日、同月○日、同月○日、同年 6 月○日、

同月○日、同月○日、同年 7 月○日、同年 8 月○日、同年 9 月○日、同月○日及び同年 10

月○日と、複数回にわたって配偶者から教育委員会へお電話をいただいております。 

 お電話の内容は、同年 7 月○日までは○○小学校や元担任に関することが主となってい

ましたが、同年 8 月○日以降は現在Ａさんが通っている学校についての相談等を受けるよ

うなりました。 

 教育委員会としては、○○小学校に関するご相談に対しては丁寧に傾聴した上で○○小

学校へ情報提供し、事実関係を確認するとともに、現在Ａさんが通っている学校について

も、丁寧に傾聴した上で助言を行うなどの対応を行ってきました。 

３ 本件に関する市の見解について 

 教育委員会としては、保護者等から相談等を受けた場合の一般的な対応と同様に、本件

においても、配偶者から相談等があった場合には傾聴し、必要に応じて学校へ情報提供し

て話し合いを行うなど、丁寧な対応に努めてきたところです。 

 Ａさんの在学中に相談を受けた同年 1 月○日には、配偶者がＡさんや学校としっかり話

し合うことが重要であること、配偶者のお話を教育委員会から学校にお伝えすることを説
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明しております。その上で、学校側へ事実関係を確認して話し合った結果、学校側も十分

に状況を把握しておりましたので、以後の対応は学校側に任せることとしたものです。市

としては、同日に配偶者から相談を受けた後の教育委員会の対応は、配偶者の相談内容や、

配偶者と職員とのやり取りの経緯に鑑み、適切なものであったと考えております。 

 なお、本件申立てを受け、改めて学校側に事実関係の確認を行いましたが、学校側に対

し教育委員会から指導が必要であったと認められる事実は確認できませんでした。 

 

【オンブズマンの判断】 

１ 本件における問題点 

 申立人は、「子どもが不安定な状態になったのは、○○先生のパワハラがひとつの原因で

あり、また、配偶者が何度も学校に足を運び、教頭先生と話したことが○○先生にきちん

と伝えられていなかったことも原因のひとつであると思う。」とした上で、「私は、配偶者

が子どものことや学校のことについて教育委員会に相談していたのに、結局、このような

ことになってしまったことに納得できない。」と主張し、教育委員会の対応について苦情を

申し立てられました。 

 本件申立ては、申立人の子ども（以下「Ａ」という。）が在籍していた熊本市立○○小学

校において不適切な対応があったという申立人の認識に端を発するものです。申立人にと

っては、○○小でどのようなことがあったか、その対応が適切であったかという点が最も

重要なことであろうと思います。 

とはいえ、教育現場の個々の場面において教員がどのように行動すべきであるかを客観

的かつ画一的に決定する基準はありません。教員は、学習指導要領等や社会通念に従うと

ともに、教育の専門家としての知識や経験を踏まえながら、その時々の状況に応じてとる

べき行動を決定することになります。個々の場面におけるそのような判断の是非を、教育

の専門家でないオンブズマンが正確に判断することは容易ではありません。他方、教育行

政においては、「学校その他の教育機関を管理」（地方自治法第 180 条の 8）する機関として

教育委員会が設置されており、教育委員会は、教育行政の専門家として教育機関を管理す

る立場にあります。このようなことから、オンブズマンとしては、教育現場の個々の場面

における教員の判断の是非を客観的に判断する主体としては、オンブズマンより教育委員

会の方が適切であると考えています。 

熊本市オンブズマン条例（以下「条例」という。）は、第 15 条第 5 号で「調査が相当で

ないと認められるとき」は「オンブズマンは…当該苦情を調査しないものとする。」と定め

ています。オンブズマンとしては、教育現場の個々の場面における教員の判断の是非に関

する苦情については、前段落で述べた理由からオンブズマンが直接判断することは適切で

はなく、上記条例の規定によりオンブズマンの調査対象外であると考えます。 

もっとも、「市政に関する苦情を簡易迅速に処理し、及び市政を監視…することにより、

市民の権利及び利益の保護を図り、もって市政に対する市民の理解と信頼の確保に資する」
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ことを目的として熊本市オンブズマンが設置されたこと（条例第 1 条）、教育委員会の業務

の執行に関する事項もオンブズマンの管轄とされていること（条例第 2 条、第 6 条本文）

も踏まえ、オンブズマンとしては、保護者等が教育現場の個々の場面における教員の判断

について教育委員会に相談し、その後の教育委員会の対応についてもなお苦情等がある場

合には、教育委員会の対応に、社会通念上問題があると言えるかどうかという観点から、

調査判断を行う余地はあるものと考えます。 

本件では、オンブズマンの権限に関し上記のような考え方に立った上で、申立ての趣旨

においても教育委員会の対応について苦情を申し立てる旨が主張されていることから、申

立人側から相談を受けた教育委員会の対応に問題がなかったかどうかという点に焦点を絞

って検討します。 

２ 申立人側の相談に対する教育委員会の対応 

（１） 相談の内容等について 

 申立ての趣旨によれば、申立人は、平成 29年 2月に、「教育委員会教職員課へ電話して、

『○○先生が子どもをいじめています。何とかしてください。』と相談した。」と主張され

ています。申立ての趣旨を見る限り、申立人がＡの在学中に教育委員会に相談をしたのは

この一度のみということになります。 

 他方、市からの回答には、教育委員会教職員課が同年 1月○日に申立人の配偶者から、「Ａ

が担任の先生にいじめられているのでどうにかしてほしい。教頭先生に相談したら反論さ

れ、とても憤慨している。」旨の相談を受けたと記載があります。市からの回答を見ると、

教育委員会が申立人ないし配偶者から相談を受けたのはこの一度のみということになりま

す。 

 申立人と教育委員会の主張は、相談があった時期やその主体に多少の差異がありますが、

Ａの在学中に、Ａが担任からいじめられているのでなんとかしてほしいという趣旨の相談

があったという点について認識が一致している以上、この差異はオンブズマンの判断に影

響を与えるようなものではありません。申立ての趣旨の確定手続等、申立人側で実際に手

続きにあたったのが配偶者であったことや、教育委員会においては相談記録が残されてい

たことを踏まえれば、概ね市からの回答にあるとおりの事実があったものと推測されます

が、少なくとも、○○小におけるＡの境遇について、教育委員会に対して一度相談があっ

たという事は事実であると認められます。 

（２） 教育委員会の対応について 

 市は、配偶者から相談を受けた際の配偶者への対応や、その後の学校への対応について、

次のように主張しています。すなわち、「対応した職員が聴き取りを行ったところ、①担任

から嫌がらせを受けている。②担任の言動で、他の子どもからも注意される。③自分に責

任のないことで他の子どもから注意されたときもフォローがなかった。④〇〇の配り方で

理不尽に注意された。⑤毎日注意される必要はない。⑥〇〇で抗議したが、学校側の対応

に納得がいかなかった。といった内容を話され、学校に対して指導をしてほしいと訴えら
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れました。対応した職員は、お子さんと話をされ、学校側と申立人の配偶者がお話をする

ことが大切ではないかと提案しました。そして、伺ったお話は、教育委員会からきちんと

学校側に伝えますと確認させていただきました。申立人も職員の提案にご納得されたもの

と理解しました。同日、教育委員会から○○小学校に電話で連絡し、申立人から伺った①

～⑥の点全てを伝えるとともに、学校側にも事実の確認を行いました。学校側としては、

Ａさんの件については、申立人、配偶者、担任、教頭の 4 名で一度お話をしている。傾聴

した上で学校側の見解も説明しており、ご納得いただいたものと思っていた。配偶者が主

張されている内容については学校側も事実確認を行った。Ａさんが担任の指導内容に納得

していない面があったことは事実であり、担任もそのことをしっかりと受け止め、Ａさん

と向き合いながら指導していきたいと言っているとのことであり、教育委員会からの情報

提供を踏まえ、丁寧に取り組んでいくと約束されましたので、後の対応は学校側に任せる

こととしました。」ということです。 

 本件について調査を行うにあたり、オンブズマンは、教育委員会が作成し、保管してい

た相談記録等を確認しましたが、たしかに、教育委員会では、配偶者や○○小に対して上

記のように対応した旨の記録が残されています。教育委員会が作成している相談記録は、

配偶者から相談があった際にその内容と教育委員会の対応等をその都度記録したものであ

り、Ａの卒業後に配偶者から寄せられた相談等についても継続的に記録が作成されていま

す。オンブズマンとしては、この相談記録の内容は一定程度以上の信用性を有するものと

評価しますので、配偶者の相談に対して、教育委員会は、相談記録にあるとおりの対応を

行ったものと認め、これを前提に対応の是非を検討することにします。 

３ オンブズマンの判断 

 市からの回答によれば、教育委員会は、保護者等から苦情や相談を受けた場合、一般に、

相談者の話を傾聴して主訴を把握するとともに、学校側にも相談があった旨を伝え、事実

確認を行いながら問題点を話し合い、学校側と協力しながら学校が児童や保護者に対して

適切に対応できるよう努めているということです。相談者と学校側の双方から事実関係を

確認し、学校側がどのように対応していくべきかを学校と一緒に考えるという教育委員会

の方針は、相談者の主張や思いを踏まえながら、日常的に児童や保護者と接している学校

職員の知識や経験を活かして、柔軟かつ適切な対応を模索することができるという点で相

談者の利益にも適うものであり、適切であると評価できます。そして、本件における教育

委員会の対応も、上記のような教育委員会の一般的な対応にそったものであると評価でき

ます。 

 市からの回答によれば、本件において、教育委員会は、学校側と話し合う中で、「Ａさん

が担任の指導内容に納得していない面があったことは事実であり、担任もそのことをしっ

かりと受け止め、Ａさんと向き合いながら指導していきたいと言っている」「教育委員会か

らの情報提供を踏まえ、丁寧に取り組んでいく」旨の学校側の方針を確認したことから、

以後の対応を学校に任せたとされています。 
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 学校職員と児童との関わりについては、いわゆる体罰や教師としての地位を利用したい

じめ・嫌がらせ行為のように当然許されないものもありますが、教育現場の個々の場面で

教員がとるべき行動について、必ずしも画一的な考え方があるわけではありません。オン

ブズマンとしては、Ａの心情を担任が受け止め、学校としても丁寧に取り組んでいこうと

いう姿勢を確認した上で、その後の対応を学校に委ねた教育委員会の本件における対応に

不備があったとはいえないと考えます。 

 なお、教育委員会は、本件申立てを受け、改めて学校側に事実関係の確認を行ったとし

ていますが、教育委員会が学校側に事実関係の確認を行ったことについては、オンブズマ

ンも資料に基づき確認しています。先に述べたとおり、教育現場の個々の場面で教員がと

るべき行動は画一的に決まるものではありませんが、他方、体罰やいじめ・嫌がらせに該

当する行為のように、許されない行為というものもありますから、保護者等から苦情や相

談があった場合には、必要に応じて事実関係の確認を行うことは重要なことです。 

 教育委員会においては、今後も、保護者等からの苦情や相談があった場合には、事実関

係を確認しながら、それに応じた適切な対応をとるよう期待します。 

 

 

 


